
　２　短 期 給 付 様 式



支部様式第１０号

□には該当するものにレ点を記入してください。

□ 0 1 8 8

□ 0 1 8 7

□

□ １ 就職

□ ２ 公立学校共済組合他支部から転入 （支部名： 支部 )

□ ３ 地方公務員共済組合から転入 （以前加入の組合： 共済組合）

□ ８ 国家公務員共済組合から転入

□ ７ 再就職（ 過去に当支部組合員の前歴あり ）

□ 95 種別変更 （ 短期組合員から一般組合員、一般組合員から短期組合員 ）

□ 99 再任用等に伴う番号変更  ( 旧組合員番号： ）

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □

□ □

□ □

上記のとおり申告します。 〒 －

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 組合員

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

－ －

１． この様式の記入方法は裏面を、必要な添付書類については、福利厚生事務の手引きをご参照ください。

６　その他
   3に該当する場合で、労働条件通知書等で資格取得要件を満たしているか
　確認出来ない場合は職員調書（短期組合員）を添付。17　後期短期

３　会計年度任用職員 ３　上記1又は2に該当しない者で次のいずれにも該当する者

11　短期 ４　臨時的任用職員 ・１週間の所定勤務時間が20時間以上である
・報酬月額が88,000円以上である
・学生ではない

担当者氏名

令和
住　所

所属機関の長
又は所属所長

月 日令和 年

12　船員短期 ５　任期付職員

※
事
務
担
当
者
記
入
欄

（Ｒ6.12月 改）

職　名

氏　名

氏　名

連絡先

所属機関又は所属所　

男

女

口　座　番　号

※数字は右詰で記入し、左欄
　の余白は0で埋めてください。

本・支店名金  融  機  関  名

沖　縄　銀　行

琉　球　銀　行

(その他)

資
格
取
得
理
由

資格確認書発行要否 ※ 裏面の理由を必ずご確認いただき、該当する場合にチェックを入れてください。

コード

指定口座
（組合員名義）

コード

□

組合員種別 任用形態 勤務時間数等

１　一般 １　本務職員 １　フルタイム勤務

□

３　後期高齢

発行が必要

２　 船員 ２　再任用職員 ２　短時間労働者（４分の３以上）

組合員氏名
元  号 年

職　名
元号　3 昭  4 平  5 令

月

—
元号 年 月 日 □

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

組 合 員 申 告 書
（組合員資格取得届）

所属所コード 組合員番号

生 年 月 日
性 別 基 礎 年 金 番 号 

日

５　令和

所属所名

フ リ ガ ナ 発 令 年 月 日



－ 2-1 －

支部様式第１０号

□には該当するものにレ点を記入してください。

□ 0 1 8 8

□ 0 1 8 7

□

□ １ 就職

□ ２ 公立学校共済組合他支部から転入 （支部名： 支部 )

□ ３ 地方公務員共済組合から転入 （以前加入の組合： 共済組合）

□ ８ 国家公務員共済組合から転入

□ ７ 再就職（ 過去に当支部組合員の前歴あり ）

□ 95 種別変更 （ 短期組合員から一般組合員、一般組合員から短期組合員 ）

□ 99 再任用等に伴う番号変更  ( 旧組合員番号： ）

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □

□ □

□ □

上記のとおり申告します。 〒 －

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 組合員

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

－ －

１． この様式の記入方法は裏面を、必要な添付書類については、福利厚生事務の手引きをご参照ください。

６　その他
   3に該当する場合で、労働条件通知書等で資格取得要件を満たしているか
　確認出来ない場合は職員調書（短期組合員）を添付。17　後期短期

３　会計年度任用職員 ３　上記1又は2に該当しない者で次のいずれにも該当する者

11　短期 ４　臨時的任用職員 ・１週間の所定勤務時間が20時間以上である
・報酬月額が88,000円以上である
・学生ではない

担当者氏名

令和
住　所

所属機関の長
又は所属所長

月 日令和 年

12　船員短期 ５　任期付職員

※
事
務
担
当
者
記
入
欄

（Ｒ6.12月 改）

職　名

氏　名

氏　名

連絡先

所属機関又は所属所　

男

女

口　座　番　号

※数字は右詰で記入し、左欄
　の余白は0で埋めてください。

本・支店名金  融  機  関  名

沖　縄　銀　行

琉　球　銀　行

(その他)

資
格
取
得
理
由

資格確認書発行要否 ※ 裏面の理由を必ずご確認いただき、該当する場合にチェックを入れてください。

コード

指定口座
（組合員名義）

コード

□

組合員種別 任用形態 勤務時間数等

１　一般 １　本務職員 １　フルタイム勤務

□

３　後期高齢

発行が必要

２　 船員 ２　再任用職員 ２　短時間労働者（４分の３以上）

組合員氏名
元  号 年

職　名
元号　3 昭  4 平  5 令

月

—
元号 年 月 日 □

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

組 合 員 申 告 書
（組合員資格取得届）

所属所コード 組合員番号

生 年 月 日
性 別 基 礎 年 金 番 号 

日

５　令和

所属所名

フ リ ガ ナ 発 令 年 月 日



－ 2-2 －

【【組組合合員員申申告告書書記記入入方方法法】】

１１．．本本人人記記入入欄欄

（１） 所属所名 ： 組合員の所属所名を記入してください。

（２） 所属所コード ： 沖縄県給与計算事務の対象である所属所は「給与支払所属コード」を、幼稚園その他の所属所は福利厚生事務の手引きのコード表を確認の

　 うえ記入してください。

（３） 組合員氏名 ： 住民票に記載のとおり、漢字も正確に記入してください。フリガナはカタカナで記入してください。

（４） 組合員番号 ： 任命権者が沖縄県教育委員会の場合は今回の発令年月日時点の職員番号を記入してください。任命権者が沖縄県教育委員会以外の場合

 　は空欄のままご提出ください。　

（５） 生年月日 ： 元号は該当する番号を記入してください。生年月日は右図を参照して記入してください。

（６） 性別 ： 該当するものにレ点を記入してください。

（７） 基礎年金番号 ： 年金手帳、ねんきん定期便等を確認のうえ正しい年金番号を記入してください。

（８） 発令年月日 ： 今回の申請にかかる発令年月日を記入してください。

（９） 職名 ： 辞令（人事異動通知書）のとおり記入してください。

（10） 指定口座 ： 原則、指定金融機関（申告書にある２つの金融機関）で登録ください。

指定金融機関以外を登録する場合、その他欄へ金融機関名を記入ください。数字は右詰で記入し、余白は0で埋めてください。

（11） 資格確認書要否 ： 資格確認書の発行が必要な場合（※）は「□発行が必要」にチェックを入れてください。　※以下の理由に該当する場合に限り交付します。

①　マイナンバーカードを取得していない、または返納したため

②　マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない、または利用登録を解除したため

③　マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要があるため

④　マイナンバーカードの電子証明書の有効期限が切れた、または紛失・更新中のため

（12） 資格取得理由 ： 今回の申請にかかる資格取得理由を確認のうえ、該当する番号にレ点を記入してください。

〇資格取得理由の説明　（※以下の説明において、空白期間とは人事発令がない期間のことをいう。）

「1 就職」：就職により初めて公立学校共済組合沖縄支部の組合員となる場合。

「2 公立学校共済組合他支部から転入」：公立学校共済組合の他都道府県支部で組合員だった方が、空白期間なく公立学校共済組合沖縄支部に転入した場合。

「3 地方公務員共済組合から転入」：地方公務員共済組合の組合員だった方が、空白期間なく公立学校共済組合沖縄支部に転入した場合。

「8 国家公務員共済組合から転入」：国家公務員共済組合の組合員だった方が、空白期間なく公立学校共済組合沖縄支部に転入した場合。

「7 再就職（過去に当支部の前歴あり）」

　　過去に公立学校共済組合沖縄支部の組合員だった前歴がある方で、前回の退職日等と今回の資格取得年月日の間に空白期間がある場合。

　　※空白期間がある場合でも、任用期間が事実上引き続くことを証明する任命権者の申立て（任意様式）またはそれに準ずるものを添付する場合

　　　は下記の「99　再任用等に伴う番号変更」に該当します。

「95　種別変更 （ 短期組合員から一般組合員、一般組合員から短期組合員 ）」（臨時的任用職員から本務職員となる場合等）

「99　再任用等に伴う番号変更」　（例：本務職員から再任用フルタイム職員となる場合等）

　・ 過去に公立学校共済組合沖縄支部の組合員だった前歴がある方で、前回の退職日等と今回の資格取得年月日の間に空白期間がなく、組合員

　　期間が引き続いている場合。

　・ 過去に公立学校共済組合沖縄支部の組合員だった前歴がある方で、前回の退職日等と今回の資格取得年月日の間に空白期間があるが、任用

　　期間が事実上引き続くことを証明する任命権者の申立て（任意様式）またはそれに準ずるものを添付する場合。

↓　上記共通事項に該当する場合で

①組合員種別の変更がある場合：「95　種別変更 （ 短期組合員から一般組合員、一般組合員から短期組合員 ）」

②組合員種別の変更がない場合：「99　再任用等に伴う番号変更」

　　※「99　再任用等に伴う番号変更」の要件を満たす方のうち、臨時的任用職員（県費）から臨時的任用職員（県費）となる方については、「職員番号変更報告

　　　書（県費負担臨時的任用職員）」を提出のうえ、現在発行されている資格確認書等を引き続きご使用ください。（組合員申告書提出不要）

（13） 本人申告欄 ： 「 上記のとおり申告します。」　と記載された欄について、申告日、住所、組合員氏名を記入してください。

住所には、住民票に記載の住所を「字」や建物名・部屋番号等を省略せず正確に記入してください。

２２．．事事務務担担当当者者、、所所属属機機関関のの長長又又はは所所属属所所長長記記入入欄欄

（１） 所属機関又は ： 所属機関又は所属所受付印を押印してください。所属所受付印がない場合は、公立学校共済組合沖縄支部担当者にご相談ください。

所属所受付印

（２） 組合員種別 ： 該当するものにレ点を記入してください。

（３） 任用形態 ： 組合員の任用形態を確認のうえ、該当するものにレ点を記入してください。

（４） 勤務時間数等 ： 該当するものにレ点を記入してください。

「1　フルタイム勤務」

　総務大臣の定めるところにより、常時勤務に服することを要する地方公務員について定められている勤務時間により勤務することを要することとされているもの

「2　短時間労働者（3/4以上）」

　その一週間の所定勤務時間及び一月間の所定勤務日数が、常時勤務に服することを要する地方公務員について定められている一週間の勤務時間及び一

　月間の勤務日数の四分の三以上であるもの

「3　短時間労働者（3/4未満）」

　上記1及び２に掲げる者以外の常時勤務に服することを要しない地方公務員のうち、次のいずれにも該当するもの

　　(1)一週間の所定勤務時間が20時間以上であること

　　(2)報酬月額について、標準報酬の資格取得時の決定の例により算定した額が88,000円以上であること

　　(3)学校教育法第50条に規定する高等学校の生徒、同法第83条に規定する大学の学生その他の総務省令で定める者でないこと

（５） 証明欄 ： 所属機関の長又は所属所長の証明日、所属機関又は所属所名、職名、氏名を記入してください。

（６） 担当者欄 ： 担当者氏名、連絡先を記入してください。

３３．．添添付付書書類類

組合員申告書（組合員資格取得届）の添付書類については、福利厚生事務の手引きを確認してください。

共
通
事
項

元号

3 6 3 0 5 0 3

元号　3 昭  4 平  5 令

年 月 日
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№ 1
5

年
月

日

2
5
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3
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年
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4
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5
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年
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日

8
5

年
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日

9
5

年
月

日

1
0

5
年

月
日

上
記
の
と
お
り
報
告
し
ま
す
。

公
立

学
校

共
済

組
合

沖
縄

支
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長
　
殿

－
－

令
和

年
月

日

所
属
所
長

１
．
　
こ
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照
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。
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．
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。
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．
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用
期

間
が

事
実

上
引

き
　

続
く

こ
と

を
証

明
す

る
任

命
権

者
の

申
立

て
（
任

意
様

式
）
ま

た
は

そ
れ

に
準

ず
る

も
の

を
添

付
す

る
場

合
。

　 　
　　
【【
職職

員員
番番

号号
変変

更更
報報

告告
書書

（（
県県

費費
負負

担担
臨臨

時時
的的

任任
用用

職職
員員

））
記記

入入
方方

法法
】】

所所
属属

所所
記記

入入
欄欄

(1
)

組
合

員
番

号
：
　

資
格

取
得

時
に

交
付

さ
れ

た
「
資

格
情

報
の

お
知

ら
せ

」
も

し
く

は
「
公

立
学

校
共

済
組

合
　

資
格

確
認

書
」
の

記
号

 公
立

沖
の

右
側

に
記

載
さ

れ
て

い
る

（
公

立
学

校
共

済
組

合
沖

縄
支

部
で

　
　

番
号

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

（
枝

番
等

は
記

入
不

要
で

す
。

）
登

録
さ

れ
て

い
る

番
号

）

(2
)

組
合

員
氏

名
：
　

資
格

取
得

時
に

交
付

さ
れ

た
「
資

格
情

報
の

お
知

ら
せ

」
も

し
く

は
「
公

立
学

校
共

済
組

合
　

資
格

確
認

書
」
に

記
載

さ
れ

て
い

る
氏

名
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
　

　
な

お
、

氏
名

に
変

更
が

あ
る

場
合

は
「
記

載
事

項
等

変
更

申
告

書
」
を

ご
提

出
く

だ
さ

い
。

(3
)

発
令

年
月

日
：
　

職
員

番
号

変
更

に
係

る
辞

令
（
人

事
異

動
通

知
書

）
の

発
令

年
月

日
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

(4
)

職
員

番
号

：
　

変
更

後
の

職
員

番
号

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

（
発

令
年

月
日

時
点

）
　

(5
)

旧
所

属
所

名
：
　

所
属

所
の

変
更

を
伴

う
場

合
は

、
変

更
前

の
所

属
所

名
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

(6
)

備
考

：
　

当
様

式
と

同
時

に
「
記

載
事

項
等

変
更

申
告

書
」
を

提
出

す
る

場
合

等
は

備
考

に
そ

の
旨

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。
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上
記
の
と
お
り
報
告
し
ま
す
。

公
立

学
校

共
済

組
合

沖
縄

支
部

長
　
殿

－
－

年
月

日

１
．
　
所 所

属属
所所

間間
異異

動動
にに
該該

当当
すす

るる
場場

合合
はは
、、
新新

所所
属属

所所
かか
らら
提提

出出
し
て
下
さ
い
。
（
旧
所
属
所
名
を
記
入
す
る
こ
と
。
）

２
．
　
種
別
異
動

、
休

職
、
停

職
、
派

遣
、
復

職
（
復
帰
）
に
該
当
す
る
場
合
に
、
辞
令
等
の
交
付
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
写
し
を
添

付
し
て
く
だ
さ
い
。

３
．
　
所
属
所
コ
ー

ド
は
、
必

ず
記

入
く
だ
さ
い
。

４
．
　
任任

期期
付付

きき
組組

合合
員員

（（
短短

期期
組組

合合
員員

等等
））
はは
、、
任任

用用
期期

間間
がが
引引

きき
続続

いい
てて
いい
るる
ここ
とと
をを
確確

認認
すす

るる
たた
めめ
、、
今今

回回
のの
辞辞

令令
のの
写写

しし
とと
直直

前前
のの
辞辞

令令
のの
写写

しし
をを
添添

付付
く
だ
さ
い
。

　
　
　
（
任
用
期
間

に
空

白
期

間
が
あ
る
方

は
任

用
期

間
が
事
実
上
引
き
続
く
こ
と
を
証
明
す
る
任
命
権
者
の
申
立
て
（
任
意

様
式

）
も
併

せ
て
添

付
し
て
く
だ
さ
い
。
）

令
和

共
済
組
合
受
付
印

所
属
機
関
又
は
所
属
所

連
絡
先

所
属

機
関

の
長

又
は
所
属
所
長

職
名

氏
名

組
 合

 員
 異

 動
 報

 告
 書

　
（
所

属
所

間
異

動
等

）

№
組

合
員

番
号

組
合
員
氏
名

異
動

発
令

年
月

日
旧

所
属

所
名

新
所
属
所
コ
ー
ド

異
動
区
分

新
所
属
所
名

　
所

属
所

間
異

動
　
・
　
種

別
異

動
　
・
　
休

職
　
停
職
　
・
　
派
遣
　
・
　
復
職

（
復
帰
）

2
5

年
月月

日
1

5
年

5
年

日
　
所

属
所

間
異

動
　
・
　
種

別
異

動
　
・
　
休

職
　
停
職
　
・
　
派
遣
　
・
　
復
職

（
復
帰
）

日
　
所

属
所

間
異

動
　
・
　
種

別
異

動
　
・
　
休

職
　
停
職
　
・
　
派
遣
　
・
　
復
職

（
復
帰
）

　
所

属
所

間
異

動
　
・
　
種

別
異

動
　
・
　
休

職
　
停
職
　
・
　
派
遣
　
・
　
復
職

（
復
帰
）

4
5

年
月月

日
3

　
所

属
所

間
異

動
　
・
　
種

別
異

動
　
・
　
休

職
　
停
職
　
・
　
派
遣
　
・
　
復
職

（
復
帰
）

　
所

属
所

間
異

動
　
・
　
種

別
異

動
　
・
　
休

職
　
停
職
　
・
　
派
遣
　
・
　
復
職

（
復
帰
）

6
5

年
月月

日
5

5
年 年

日日

　
所

属
所

間
異

動
　
・
　
種

別
異

動
　
・
　
休

職
　
停
職
　
・
　
派
遣
　
・
　
復
職

（
復
帰
）

(R
6
.1
2
月

　
改

）

　
所

属
所

間
異

動
　
・
　
種

別
異

動
　
・
　
休

職
　
停
職
　
・
　
派
遣
　
・
　
復
職

（
復
帰
）

8
5

年
月月

日
7

5
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1
0

1
1

0
2

1
3

0
4

所
属

所
コ

ー
ド

資
格

喪
失

年
月

日

所
属

所
名

（
※

退
職

日
等

の
翌

日
）

上
記

の
と

お
り

報
告

し
ま

す
。

－
－

公
立

学
校

共
済

組
合

沖
縄

支
部

長
　

殿

年
月

日

１
．

証
等

を
回

収
し

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。
（
紛

失
の

場
合

は
、

紛
失

届
を

添
付

）
２

．
退

職
後

、
任

意
継

続
組

合
員

と
な

る
場

合
は

、
資

格
喪

失
証

明
書

の
発

行
は

で
き

ま
せ

ん
。

３
．

資
格

喪
失

年
月

日
は

、
退

職
日

等
の

翌
日

で
す

。
ご

留
意

く
だ

さ
い

。
４

．
所

属
所

コ
ー

ド
は

必
ず

ご
記

入
く

だ
さ

い
。

不
要

任

共
済

組
合

受
付

印

連
絡

先

枚
要

年
月

日

所
属

機
関

の
長

又
は

所
属

所
長

7
5

年

8
5

令
和

所
属

機
関

又
は

所
属

所
 　

職
名

氏
名

不
要

任
月

日
枚

年
月

日

要

任
月

日

6
5

枚

不
要

任
枚

要

不
要

任

5
5

年

枚
要

年
月

日

要
不

要

4
5

枚
要

不
要

任
月

日

枚

不
要

任

3
5

年

枚
要

年
月

5
日

1
5

年

組
 合

 員
 異

 動
 報

 告
 書

　
（
喪

失
用

）
事

由
コ

ー
ド

事
由

コ
ー

ド

退
職

0
1

定
年

・
早

期
・
自

己
都

合
・

転
出

公
立

共
済

他
支

部
任

期
満

了
等

他
の

共
済

死
亡

国
の

共
済

任
意

継
続

組
合

員

転
出

先
の

支
部

・
所

属
名

要
不

要
任

月

（
Ｒ

6
.1

2
月

　
改

）

Ｎ
ｏ

組
合

員
番

号
組

合
員

氏
名

証
等

の
添

付
資

格
喪

失
証

明
書

の
発

行
共

済
記

入
異

動
事

由
コ

ー
ド

日

2
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№ 1
年

月
日

年
月

日

2
年

月
日

年
月

日

3
年

月
日

年
月

日

4
年

月
日

年
月

日

5
年

月
日

年
月

日

6
年

月
日

年
月

日

7
年

月
日

年
月

日

8
年

月
日

年
月

日

9
年

月
日

年
月

日

1
0

年
月

日
年

月
日

上
記

の
と

お
り

報
告

し
ま

す
。

公
立

学
校

共
済

組
合

沖
縄

支
部

長
　

殿

年
月

日
－

－

所
属

機
関

の
長

又
は

所
属

所
長

職
名

氏
名

連
絡

先

所
属

機
関

又
は

所
属

所
　

 

共
済

組
合

受
付

印

短
期
組
合
員
退
職
届
書

組
合

員
番

号
組

合
員

氏
名

生
年

月
日

退
職

年
月

日
退

職
時

の
所

属
所

名
備

考

令
和

（
Ｒ

6
.1

2
月

　
改

）
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支部様式第１１号

被 扶 養 者 申 告 書

認定申告

取消申告 （資格喪失証明書発行　必要□ )

　裏面一覧(ｱ)～(ｷ)から選択

年 月 日

性　別

元 年 月 日

□

□ 〒( ) - ( )

□

□

性　別

元 年 月 日

□

□ 〒( ) - ( )

□

□

性　別

元 年 月 日

□

□ 〒( ) - ( )

□

□

上記のとおり申告します。 〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

所属機関又は所属所

所属機関の長

又は所属所長

－ －

年 月 日

１． この様式の記入方法は裏面を、必要な添付書類については福利厚生事務の手引きをご参照ください。

2． 認定申告の場合、所属所受付日が事実発生日から30日を超えた場合は所属所受付日以降の認定となります。

この場合、認定日までの医療費については自己負担となりますのでご留意ください。

続柄

男

年間所得推計額

職　業生　年　月　日
元号　3 昭　4 平　5 令

生　年　月　日 続柄 職　業

円
普通認定 （扶養手当受給有）

特別認定 （扶養手当受給無）

発行が必要
（認定申告の場合のみ記入）
※裏面の理由を必ずご確認いただき、該当する場合にチェックを入れてください。

認 定　・　取 消　  年 月 日

女

□

元号　3 昭　4 平　5 令 □ 男

女

年間所得推計額

住　所

氏　名

認定区分　（扶養手当受給有無）

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

□には該当するものにレ点を記入してください。

認定(取消)の具体的理由

認定（取消）の事実発生年月日 令和

個人番号による情報連携を利用する書類　

 ※公的年金関係、 健康保険関係、住民票関係の
    場合は必要な情報を右欄に記入。（裏面参照）

所 属 所 名

所属所コード 

組合員氏名 

組合員番号 

□

□

対
　
象
　
者

フリガナ

住　所

　同居

対
　
象
　
者

フリガナ

氏　名

住　所
□

対
　
象
　
者

フリガナ

氏　名

資格確認書発行要否 □

　同居

資格確認書発行要否 □

　別居
 （住所記入）

氏　名

住　所

　同居 年間所得推計額

□ 円　別居
 （住所記入）

女

発行が必要
（認定申告の場合のみ記入）
※裏面の理由を必ずご確認いただき、該当する場合にチェックを入れてください。

認定区分　（扶養手当受給有無）

普通認定 （扶養手当受給有）

特別認定 （扶養手当受給無）

生　年　月　日 続柄 職　業
元号　3 昭　4 平　5 令

組合員

※ 共済組合記入欄 令和    （Ｒ6.12月　改）

担当者氏名 連絡先

職 　 名

氏 　 名

□ 男

令和 年 月 日

令和

□ 円

資格確認書発行要否 □

　別居
 （住所記入）

発行が必要
（認定申告の場合のみ記入）
※裏面の理由を必ずご確認いただき、該当する場合にチェックを入れてください。

認定区分　（扶養手当受給有無）

普通認定 （扶養手当受給有）

特別認定 （扶養手当受給無）
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１１  組組合合員員欄欄
（１） 所属所名 ： 組合員の所属所名を記入してください。
（２） 所属所コード ： 沖縄県給与計算事務の対象である所属所は「給与支払所属コード」を、幼稚園その他の所属所は福利厚生事務の手引きのコード表を

確認のうえ記入してください。
（３） 組合員氏名 ： 住民票に記載のとおり、漢字も正確に記入してください。
（４） 組合員番号 ： 組合員の資格取得時に交付された「資格情報のお知らせ」もしくは「公立学校共済組合　資格確認書」の記号　公立沖の右側に記載さ

れている番号を記入してください。なお、これらがまだ届いていないときは、任命権者が沖縄県教育委員会の職員は今回の資格取得年

月日時点の職員番号を記入し、任命権者が沖縄県教育委員会以外の職員は空欄のままご提出ください。
（５） 資格喪失証明書 ： 取消申告の場合のみ記入が必要です。資格喪失証明書の発行について、発行が必要な場合は□にレ点を記入してください。

の発行
（６） 個人番号による ： 個人番号による情報連携を利用する場合、利用する書類を下記一覧「情報連携が可能な書類」の（ア）～（キ）の中から選択してください。

　【個人番号による情報連携とは】

する書類 　 個人番号（マイナンバー）による情報連携を利用することを希望した場合、組合員や被扶養者の所得情報等について、公立学校共済

   組合から関係機関に情報照会をすることが可能となります。情報連携を利用することで、次の添付書類は省略可能となります。

   なお、情報連携の対象は組合員及び認定対象者（新規除く）のみです。新新規規認認定定対対象象者者（（過過去去にに認認定定歴歴ののなないい方方））及及びび扶扶養養義義務務者者はは

対対象象外外でですすののででごご留留意意くくだだささいい。。　　  

申告

　【情報連携についての留意事項】

（７） 認定（取消）の ： 内容が分かるよう、具体的にご記入ください。

具体的理由 認定申告例 取消申告例

（８） 認定（取消）の ： 事実発生年月日を記入してください。

事実発生年月日

２２  認認定定（（取取消消））対対象象者者欄欄
（１） 氏名 ： 住民票に記載のとおり、漢字も正確に記入してください。フリガナはカタカナで記入してください。
（２） 生年月日 ：
（３） 性別 ： 該当する番号にレ点を記入してください。
（４） 続柄 ： 続柄または続柄コード（詳細は福利厚生事務の手引き参照。）を記入してください。

（５） 認定区分 ： 次の説明を確認のうえ、該当する番号にレ点を記入してください。

１．普通　

２．特別

（６） 住所 ： 〒 9 9 9 - 9 9 9 9 　< 同居 ・ 別居 >

　【国内居住要件とは】

　 被扶養者については、国内居住要件を満たすこと（日本国内に住民票があること）が認定要件となっています。

ただし、住民票が国内にあっても、明らかに日本での居住実態がないことが判明した場合は国内居住要件を満たさないものとします。

なお、日本国内に住民票がなくても、次に掲げる者は「国内居住要件の例外に該当」するものとして認定可能です。福利厚生事務の

手引きを確認のうえ必要書類を添付してください。

（７） 職業 ： 職業を記入してください。（アルバイト等を含む。）
（８） 年間所得推計額 ： 事実発生年月日から向こう１年間の年間所得推計額を記入してください。

（９） 資格確認書 ： 資格確認書の発行が必要な場合（※）は「□発行が必要」にチェックを入れてください。　※以下の理由に該当する場合に限り交付します。

発行要否 ①　マイナンバーカードを取得していない、または返納したため

②　マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない、または利用登録を解除したため

③　マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要があるため

④　マイナンバーカードの電子証明書の有効期限が切れた、または紛失・更新中のため

（10） 本人申告欄 ： 「 上記のとおり申告します。」と記載された欄について、申告日、組合員住所、組合員氏名を記入してください。

３３  事事務務担担当当者者、、所所属属機機関関のの長長又又はは所所属属所所長長記記入入欄欄
（１） 所属機関又は ： 所属機関又は所属所受付印を押印してください。所属所受付印がない場合は、公立学校共済組合沖縄支部担当者にご相談ください。

所属所受付印
（２） 所属機関の長 ： 所属機関の長又は所属所長の証明日、所属機関又は所属所名、職名、氏名を記入してください。

又は所属所長

（３） 担当者欄 ： 担当者氏名、連絡先を記入してください。

４４  添添付付書書類類
　被扶養者申告書の添付書類については、福利厚生事務の手引きを確認してください。

（イ）公的年金の年金額改定通知書または
     年金額決定通知書の写し

　年金支給機関名を記入してください。（例：日本年金機構）

（ウ）雇用保険受給資格者証

（カ）新しい就職先の健康保険者情報

【【被被扶扶養養者者申申告告書書記記入入方方法法】】

情報連携を利用

情報連携が可能な書類 備考

（ア）所得証明書 　福利厚生事務の手引きに掲載されている「同意書（情報連携）」を添付してください。

認定申告
取消申告

いずれも可能

　ハローワークで手続済の内容のみ情報連携が可能です。

（エ）特別障害給付金額等を示す書類

（オ）被扶養者に係る年金生活者支援給
　　 付金額等を示す書類

⑤ ①から④までに掲げるもののほか、渡航目的その他事情を考慮して日本国内に生活の基礎があると認められる者

就職、収入増加、送金停止、主たる扶養者の変更等

【例】

住所

住民票の住所を「字」や建物名、部屋番号等を省略せず正確に記入してください。

なお、国内居住要件の例外に該当する場合は、住所欄に郵便番号「999-9999」、
　（国内居住要件の例外に該当）　アメリカ

「国内居住要件の例外に該当」、「国名」を記載してください。（右記参照）

続柄コード
01夫　02妻　10配偶者の子　11長男　12二男　13三男　14四男　20養子　21長女　22二女　23三女　24四女　　　

31父　32養父　33義父　41母　42養母　43義母　51兄　52弟　53祖父　57孫　61姉　62妹　63祖母　90子の配偶者

認定（取消）対象者が、給与条例上の扶養親族として認定されている場合。

上記「1 普通」の条件に該当しない場合。

元号は該当する番号を記入してください。生年月日は右図を参照し記入してください。

出生、婚姻、離職、収入減少、主たる扶養者の変更等

① 外国において留学をする学生

② 外国に赴任する組合員に同行する者

③ 観光、保養又はボランティア活動その他就労以外の目的で一時的に海外に渡航する者

④ 組合員が外国に赴任している間に当該組合員との身分関係が生じた者であって、②と同等と認められるもの

　被扶養者が就職し、取消申告をする場合に情報連携が可能です。
　就職先の保険者名を記入してください。（例：協会けんぽ）　※取消申告のみ可能

（キ）住民票謄本又は抄本

・ 情報連携を利用する場合であっても個人番号（マイナンバー）の報告は不要です。当様式への必要事項記入により情報連携可能です。

・ 情報連携を利用した場合、照会結果を得るまでに１週間程度の期間を要します。お急ぎの方は紙媒体で書類を提出してください。

・ 情報連携の結果、十分な内容確認ができなかった場合は紙媒体での書類提出が必要です。



－ 2-10 －

支部様式第１２号

　有（ ） ・ 有 （手続中含む） 無

円

　< 内訳 >　※事実発生日から将来１年間の見込みとして、現時点で想定できる金額をご記入ください。

・ 国民年金 年 円 ・ 給与 （アルバイト等含む） 年 円

・ 厚生年金（遺族年金含む） 年 円 ・ 自営業、農業等 年 円

・ 共済年金（遺族年金含む） 年 円 ・ 資産（地代、家賃、利子等） 月 円

・ 障害を事由とする年金等 年 円 ・ 雇用保険の基本手当日額 日 円

・ 個人年金 年 円 ・ 組合員からの送金額 (※) 年 円

・ 手当金（傷病、育休 等） 年 円 (※) 認定対象者が子と配偶者以外の場合に記入。

・ その他 （　　　　　　　 ) 年 円

＜ ＞

・ 当認定を受けようとする者は主に組合員の収入により生活して　います。　・　いません。

・ 組合員及び扶養義務者について所得証明書記載内容と今後の収入見込みに大幅な変更が

　あります　・　ありません。　　　→”あります。”の場合収入見込額がわかる書類の添付要

・ 当認定を受けようとする者の収入は130万円※１　　　未満です。　　・　　以上です。

（※１　障害年金受給要件該当または60歳以上の者は180万円）

＜ ＞

・ 現在の扶養の状況や、組合員以外の者が扶養できない理由を詳細に記入してください。

上記のとおり、認定を受ける者は、私が扶養していることを申し立てます。

 公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日

（Ｒ6.12月　改）

組合員

氏　名

住　所

扶
　
養
　
事
　
実
　
申
　
立

該当する方に○を付けてください。

組合員の扶養が必要な理由について

令和

同居　・　別居

同居　・　別居

組
合
員
以
外
の

扶
養
義
務
者

年間総収入の
見込み額

同居　・　別居

職　業氏　　名
認定対象者

からみた続柄  区　　　 分 年 齢

同居　・　別居

02

職 業   無
雇用保険法に基づく

失　業　給　付

同居　・　別居

年間総収入の見込み額

氏 名 1.男　2.女

認 定 対 象 者 性 別 続 柄 年 齢  区　　 分 認 定 区 分

扶 養 事 実 申 立 書 （特別認定用）

所属所コード 所 属 所 名 組合員番号 組 合 員 氏 名

支部様式第１２号関連

公立学校共済組合沖縄支部長　　殿

1 （ ）

2 （ ）

3 （ ）

　上記の者について、扶養義務者協議の結果 ） が

扶養することとします。

協議日 令和 年 月 日

＜ ＞

※組合員本人を含む、共同扶養義務者全員が記載すること（自署）。

■

1

2

3

4

5

（Ｒ6.12月　改）

※ 扶養義務者がそれぞれ遠隔地に居住しているため、協議書の作成に時間を要する場合は別紙でも可。

※ 協議日は事実発生年月日と同日。

氏　　名

氏　　名

氏　　名

組 合 員 氏 名

氏　　名

氏　　名

扶 養 義 務 者

氏　名

氏　名

氏　名

（氏 名

認 定 対 象 者 続柄コード

扶 養 に 関 す る 協 議 書

所属所コード 所 属 所 名 組合員番号 組 合 員 氏 名
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公立学校共済組合沖縄支部長　　殿

1 （ ）

2 （ ）

3 （ ）

　上記の者について、扶養義務者協議の結果 ） が

扶養することとします。

協議日 令和 年 月 日

＜ ＞

※組合員本人を含む、共同扶養義務者全員が記載すること（自署）。

■

1

2

3

4

5

（Ｒ6.12月　改）

※ 扶養義務者がそれぞれ遠隔地に居住しているため、協議書の作成に時間を要する場合は別紙でも可。

※ 協議日は事実発生年月日と同日。

氏　　名

氏　　名

氏　　名

組 合 員 氏 名

氏　　名

氏　　名

扶 養 義 務 者

氏　名

氏　名

氏　名

（氏 名

認 定 対 象 者 続柄コード

扶 養 に 関 す る 協 議 書

所属所コード 所 属 所 名 組合員番号 組 合 員 氏 名
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公立学校共済組合沖縄支部長　　殿

年 月 日

年 月 日

年 月 日

在職中、雇用保険の加入の有無 有 ・ 無

上記のとおり証明します。

令和 年 月 日

印

- -

事 業 所 名 称

事 業 主 氏 名

連 絡 先

事 業 所 所 在 地

生 年 月 日 昭　・　平　

退　職　日 平　・　令

入　社　日 昭　・　平　・　令

退職証明書兼雇用保険未加入証明書

氏 名

退 職 者 在 職 時 住 所

支部様式第１２号関連

〈　雇　用　形　態　〉

年 月 日 年 月 日

年 月 日から 年 月 日まで

　月額　・　日額　・　時給　　　　　　　　　　　単価　 円

日

　通勤手当 円／（月・日）　　 ）

日締め、（ 当月 ・ 翌月 ）　　 日払い、金融機関休業日は（ 翌　・　前 ）営業日払い

〈　給与等の支払（見込）額　〉

☆☆令令和和　　　　　　年年　　　　　　月月のの前前３３ヶヶ月月分分とと向向ここうう１１年年間間のの支支払払実実績績（（見見込込））額額ををごご記記入入下下ささいい。。
　　　　（（扶扶養養事事実実発発生生月月））

円 円

円 円

円 円

☆ 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

上記のとおり相違ないことを証明します。

年 月 日

印

- -

事 業 所 名 称

事 業 主 氏 名

電 話 番 号

合　　　　　　計

令和

事 業 所 所 在 地

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

 　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績

　　年　　　月　　　日 実績

支払年月日（給与支給日） 区分
（○で囲む）

給与総支給額
(通勤・その他手当を含む)

賞与等 ※共済記入欄

　　年　　　月　　　日 実績

給与支給日 　　　　　　　　

給与形態

勤務形態 時間

契約期間

健康保険の適用 有　  ・　  無 雇用保険の適用 有　  ・　  無

その他の手当 ・その他（

　１月あたりの平均労働日数 １日あたりの平均労働時間

給 与 支 払 証 明 書

被 雇 用 者

氏 名 ：

住 所 ：

雇用開始日 期間の定め（ 有　・　無 ） 離職日
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〈　雇　用　形　態　〉

年 月 日 年 月 日

年 月 日から 年 月 日まで

　月額　・　日額　・　時給　　　　　　　　　　　単価　 円

日

　通勤手当 円／（月・日）　　 ）

日締め、（ 当月 ・ 翌月 ）　　 日払い、金融機関休業日は（ 翌　・　前 ）営業日払い

〈　給与等の支払（見込）額　〉

☆☆令令和和　　　　　　年年　　　　　　月月のの前前３３ヶヶ月月分分とと向向ここうう１１年年間間のの支支払払実実績績（（見見込込））額額ををごご記記入入下下ささいい。。
　　　　（（扶扶養養事事実実発発生生月月））

円 円

円 円

円 円

☆ 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

上記のとおり相違ないことを証明します。

年 月 日

印

- -

事 業 所 名 称

事 業 主 氏 名

電 話 番 号

合　　　　　　計

令和

事 業 所 所 在 地

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

 　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績　・　見込

　　年　　　月　　　日 実績

　　年　　　月　　　日 実績

支払年月日（給与支給日） 区分
（○で囲む）

給与総支給額
(通勤・その他手当を含む)

賞与等 ※共済記入欄

　　年　　　月　　　日 実績

給与支給日 　　　　　　　　

給与形態

勤務形態 時間

契約期間

健康保険の適用 有　  ・　  無 雇用保険の適用 有　  ・　  無

その他の手当 ・その他（

　１月あたりの平均労働日数 １日あたりの平均労働時間

給 与 支 払 証 明 書

被 雇 用 者

氏 名 ：

住 所 ：

雇用開始日 期間の定め（ 有　・　無 ） 離職日
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元

〒 ―

＜ ＞

・ 送金の方法　　銀行振込　・　現金書留　・その他（　                       　      　　　　　　　）

・ 送金時期　　毎月（　　　　　日）　・　その他（　                          　  　　　　　　　　　　　）

・ 一回の送金額　　定額　　　　　　　円　・　変動※ ※　送金一覧を作成し添付してください。

＜送金の事実が確認できる書類（扶養事実発生月分を含む）を添付＞

【【別別居居ししてていいるる被被扶扶養養者者のの認認定定判判定定表表】】※※ＡＡ～～ＣＣはは必必ずずごご記記入入下下ささいい。。

Ａ

円

Ｂ

円

Ｃ

円

Ｄ Ｅ

円 円

上記のとおり申し立てます。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日

氏　名

（Ｒ6.12月　改）

送金基準額

被扶養者の全収入 ÷÷ ３３ ＝＝

0

組合員の
年間送金額

下下記記にに当当ててははままるる場場合合はは認認定定可可能能

＋＋ Ａ　組合員の年間
送金額

≧≧ Ｅ　送金基準額

組合員以外の年間
送金（負担）額 且且つつ、、

住　所
（別居）

送
　
金
　
状
　
況

該当する方に○を付け、必要事項を記入してください。

被扶養者（送金を受けている者）

氏名

フリガナ 生　　年　　月　　日
性別 続柄

認定
区分元号 　3.昭 　4.平　5.令

2
年 月 日

男 ・ 女

送 金 証 明 書

所属所コード 所 属 所 名 組合員番号 組 合 員 氏 名

組合員
住　所

＋＋ Ａ　組合員の年間
送金額

＞＞
Ｂ　組合員以外の

年間送金（負担）額
被扶養者自身の

年間収入（見込）額
※送金（負担）者が複数いる場
合は個別の金額で判断する。

令和

＝＝
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支部様式第12号関連

＜該当する方の□にレ点を付けてください。＞

　上記の被扶養者について、前回の認定（新規認定、継続認定、または検認時）から、今回の

取消日までの間、収入は、

　全くありません。

　収入はあるが、３か月連続で基準月額（108,334円）を超える月はありません。

（※ 公的年金受給者の場合は、基準月額：15万円。）

申立理由・・・（※ 組合員の意思等による取消の場合は、理由を記入してください。）

　上記のとおり、令和 年 月 日をもって取消します。

上記のとおり申し立てます。

　　 公立学校共済組合沖縄支部長　殿

令和 年 月 日 組合員氏名

（Ｒ6.12月　改）

元号　　3.昭　4.平　5.令

元 年 月 日

取　消　対　象　者　氏　名 生　　年　　月　　日

取 消 に 関 す る 申 立 書　（特別認定用 ）

組合員番号 組　合　員　氏　名
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支部様式第１３号

元

1

2

3

【申請理由欄】
　〇　限度額適用認定証・特定疾病療養受療証・高齢受給者証・限度額適用・標準負担額 減額認定申請書について

１ 紛失のため
２ 損傷のため

　〇　資格確認書　について ※オンライン資格確認を受け取ることができる場合は、交付申請できません。
３ マイナンバーカードを紛失したため
４ マイナンバーカードの更新手続き中のため（電子署名有効期限切れを含む）
５ マイナンバーカードを持っているが、保険証利用登録をしていないため
６ マイナンバーカードを作っていない（または返納した）ため
７ マイナ保険証による受診に第三者の解除が必要なため
８ マイナ保険証の利用登録の解除をしたため
９ 資格確認書を紛失・損傷したため
10 その他（マイナ保険証を利用できない理由を記入）

（ ）
　〇　資格情報のお知らせについて

11 資格情報のお知らせを紛失・損傷したため
12 その他（理由を記入）

（ ）
※資格情報のお知らせは、マイナポータルに登録されている「医療保険の資格情報画面」で代用可能です。
　また、資格確認書を保有している場合は申請不要です。

上記のとおり（再）交付申請します。
なお、紛失の場合は、その証等が不正に使用されたときは、私の責任において処理します。

〒 ―

年 月 日

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日

所属機関又は所属所

所属機関の長

又は所属所長

－ －

１. 給付コード表をご参照ください。

２． 紛失等の場合は悪用される恐れがありますので、警察に届け出ることをお勧めします。

３. 損傷の場合は、その証を添付してください。

（Ｒ6.12月　改）

限度額認定証

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

（再） 交 付 申 請 書

所 属 所 名 組合員氏名 （再） 交 付 を 行 う 証 等　（該当にレ点）

□ 資格確認書 □

特定疾病療養受領証

高齢受給者証

所属所コード 組合員番号 □ 資格情報のお知らせ □

□
限度額適用・標準負担額
減額認定申請書 □

対象者欄
生 年 月 日

続柄
コード

申請理由
元号　3.昭　4.平　5.令 下記理由欄から該当するものを

選択し、番号を記入してください。年 月 日

氏　名

氏　名

氏　名

令和

氏　名

住　所
組合員

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

連 絡 先

令和

職　　名

職　　名
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　　 ≪ 紛失理由 ≫　いつ、どこで、誰が、どのような状態で亡失したか等、詳細に記入してください。 

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

　資格喪失または組合員証等の記載事項等変更の際に、証等を返還するところですが、

上記理由により返還することができないため届出ます。

　なお、紛失した証等が不正に使用された場合は、私の責任において処理します。

年 月 日

　 組合員

- -

（Ｒ6.12月　改）

※「証等」：公立学校共済組合から交付を受けた組合員証、被扶養者証、限度額適用認定証、
　　　　特定疾病療養受療証、高齢受給者証、資格確認書のこと。

１. 対象者が複数人いる場合は、人数分作成してください。

２. 紛失等の場合は悪用される恐れがありますので、警察に届出することをお勧めします。

紛　　失　　届

限度額適用・標準負担額　減額認定申請書

所属所コード 組合員番号

所 属 所 名 組合員氏名

□ 船員組合員被扶養者証 □ 資格確認書

□ 組合員被扶養者証

紛 失 し た 証 等　（該当にレ点）

□ 組合員証 □ 限度額認定証

船員組合員証□ □

□ 特定疾病療養受領証

共済組合受付印

※ この届出は、資格喪失または記載事項等変更の際に、証等の返還ができない方が提出する書類になります。

　　再交付を希望の場合は、「（再）交付申請書」を提出ください。

□

対　象　者　氏　名 続　柄 生　年　月　日

元号　3.昭　4.平　5.令

住　所

氏　名

連絡先

高齢受給者証

元 年 月 日

令和
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支部様式第１６号 所属機関又は所属所受付印

↓「　1　」または「　2　」どちらかの□の中にレ点を記入してください。

□ 　住所変更 □

□ 　氏名変更等 □

□ 　指定口座変更

　

〒 ― 年 月 日

元

上記のとおり申告します。

〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　　名

又は所属所長 氏　　名

連 絡 先 － －

１. この様式の記入方法は裏面をご参照ください。

２. 必要な添付書類については福利厚生事務の手引きをご参照ください。

３. 口座名義が変更となる場合は、銀行等への変更手続き終了後にご提出ください。

（Ｒ6.12月　改）

金 融 機 関 名コード
本・支店
コード指 定 口 座

組 合 員 氏 名
変 更 対 象 者 被 扶 養 者 氏 名

組 合 員 番 号

※氏名変更等に伴う資格確認書の再交付は、マイナ保険証の保有状況等を確認し、マイナ保険証
を利用できない方には、職権で交付します。（申請不要）
　なお、マイナ保険証を利用できる方は、交付対象外です。

変変　　更更　　事事　　項項　　（（変変　　わわ　　っっ　　たた　　所所　　のの　　みみ　　記記　　入入　　しし　　てて　　くく　　だだ　　ささ　　いい。。））

新　住　所
住所変更日  令和

所 属 コ ー ド

変更理由

　組合員本人

　被扶養者

※右欄へ氏名記入

□ 2．個人番号による情報連携を利用しません。

　

共済組合受付印

記 載 事 項 等 変 更 申 告 書

所 属 所 名 □ 1．個人番号による情報連携を利用します。

新

改姓日

氏名

氏      名

変 更 等

旧
フリガナ 性 別 続 柄

氏名

生 年 月 日
元号　3 昭　4 平　5 令

フリガナ 年 月 日

令和 年 月 日

(組合員名義)

令和

令和 組合員
住　所

氏　名

口座番号

本 ・ 支店名
 ※数字は右詰で記入し、左欄の
　  余白は0で埋めてください。
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１１  組組合合員員欄欄
（１） 所属所名 ： 組合員の所属所名を記入してください。

（２） 所属所コード ： 沖縄県給与計算事務の対象である所属所は「給与支払所属コード」を、幼稚園その他の所属所は福利厚生事務の手引きのコード表を

確認のうえ記入してください。

（３） 組合員氏名 ： 住民票に記載のとおり、漢字も正確に記入してください。

（４） 組合員番号 ： 組合員の資格取得時に交付された「資格情報のお知らせ」もしくは「公立学校共済組合　資格確認書」の記号　公立沖の右側に記載さ

れている番号を記入してください。
（５） 変更理由 ： 該当するものにレ点を記入してください。

（６） 個人番号による ： 「1 個人番号による情報連携を利用します。」、「2 個人番号による情報連携を利用しません。」のいずれかにレ点を記入してください。

情報連携 　【個人番号による情報連携とは】

　 個人番号（マイナンバー）による情報連携を利用することを希望した場合、組合員や被扶養者の住所情報等について、公立学校共済

組合から関係機関に情報照会をすることが可能となります。情報連携を利用することで、次の添付書類は省略可能となります。

申告

　【情報連携についての留意事項】

　　

（７） 変更対象者 ： 対象者にレ点を記入してください。

（８） 被扶養者氏名 ： 変更の対象となる被扶養者氏名を記入してください。

２２  変変更更事事項項欄欄  （（変変わわっったた所所ののみみ記記入入ししててくくだだささいい。。））

（１） 新住所 ： 〒 9 9 9 - 9 9 9 9 　住所変更日 R2年4月1日

（２） 氏名変更等 ：
（３） 指定口座 ： 原則、指定金融機関（琉球銀行もしくは沖縄銀行）で登録ください。指定金融機関以外を登録する場合は、当該銀行コードを記入

ください。数字は右詰で記入し、余白は0で埋めてください。

金融機関名 本・ 支店名

0 1 8 7 琉球銀行 0 1 2 〇〇支店 0 9 8 7 6 5 4

（４） 本人申告欄 ： 「 上記のとおり申告します。」と記載された欄について、申告日、組合員住所、組合員氏名を記入してください。

３３  所所属属機機関関のの長長又又はは所所属属所所長長記記入入欄欄
（１） 所属機関又は ： 所属機関又は所属所受付印を押印してください。所属所受付印がない場合は、公立学校共済組合沖縄支部担当者にご相談ください。

所属所受付印
（２） 所属機関の長又は ： 所属機関の長又は所属所長の証明日、所属機関名又は所属所名、職名、氏名、連絡先を記入してください。

所属所長証明欄

４４  添添付付書書類類
記載事項等変更申告書の添付書類については、福利厚生事務の手引きを確認してください。

旧氏名、新氏名について、住民票に記載のとおり、漢字も正確に記入してください。

【【記記載載事事項項等等変変更更申申告告書書記記入入方方法法】】

情報連携が可能な書類

住所変更
氏名変更等

　住民票の写し

・ 情報連携を利用する場合であっても、個人番号（マイナンバー）の報告は不要です。レ点の記入のみで情報連携可能です。

・ 情報連携を利用した場合、照会結果を得るまでに１週間程度の期間を要します。お急ぎの方は紙媒体で書類を提出してください。

・ 情報連携の結果、十分な内容確認ができない場合は、紙媒体での書類提出を求めることがあります。

【例】

住所

住民票の住所を「字」や建物名、部屋番号等を省略せず正確に記入してください。

なお、国内居住要件の例外に該当する場合は、住所欄に郵便番号「999-9999」、
　（国内居住要件の例外に該当）　アメリカ

「国内居住要件の例外に該当」、「国名」を記載してください。（右記参照）

コード
本・支店
コード

 ※数字は右詰で記入し、左欄の

　 余白は0で埋めてください。

口座番号
【例】

指定口座
（組合員名義）
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支部様式第１４号

才

〒 － 【電話番号： 】

　転居予定日　　（　　　年　　　月　　　日）　

　納付書の送付先（　旧住所　・　新住所　）〇で囲んでください。

　□ 　発行が必要　　　※マイナ保険証利用可能な方は発行対象外です。
（以下の理由に該当する場合に限り交付します）
(1)マイナンバーカードを取得していない、または返納したため

(2)マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない、または利用登録を解除

したため

(3)マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要があるため

(4)マイナンバーカードの電子証明書の有効期限が切れた、または紛失・更新中のため

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 〒 －

住所
申出者

氏名

－ － 】

１． 組合員期間は、勤務年数の期間を記入してください。

２． 退職して翌月以降に住所を変更される場合は記載事項等変更申告書を提出ください。

３． 退職前に認定されていた被扶養者は引き継がれますが、認定の継続を希望しない場合は、

「任意継続組合員申出時の被扶養者取消確認書」を提出してください。

４． 認定を継続する場合は、被扶養者の要件を満たしているか確認してください。

継続認定の方は、年に１度被扶養者の要件を満たしているかの確認「検認」を行います。

※　申出日は、退職日以降の日付となります。
（Ｒ6.12月 改）

所属機関又は所属所受付印

任任 意意 継継 続続 組組 合合 員員 申申 出出 書書

退職時の所属所名 退 職 時 の 組 合 員
記 号 番 号

氏　　　　　　　名 性　別 生　年　月　日
所 属 所 コ ー ド

退　職　年　月　日 組合員期間 退職時の満年齢 　　　　退　職　時　の　標　準　報　酬　の　月　額

公　　　立　　　沖 男 元号 年 月 日

女 昭・平

資格確認書
発行要否

　　標準報酬の等級：第（　　　　　　　　　　　　）級
令和

　　　円

退職日以降
住所変更のある方 新住所

※申出時に転居予定がある場合に記入してください。
（任意継続加入後に転居の場合は、「記載事項等変更申告書」の提出が必要です）

年号 年 月 日 年 月

掛金納付方法
１．　１年分前納 ２．　半年分前納 ３．　毎月納付

（いずれかに○すること）

備　　　　　考

 地方公務員等共済組合法第１４４条の２第１項の規定により、任意継続組合員となることを

希望するので申し出ます。

令和

【電話番号： 

共済組合受付印

支部様式第１4号関係

※任意継続の加入申出をする組合員に被扶養者がいる場合は必ず提出してください。

１．継続認定について

　　現在、認定を受けている被扶養者について、継続認定を希望する場合は「継続認定」

　　にレ点を記入し、対象の被扶養者情報を記入してください。

※年に１度被扶養者の要件を満たしているを確認するため、「検認」を行います。

２．取消しについて

　　扶養替えや就職等により認定の継続を希望しない場合は、「取消」にレ点を記入し、

対象の被扶養者情報を記入してください。（処理後に喪失証明書を交付します。）

□には該当するものにレ点を記入してください。

元

〒 ―

（継続認定の場合のみ記入） マイナ保険証利用可能な方は発行対象外です。

元

〒 ―

（継続認定の場合のみ記入） マイナ保険証利用可能な方は発行対象外です。

元

〒 ―

（継続認定の場合のみ記入） マイナ保険証利用可能な方は発行対象外です。

上記のとおり申告します。

　　公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 　　組合員番号　　公共沖

（組合員） 〒 ―

住　所

氏　名

※※　　資資格格確確認認書書発発行行理理由由（（以以下下のの理理由由にに該該当当すするる場場合合にに限限りり交交付付ししまますす。。））

(1)　マイナンバーカードを取得していない、または返納したため

(2)　マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない、または利用登録を
解除したため

(3)　マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要が
あるため

(4)　マイナンバーカードの電子証明書の有効期限が切れた、または紛失・更新中のため

資格確認書発行の要否： □　発行が必要　（様式下欄の※の理由に該当する場合にチェックを入れてください。）

共済組合受付印

月 日

氏名 2.女

住　所
　＜同居　・　別居＞　（どちらかに〇をつけてください。）

（組合員と別居の場合に記入）

資格確認書発行の要否： □　発行が必要　（様式下欄の※の理由に該当する場合にチェックを入れてください。）

□□
継継
続続
認認
定定
　　

□□
取取
消消

対対
象象
者者

氏名（フリガナは左詰、姓と名は１字あける） 生 年 月 日 性別 続柄 認定区分

フリガナ
　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令

1.男
2.特別

年

月 日

氏名 2.女

住　所
　＜同居　・　別居＞　（どちらかに〇をつけてください。）

（組合員と別居の場合に記入）

資格確認書発行の要否： □　発行が必要　（様式下欄の※の理由に該当する場合にチェックを入れてください。）

□□
継継
続続
認認
定定
　　

□□
取取
消消

対対
象象
者者

氏名（フリガナは左詰、姓と名は１字あける） 生 年 月 日 性別 続柄 認定区分

フリガナ
　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令

1.男
2.特別

年

月 日

氏名 2.女

住　所
　＜同居　・　別居＞　（どちらかに〇をつけてください。）

（組合員と別居の場合に記入）

所属機関又は所属所受付印

任任意意継継続続組組合合員員申申出出時時のの被被扶扶養養者者継継続続認認定定（（取取消消））確確認認書書

継継　　続続　　認認　　定定　　（（取取　　消消））　　をを　　受受　　けけ　　よよ　　うう　　とと　　すす　　るる　　者者

□□
継継
続続
認認
定定
　　

□□
取取
消消

対対
象象
者者

氏名（フリガナは左詰、姓と名は１字あける） 生 年 月 日 性別 続柄 認定区分

フリガナ
　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令

1.男
2.特別

年
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支部様式第１4号関係

※任意継続の加入申出をする組合員に被扶養者がいる場合は必ず提出してください。

１．継続認定について

　　現在、認定を受けている被扶養者について、継続認定を希望する場合は「継続認定」

　　にレ点を記入し、対象の被扶養者情報を記入してください。

※年に１度被扶養者の要件を満たしているを確認するため、「検認」を行います。

２．取消しについて

　　扶養替えや就職等により認定の継続を希望しない場合は、「取消」にレ点を記入し、

対象の被扶養者情報を記入してください。（処理後に喪失証明書を交付します。）

□には該当するものにレ点を記入してください。

元

〒 ―

（継続認定の場合のみ記入） マイナ保険証利用可能な方は発行対象外です。

元

〒 ―

（継続認定の場合のみ記入） マイナ保険証利用可能な方は発行対象外です。

元

〒 ―

（継続認定の場合のみ記入） マイナ保険証利用可能な方は発行対象外です。

上記のとおり申告します。

　　公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 　　組合員番号　　公共沖

（組合員） 〒 ―

住　所

氏　名

※※　　資資格格確確認認書書発発行行理理由由（（以以下下のの理理由由にに該該当当すするる場場合合にに限限りり交交付付ししまますす。。））

(1)　マイナンバーカードを取得していない、または返納したため

(2)　マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない、または利用登録を
解除したため

(3)　マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要が
あるため

(4)　マイナンバーカードの電子証明書の有効期限が切れた、または紛失・更新中のため

資格確認書発行の要否： □　発行が必要　（様式下欄の※の理由に該当する場合にチェックを入れてください。）

共済組合受付印

月 日

氏名 2.女

住　所
　＜同居　・　別居＞　（どちらかに〇をつけてください。）

（組合員と別居の場合に記入）

資格確認書発行の要否： □　発行が必要　（様式下欄の※の理由に該当する場合にチェックを入れてください。）

□□
継継
続続
認認
定定
　　

□□
取取
消消

対対
象象
者者

氏名（フリガナは左詰、姓と名は１字あける） 生 年 月 日 性別 続柄 認定区分

フリガナ
　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令

1.男
2.特別

年

月 日

氏名 2.女

住　所
　＜同居　・　別居＞　（どちらかに〇をつけてください。）

（組合員と別居の場合に記入）

資格確認書発行の要否： □　発行が必要　（様式下欄の※の理由に該当する場合にチェックを入れてください。）

□□
継継
続続
認認
定定
　　

□□
取取
消消

対対
象象
者者

氏名（フリガナは左詰、姓と名は１字あける） 生 年 月 日 性別 続柄 認定区分

フリガナ
　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令

1.男
2.特別

年

月 日

氏名 2.女

住　所
　＜同居　・　別居＞　（どちらかに〇をつけてください。）

（組合員と別居の場合に記入）

所属機関又は所属所受付印

任任意意継継続続組組合合員員申申出出時時のの被被扶扶養養者者継継続続認認定定（（取取消消））確確認認書書

継継　　続続　　認認　　定定　　（（取取　　消消））　　をを　　受受　　けけ　　よよ　　うう　　とと　　すす　　るる　　者者

□□
継継
続続
認認
定定
　　

□□
取取
消消

対対
象象
者者

氏名（フリガナは左詰、姓と名は１字あける） 生 年 月 日 性別 続柄 認定区分

フリガナ
　元号　　　3.昭　　4.平　　5.令

1.男
2.特別

年
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支部様式第１５号

号

「1」または「2」どちらかの□の中にレ点を記入してください。

任意継続組合員でなくなることを申し出ます。

公立学校共済組合沖縄支部長 殿

年 月 日

－

申出者

－ －

１１．． 喪喪失失後後はは、、公公立立学学校校共共済済組組合合かからら交交付付をを受受けけたた証証等等をを速速ややかかにに送送付付（（返返却却））ししててくくだだささいい。。
２２．． 共共済済組組合合のの組組合合員員又又はは健健康康保保険険のの被被保保険険者者ととななっったた場場合合、、就就職職証証明明書書又又はは健健康康保保険険のの適適用用日日がが

わわかかるるもものののの写写ししをを添添付付ししててくくだだささいい。。

３． 個人番号を利用した情報連携により、医療保険資格情報に係る書類の添付が省略できます。ただし通常の処理

期間に加えて1週間程度の期間を要します。

（Ｒ6.12月 改）

1.個人番号による情報連携を利用します。

2.個人番号による情報連携を利用しません。

地方公務員等共済組合法第１４４条の２第５項の規定による、下記の理由により

記

共済組合受付印

任任 意意 継継 続続 組組 合合 員員 資資 格格 喪喪 失失 申申 出出 書書

任意継続組合員記号番号 公　立　沖

令和

〒　

住 所

氏 名

電 話 番 号

理 由
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支部様式第１８号

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

上記のとおり申請します。

〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　　名

又は所属所長 氏　　名

連 絡 先 － －

１． 所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

【添付書類】次のいずれかを添付してください。

〇 組合員の市町村民税非課税証明書又は所得証明書（組合員及び被扶養者が共に市町村民税非課税に該当する場合は、

全員分の提出が必要です。）

　※４月から７月診療分については前年度の証明が、８月から翌年３月診療分については当年度の証明が必要 となります。

〇 個人番号による情報連携を利用することを希望の場合、「同意書（情報連携）」を添付してください。

（この場合、所得証明書（市町村民税非課税証明書）の添付は不要ですが、照会結果を得るまでに一定期間を要します。）

住 所

まで月 日 から 令和

から

組 合 員

組 合 員 番 号

生 年 月 日 昭 ・ 平 ・ 令

所属機関又は所属所受付印

限 度 額 適 用 ・ 標 準 負 担 額 減額認定申請書

共済組合受付印

令和 年

減額対象者

日

氏 名 生 年 月 日 昭 ・ 平 ・ 令

入 院 （ 通 院 ） 予 定 期 間 年 月

②

申請日の前１年間の入院期間
から令和

令和

長期入院　（91日以上） 該　当　　　　　・　　　　　非　該　当

①

申請日の前１年間の入院期間 日　　間
まで

入院した保険医療機関等
名 称

所 在 地

令和

令和

令和

日　　間
まで

入院した保険医療機関等
名 称

所 在 地

令和 組合員
住　所

氏　名

氏 名

（Ｒ6.12月　改）
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支部様式第１９号

※

－ －

上記のとおり申請します。

〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　　名

又は所属所長 氏　　名

連 絡 先 － －

１． ※欄は記入しないでください。

２． 所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

３． 「マイナ保険証」を利用すれば、申請は不要です。利用方法等については、受診されている医療機関等にご確認

ください。

（Ｒ6.12月　改）

令和

令和 住　所
組合員

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

公立学校共済組合限度額適用認定申請書

所 属 所 名 組 合 員 氏 名
備　考

日

所属所コード 組合員番号

生 年 月 日 昭和　　・　　平成　　・　令和 年 月

申請の日の属する月の標準報酬月額 円（掛金の基礎となる標準報酬月額）
判
定

適 用 対 象 者 氏 名
続柄
コード

日

入 院 （ 通 院 ） 予 定 期 間 令 和 年 月

生 年 月 日 昭和　　・　　平成　　・　令和 年 月

から 令 和 年 月 日 まで

医 療 機 関 名
Ｔｅｌ

日

氏　名
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〒 －

②

〒 －

-

※同居の場合も住民票の住所を記入してください。

⑮

⑰

〒 -

　 組合員番号

理由

⑱

海外特例要件に
該当した日

理由

9. 令和

年 月

9. 令和

年 ⑯

902 8501

第３号被保険者関係届

②

生年月日

④
基礎年金番号

[個人番号]
⑤

月 日 ③

　1.国内転入（令和　　　年　　　月　　　日）
　2.その他（　　　　　  　　　  　　　　　）

海外特例要件に
非該当となった日

　那覇市寄宮1丁目2番16号

　公立学校共済組合沖縄支部

　支部長

電　話 ０９８（　　　　８６６　　　　　　）２７２０

日

組合（保険者）番号 34470013

上記のとおり第３号被保険者関係届の届出がありましたので提出します。

届出記載の第３号被保険者は、健康保険組合又は共済組合に加入している者の被扶養者であることを確認する。

認定年月日 令和 年 月 日 （「⑨第３号被保険者になった日」と同じ場合は、記載の必要はありません）

月 日

医医
療療
保保
険険
者者
記記
入入
欄欄

所在地

名　 称

代表者
等氏名

年

※届書の提出は配偶者（第２号被保険者）に委任します□

（氏 名）

⑬
　1. 死亡 （令和　　　　年　　　　月　　　　日）
　2. 離婚  3. 収入増加　6. その他（　　　　　　　）

理由

　　健健康康保保険険証証のの発発行行元元にに確確認認をを受受けけててくくだだささいい。。　　※※届届書書記記載載のの配配偶偶者者がが協協会会けけんんぽぽ加加入入者者のの場場合合はは、、確確認認不不要要でですす。。

7. 平成
9. 令和

　1.留学　　　　 　　4. 海外婚姻
　2.同行家族　　　 5. その他（　　　　　　　　　）
　3.特定活動

③

性別

この届書記載のとおり届出します。

令和　　　　年　　　　月　　　　日　　　
1.夫　3.夫（未届）
2.妻　4.妻（未届）

5. 昭和
7. 平成
9. 令和

性別
（続柄）

日本年金機構理事長あて

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

年 月

日本年金機構

氏名

事業所
所在地

④

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

　氏　名　等

社会保険労務士記載欄

事業所
名 　称

事業主
氏　 名

電話番号

届出記入の個人番号（基礎年金番号）に誤りがないことを確認しました。

4 3 0 0

事業主等
受付年月日

国民年金
様式コード

令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日提出

提提
出出
者者
情情
報報

（　　　　　　　　）

5. 昭和
7. 平成
9. 令和

1.男性　2.女性

年

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

個人番号を記入した場合は、住所記載は不要です。

基礎年金番号
[個人番号]

日

 生年月日

①

⑫

第3号被保険者
でなくなった日

住所

第3号被保険者
になった日

⑨

⑪

⑦

1. 同居
・

2. 別居

配偶者の
加入制度

住所

⑤

①

⑧

電話
番号

1.自宅 　2.携帯　 3.勤務先 　4.その他

⑭

備　考

年 月 日

　31.厚生年金保険・健康保険   36.地方公務員等共済組合　　　　     30.厚生年金保険・船員保険
　32.国家公務員共済組合     　 37.日本私立学校振興・共済事業団

（　　　　　　）

※海外居住者は国内協力者住所を記入してください。なお、協力者が親族の場合は協力者氏名及び続柄を⑭備考に記入してください。

〒

理由
　1. 配偶者の就職　　4. 収入減少
　2. 婚姻　　　　　　　　5. その他
　3. 離職　　　　　　　　 （                       ）

7. 平成
9. 令和

月

　　　　届届出出内内容容にに応応じじてて、、該該当当・・非非該該当当（（変変更更））ののいいずずれれかかをを○○でで囲囲みみ、、記記入入ししててくくだだささいい。。

氏名

⑥ （ﾌﾘｶﾞﾅ）

外国人
通称名

外国籍

日 ⑩

㊞

都道

府県

（第
２
号
被
保
険

者
）

第
３
号
被
保
険
者
欄

提
出
者
情
報

医
療
保
険
者
記
入
欄

Ｂ.

Ａ.

該当

非該当
（変更）

2.海外特例
要件非該当

1.海外特例
要件該当

右の⑮～⑱の欄は、

海外へ転出した場合や

海外から転入した場合に

いずれかを〇で囲み、記

入してください。



－ 2-26 －

　　ここのの届届書書はは、、以以下下のの場場合合にに提提出出ししてていいたただだくくももののでですす。。

　　　　・・健健康康保保険険組組合合ままたたはは共共済済組組合合・・国国民民健健康康保保険険組組合合にに加加入入すするる第第２２号号被被保保険険者者のの配配偶偶者者がが国国民民年年金金第第３３号号被被保保険険者者にに該該当当ししたた場場合合

　　　　・・すすででにに健健康康保保険険・・船船員員保保険険のの被被扶扶養養者者ととななっってていいるる配配偶偶者者がが、、2200歳歳到到達達にによよりり国国民民年年金金第第３３号号被被保保険険者者にに該該当当ししたた場場合合

　　　　・・健健康康保保険険のの任任意意継継続続中中ののたためめ、、配配偶偶者者のの健健康康保保険険被被扶扶養養者者ととななららずず、、国国民民年年金金第第３３号号被被保保険険者者ににののみみ該該当当ししたた場場合合

　　　　・・国国民民年年金金第第３３号号被被保保険険者者のの収収入入がが基基準準以以上上にに増増加加ししたたここととにによよっってて扶扶養養かからら外外れれたた場場合合

　　　　・・配配偶偶者者ででああるる第第２２号号被被保保険険者者とと離離婚婚ししたた場場合合

        ・・海海外外居居住住のの方方がが海海外外特特例例要要件件にに該該当当ままたたはは非非該該当当ととななるる場場合合

記記入入方方法法
＜＜ＡＡ..配配偶偶者者欄欄（（第第２２号号被被保保険険者者））＞＞
①氏名　　　　　　　：　氏名は住民票に登録されている氏名を記入してください。フリガナはカタカナで正確に記入してください。
②生年月日　　　　　：　年号は該当する番号を〇で囲んでください。生年月日は右図のように記入してください。
④個人番号　　　　　：　個人番号または基礎年金番号を記入してください。
 [基礎年金番号] 　　　　個人番号または基礎年金番号を記入する場合は、記入する番号を確認した上で記入してください。基礎年金番号を記入する場合は、10桁・
　　　　　　　　　　　　左詰めで記入してください。海外在住や短期在留等により個人番号がない方は、基礎年金番号 (10桁・左詰め)を記入してください。    
⑤住所　　　　　　　：　④「個人番号[基礎年金番号]」欄に個人番号を記入した場合は、住所の記入は不要です。
　　　　　　　　　　　　基礎年金番号を記入した場合は、必ず住民票の住所を記入してください。
＜＜ＢＢ..第第３３号号被被保保険険者者欄欄＞＞　　①①～～④④、、⑦⑦はは必必ずず記記入入ししててくくだだささいい。。ままたた該該当当のの場場合合はは⑨⑨～～⑪⑪をを、、非非該該当当・・変変更更のの場場合合はは⑫⑫～～⑬⑬をを記記入入ししててくくだだささいい。。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海海外外特特例例要要件件該該当当のの場場合合はは⑮⑮～～⑯⑯をを、、海海外外特特例例要要件件非非該該当当のの場場合合はは⑰⑰～～⑱⑱をを記記入入ししててくくだだささいい。。
①氏名　　　　　　　：　氏名は、住民票に登録されている氏名をご記入ください。
　　　　　　　　　　　　日付は、この届書を配偶者（第２号被保険者）を通じて事業主に提出する日付をご記入ください。
　　　　　　　　　　　　※20歳未満または60歳以上の方は、第３号被保険者に該当しませんので、ご注意ください。　　　　　　　　　　　　
③性別(続柄)        ：　該当する番号を〇で囲んでください。内縁関係にある場合は、「3. 夫(未届)」「4. 妻(未届)」のいずれかを○で囲んでください。
④個人番号　　　　　：　個人番号または基礎年金番号を記入してください。
 [基礎年金番号] 　  　　個人番号または基礎年金番号を記入する場合は、記入する番号を確認した上で記入してください。基礎年金番号を記入する場合は、10桁・
　　　　　　　　　　　　左詰めで記入してください。海外在住や短期在留等により個人番号がない方は、基礎年金番号 (10桁・左詰め)を記入してください。
　　　　　　　　　　　　なお、「死亡」により第３号被保険者でなくなった場合は、基礎年金番号を記入してください。　　
⑥外国人通称名　　　：　郵送物の宛名等について、通称名での登録を希望する場合は住民票に登録された通称名を記入してください。
　　　　　　　　　　　　フリガナはカタカナで正確に記入してください。
⑦住所　　　　　　　：　配偶者（第２号被保険者）と同居または別居のいずれかを〇で囲んだ上で、住民票の住所を記入してください。
                        ※住民票の住所と別の住所に通知書の送付を希望する場合、「国民年金第３号被保険者住所変更届」に別送先を記入して本届書とあわせて
　　　　　　　　　　　　提出してください。
　　　　　　　　　　　　※海外居住者については、郵送物が届く国内における協力者住所（親族、第２号被保険者の勤務先住所等）を方書も含めて記入してくだ
　　　　　　　　　　　　さい。なお、⑭「備考」欄には、第３号被保険者の海外住所を記入し、国内協力者が親族の場合は国内協力者の氏名および第３号被保険者
　　　　　　　　　　　　との続柄を図＜例１＞のように記入してください。
⑨第３号被保険者　　：　第３号被保険者に該当した日を記入してください。20歳到達により第３号被保険者に該当した場合は、20歳になる誕生日の前日を記入して
　になった日　　　　　　ください。
⑫第３号被保険者　　：　死亡の届出の場合は死亡日の翌日を、それ以外の場合は非該当になった日を記入してください。死亡の届出の場合、①「氏名」欄に第３号
　でなくなった日　　　　被保険者の氏名を記入し、⑭「備考」欄に届出者（第２号被保険者）の氏名を記入してください。
　　　　　　　　　　　　※海外居住中、海外特例要件に該当しなくなったときや離婚等により被扶養配偶者でなくなったときなどには第３号被保険者ではなくなり
　　　　　　　　　　　　ますので、⑫「第３号被保険者でなくなった日」欄および⑬「理由」欄（「6.その他」に理由）を記入してください。
⑭備考　　　　　　　：　第３号被保険者等の氏名・生年月日・性別に変更（訂正）がある場合は、非該当（変更）を○で囲んでください。
　　　　　　　　　　　　変更（訂正）前の情報と変更年月日は図＜例２＞のように記入してください。
　　　　　　　　　　　　なお、個人番号をお持ちの方は氏名および生年月日の変更の届出は不要です。
⑮海外特例要件　　　：　海外居住者が海外特例要件に該当した日を記入してください。
　に該当した日　
⑰海外特例要件　　　：　海外居住の第３号被保険者が、海外から転入して引き続き第２号被保険者である配偶者に生計を維持されているときなどには、海外特例
　に非該当となった日　　要件に該当しなくなったことの届出が必要です。海外から国内に転入したときは転入日（日本に住所を有することになった日）を記入して
　　　　　　　　　　　　ください。なお、海外居住中に海外特例要件に該当しなくなったときは、⑫「第３号被保険者でなくなった日」欄に記入してください。
＜＜医医療療保保険険者者記記入入欄欄＞＞　
認定年月日　　　　　：　扶養認定日が⑨「第３号被保険者になった日」と相違する場合のみ記入してください。

個個人人番番号号（（ママイイナナンンババーー））にによよりり届届出出すするる際際のの本本人人確確認認

・この届出では、国民年金第３号被保険者にかかる資格取得･種別変更･種別確認(３号該当)･資格喪失･死亡の届出、氏名･生年月日･

　性別の変更(訂正)の届出、被扶養配偶者非該当、海外特例要件該当・非該当の届出をすることができます。

・次の場合は別様式での届出となりますので、ご注意ください。

　全国健康保険協会管掌の健康保険の届出を同時に行う場合→『健康保険被扶養者（異動）届・国民年金第３号被保険者関係届』

・第３号被保険者が事業主（船舶所有者）・共済組合に届書を提出するときは、事業主（船舶所有者）・共済組合において、マイナンバーが本人のものであることの確認と　
　届書の提出を行う者が正当な番号の持ち主であることの確認を行う必要があるため、マイナンバーカード（個人番号カード）を届書に添付してください※１。なお、郵送で　
　届書を提出する場合は、マイナンバーカードの表・裏両面のコピーを添付してください。
・配偶者（第２号被保険者）が第３号被保険者の代理人として届書を事業主（船舶所有者）・共済組合に提出するときは、第３号被保険者のマイナンバーカードの裏面の　　
　コピーまたはマイナンバーが確認できる書類のコピー、および代理権の確認ができる委任状※２を添付してください。
　※１：マイナンバーカードをお持ちでない方は、以下の①および②の書類を添付してください。
　　　① マイナンバーが確認できる書類：個人番号の表示がある住民票の写し、通知カード（氏名、住所等が住民票の記載と一致する場合に限る）
  　　② 身元（実存）確認書類　　　　：運転免許証、パスポート、在留カードなど
　※２：Ｂ.第３号被保険者欄①氏名欄の「※届書の提出は配偶者（第２号被保険者）に委任します□」の□に✔を付すことにより、委任状の添付を省略することができます。
　※事業主（船舶所有者）・共済組合において本人確認を行った後の確認書類は、届書に添付して日本年金機構に提出する必要はありません。

⑭ 変更前氏名
コクネン　サンコ
国年　三子
変更年月日
令和元年６月１日

備  
考

⑭ 海外住所：〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇
国内協力者：国年　
一郎（父）

備  
考

＜例１＞

＜例２＞

※提出日からさかのぼって90日以内に発行されたものであること。

・以下の続柄に該当する場合は添付してください。

添付書類
　・医療保険者の扶養認定がされていない場合は、以下の添付書類が必要です。

※「所得税法の規定による控除対象配偶者・扶養親族」で事業主の証明がある方は、原則として添付書類の添付は不要です。（個別のケースによっては、提出をお願いする場合があります。）
※障害年金、遺族年金、傷病手当金、失業給付等非課税対象の収入がある場合は、受取金額の確認ができる通知書等のコピーが別途必要です。
※医療保険者の扶養認定がされていない場合で「海外特例要件」に該当するときは、上記書類にあわせて海外特例要件に該当していることを証する書類の添付が必要です。
　 詳細は、日本年金機構ホームページでご確認ください。

内縁関係にある両人の戸籍謄（抄）本、
被保険者世帯全員の住民票の写し等

配偶者と内縁関係にある場合
  退職証明書または雇用保険被保険者離職票のコピー

  雇用保険受給資格者証のコピー

  現在の年金受給額がわかる年金額の改定通知書等のコピー

  直近の確定申告書のコピー

  イ～エに応じた書類および課税（非課税）証明書

  課税（非課税）証明書

ア. 退職により収入要件を満たす場合

イ. 失業給付受給中、または受給終了で収入要件を満たす場合

ウ. 年金受給中の場合

エ. 自営（農業等含む）による収入、不動産収入等がある場合

オ. 上記イ～エ以外に他の収入がある場合

カ. 上記ア～オ以外

海外居住の第３号被保険者の方へ
　海外居住時の海外特例要件に該当する第３号被保険者の方は、海外居住中、［海外特例要件に該当しなくなったとき］［配偶者である第２号被保険者が資格喪失をしたとき］
　［当該第２号被保険者に生計を維持されなくなったとき］などには、第３号被保険者の資格喪失の届出が必要です（なお、資格喪失後も引き続き海外居住する場合、20歳以上
　65歳未満の日本国籍を有する方は国民年金に任意加入が可能です）。また、日本に住所を有したときや海外特例要件の事由を変更したときにも届出が必要です。
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（（記記入入例例））配配偶偶者者をを扶扶養養にに入入れれるる場場合合

〒 －

②

〒 －

ココウウネネンン　　ハハナナココ

-

※同居の場合も住民票の住所を記入してください。

⑮

⑰

〒 -

様式コード
国民年金 第３号被保険者関係届

4 3 0 0

令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日提出

提提
出出
者者
情情
報報

届出記入の個人番号（基礎年金番号）に誤りがないことを確認しました。

日本年金機構

事業所
所在地

電話番号 　　　　　　　　　　　 （　　　　　　　） 　氏　名　等

事業主等
受付年月日

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

　 組合員証番号
事業所
名 　称

665544112233

事業主
氏　 名

社会保険労務士記載欄

日 ③

1.男性　2.女性

氏名

44 99 00 55 22 44

5. 昭和
7. 平成
9. 令和

年 月①
（ﾌﾘｶﾞﾅ）　　　　ココウウネネンン タタロロウウ

 生年月日
性別

厚厚年年 太太郎郎
99

④
11 22 33 44

那那覇覇市市首首里里金金城城町町11--22--33

基礎年金番号
[個人番号]

⑤
個人番号を記入した場合は、住所記載は不要です。 （フリガナ）　ナナハハシシシシュュリリキキンンジジョョウウチチョョウウ

住所
990033 881155

沖沖縄縄

55 66 77 88 00

1.夫　3.夫（未届）
2.妻　4.妻（未届）

氏名

令和　　22　　年　　44　　月　　33　　日 生年月日
55 00

　　　　届届出出内内容容にに応応じじてて、、該該当当・・非非該該当当（（変変更更））ののいいずずれれかかをを○○でで囲囲みみ、、記記入入ししててくくだだささいい。。

① この届書記載のとおり届出します。 ②
5. 昭和
7. 平成
9. 令和

年

11 00 11 22 性別
（続柄）

日本年金機構理事長あて

月 日 ③

（氏 名） 基礎年金番号
[個人番号]厚厚年年　　花花子子

⑤ ⑥ （ﾌﾘｶﾞﾅ）

※届書の提出は配偶者（第２号被保険者）に委任します□

66 55 44 33 22 11
（ﾌﾘｶﾞﾅ） ④

00 99 88

⑦

1. 同居
・

2. 別居

〒 990000 881155

⑨
7. 平成
9. 令和

年

　31.厚生年金保険・健康保険   36.地方公務員等共済組合　　　　     30.厚生年金保険・船員保険
　32.国家公務員共済組合     　 37.日本私立学校振興・共済事業団

⑧

住所
電話
番号

※海外居住者は国内協力者住所を記入してください。なお、協力者が親族の場合は協力者氏名及び続柄を⑭備考に記入してください。

日 ⑩
　1. 配偶者の就職　　4. 収入減少
　2. 婚姻　　　　　　　　5. その他
　3. 離職　　　　　　　　 （                       ）

配偶者の
加入制度

理由

⑭

77

外国籍 外国人
通称名

1.自宅 　2.携帯　 3.勤務先 　4.その他

009988（　〇〇〇〇〇〇　）○○○○○○○○

備　考

⑫
7. 平成
9. 令和

年 月

⑪

日 ⑬
　1. 死亡 （令和　　　　年　　　　月　　　　日）
　2. 離婚  3. 収入増加　6. その他（　　　　　　　）

日 ⑯
　1.留学　　　　 　　4. 海外婚姻
　2.同行家族　　　 5. その他（　　　　　　　　　）
　3.特定活動

第3号被保険者
でなくなった日

第3号被保険者
になった日 00 22 00 44 00 11

理由

月

海外特例要件に
該当した日

理由

9. 令和

年 月 日 ⑱

9. 令和

年 月

届出記載の第３号被保険者は、健康保険組合又は共済組合に加入している者の被扶養者であることを確認する。

認定年月日 令和

　1.国内転入（令和　　　年　　　月　　　日）
　2.その他（　　　　　  　　　  　　　　　）

海外特例要件に
非該当となった日

理由

代表者
等氏名

　支部長

電　話 ０９８（　　　　８６６　　　　　　）２７２０

那那覇覇市市首首里里金金城城町町11--22--33

所在地 902 8501

　那覇市寄宮1丁目2番16号

名　 称
　公立学校共済組合沖縄支部

年 月 日 （「⑨第３号被保険者になった日」と同じ場合は、記載の必要はありません）

　　健健康康保保険険証証のの発発行行元元にに確確認認をを受受けけててくくだだささいい。。　　※※届届書書記記載載のの配配偶偶者者がが協協会会けけんんぽぽ加加入入者者のの場場合合はは、、確確認認不不要要でですす。。

医医
療療
保保
険険
者者
記記
入入
欄欄

組合（保険者）番号 34470013

上記のとおり第３号被保険者関係届の届出がありましたので提出します。

㊞

都道

府県

（第
２
号
被
保
険

者
）

第
３
号
被
保
険
者
欄

提
出
者
情
報

医
療
保
険
者
記
入
欄

Ｂ.

Ａ.

該当

非該当
（変更）

2.海外特例
要件非該当

1.海外特例
要件該当

右の⑮～⑱の欄は、

海外へ転出した場合や

海外から転入した場合に

いずれかを〇で囲み、記

入してください。

基基礎礎年年金金番番号号を記入してください。

基基礎礎年年金金番番号号を記入してください。

一一般般組組合合員員はは空空欄欄でで提提出出。。

短短期期組組合合員員はは厚厚生生年年金金のの適適用用事事業業所所をを記記入入。
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（（記記入入例例））配配偶偶者者をを扶扶養養にに入入れれるる
かかつつ海海外外特特例例にに該該当当すするる場場合合

〒 －

②

〒 －

ココウウネネンン　　ハハナナココ

-

※同居の場合も住民票の住所を記入してください。

⑮

⑰

〒 -

日 （「⑨第３号被保険者になった日」と同じ場合は、記載の必要はありません）

　1.国内転入（令和　　　年　　　月　　　日）
　2.その他（　　　　　  　　　  　　　　　）

海外特例要件に
非該当となった日

理由

　　健健康康保保険険証証のの発発行行元元にに確確認認をを受受けけててくくだだささいい。。　　※※届届書書記記載載のの配配偶偶者者がが協協会会けけんんぽぽ加加入入者者のの場場合合はは、、確確認認不不要要でですす。。

医医
療療
保保
険険
者者
記記
入入
欄欄

組合（保険者）番号 34470013

上記のとおり第３号被保険者関係届の届出がありましたので提出します。

届出記載の第３号被保険者は、健康保険組合又は共済組合に加入している者の被扶養者であることを確認する。

認定年月日 令和

代表者
等氏名

　支部長

電　話 ０９８（　　　　８６６　　　　　　）２７２０

所在地 902 8501

　那覇市寄宮1丁目2番16号

名　 称
　公立学校共済組合沖縄支部

年 月

00 44 00 11
理由

9. 令和

年 月 日 ⑱

9. 令和

年 月 日 ⑯
　1.留学　　　　 　　4. 海外婚姻
　2.同行家族　　　 5. その他（　　　　　　　　　）
　3.特定活動

海海外外住住所所：：〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

国国内内協協力力者者：：
厚厚年年　　一一郎郎（（父父））

第3号被保険者
になった日 00 22 00 44 00 11

理由

⑪

月 日 ⑩
　1. 配偶者の就職　　4. 収入減少
　2. 婚姻　　　　　　　　5. その他
　3. 離職　　　　　　　　 （                       ）

⑭

第3号被保険者
でなくなった日

海外特例要件に
該当した日 00 22

備　考

※海外居住者は国内協力者住所を記入してください。なお、協力者が親族の場合は協力者氏名及び続柄を⑭備考に記入してください。

⑫
7. 平成
9. 令和

年 月

配偶者の
加入制度

理由

日 ⑬
　1. 死亡 （令和　　　　年　　　　月　　　　日）
　2. 離婚  3. 収入増加　6. その他（　　　　　　　）

77

外国籍 外国人
通称名

⑦

1. 同居
・

2. 別居

〒 990055 111111

⑨
7. 平成
9. 令和

年

　31.厚生年金保険・健康保険   36.地方公務員等共済組合　　　　     30.厚生年金保険・船員保険
　32.国家公務員共済組合     　 37.日本私立学校振興・共済事業団

⑧
1.自宅 　2.携帯　 3.勤務先 　4.その他

住所
名名護護市市大大南南11--22--33　　　　厚厚年年　　一一郎郎　　様様方方 電話

番号
009988（　〇〇〇〇〇〇　）○○○○○○○○

日 ③

（氏 名） 基礎年金番号
[個人番号]厚厚年年　　花花子子

⑤ ⑥ （ﾌﾘｶﾞﾅ）

※届書の提出は配偶者（第２号被保険者）に委任します□

66 55 44 33 22 11
（ﾌﾘｶﾞﾅ） ④

00 99 88

00

1.夫　3.夫（未届）
2.妻　4.妻（未届）

氏名

令和　　22　　年　　44　　月　　33　　日 生年月日
55 00

　　　　届届出出内内容容にに応応じじてて、、該該当当・・非非該該当当（（変変更更））ののいいずずれれかかをを○○でで囲囲みみ、、記記入入ししててくくだだささいい。。

① この届書記載のとおり届出します。 ②
5. 昭和
7. 平成
9. 令和

年

11 00 11 22 性別
（続柄）

日本年金機構理事長あて

月

④
11 22 33 44

那那覇覇市市首首里里金金城城町町11--22--33

基礎年金番号
[個人番号]

⑤
個人番号を記入した場合は、住所記載は不要です。 （フリガナ）　ナナハハシシシシュュリリキキンンジジョョウウチチョョウウ

住所
990033 881155

沖沖縄縄

55 66 77 88

日 ③

1.男性　2.女性

氏名

44 99 00 55 22 44

5. 昭和
7. 平成
9. 令和

年 月①
（ﾌﾘｶﾞﾅ）　　　　ココウウネネンン タタロロウウ

 生年月日
性別

厚厚年年 太太郎郎
99

提提
出出
者者
情情
報報

届出記入の個人番号（基礎年金番号）に誤りがないことを確認しました。

日本年金機構

事業所
所在地

電話番号 　　　　　　　　　　　 （　　　　　　　） 　氏　名　等

事業主等
受付年月日

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

　 組合員証番号
事業所
名 　称

665544112233

事業主
氏　 名

社会保険労務士記載欄

様式コード
国民年金 第３号被保険者関係届

4 3 0 0

令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日提出

㊞

都道

府県

（第
２
号
被
保
険

者
）

第
３
号
被
保
険
者
欄

提
出
者
情
報

医
療
保
険
者
記
入
欄

Ｂ.

Ａ.

該当

非該当
（変更）

2.海外特例
要件非該当

1.海外特例
要件該当

右の⑮～⑱の欄は、

海外へ転出した場合や

海外から転入した場合に

いずれかを〇で囲み、記

入してください。

基基礎礎年年金金番番号号を記入してください。

基基礎礎年年金金番番号号を記入してください。

国国内内協協力力者者住住所所の記入。
※通知等の郵送物があるため、国内協力者として、親族もしくは第2
号被保険者の事業所を必ず記入してください。

第第3号号被被保保険険者者のの海海

外外住住所所および続柄の

記入、なお国内協力

者住所が親族の場合

は、氏名及び続柄も記

入してください。

該該当当年年月月日日と海海外外特特例例要要件件該該当当日日は同同日日であること。

相違する場合は、それぞれ届出が必要です。

一一般般組組合合員員はは空空欄欄でで提提出出。。

短短期期組組合合員員はは厚厚生生年年金金のの適適用用事事業業所所をを記記入入。



－ 2-29 －

（（記記入入例例））既既にに扶扶養養にに入入っってていいるる方方がが
海海外外特特例例にに該該当当すするる場場合合

〒 －

②

〒 －

ココウウネネンン　　ハハナナココ

-

※同居の場合も住民票の住所を記入してください。

⑮

⑰

〒 -

様式コード
国民年金 第３号被保険者関係届

4 3 0 0

令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日提出

提提
出出
者者
情情
報報

届出記入の個人番号（基礎年金番号）に誤りがないことを確認しました。

日本年金機構

事業所
所在地

電話番号 　　　　　　　　　　　 （　　　　　　　） 　氏　名　等

事業主等
受付年月日

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

　 組合員証番号
事業所
名 　称

665544112233

事業主
氏　 名

社会保険労務士記載欄

日 ③

1.男性　2.女性

氏名

44 99 00 55 22 44

5. 昭和
7. 平成
9. 令和

年 月①
（ﾌﾘｶﾞﾅ）　　　　ココウウネネンン タタロロウウ

 生年月日
性別

厚厚年年 太太郎郎
99

④
11 22 33 44

那那覇覇市市首首里里金金城城町町11--22--33

基礎年金番号
[個人番号]

⑤
個人番号を記入した場合は、住所記載は不要です。 （フリガナ）　ナナハハシシシシュュリリキキンンジジョョウウチチョョウウ

住所
990033 881155

沖沖縄縄

55 66 77 88 00

1.夫　3.夫（未届）
2.妻　4.妻（未届）

氏名

令和　　22　　年　　44　　月　　33　　日 生年月日
55 00

　　　　届届出出内内容容にに応応じじてて、、該該当当・・非非該該当当（（変変更更））ののいいずずれれかかをを○○でで囲囲みみ、、記記入入ししててくくだだささいい。。

① この届書記載のとおり届出します。 ②
5. 昭和
7. 平成
9. 令和

年

11 00 11 22 性別
（続柄）

日本年金機構理事長あて

月 日 ③

（氏 名） 基礎年金番号
[個人番号]厚厚年年　　花花子子

⑤ ⑥ （ﾌﾘｶﾞﾅ）

※届書の提出は配偶者（第２号被保険者）に委任します□

66 55 44 33 22 11
（ﾌﾘｶﾞﾅ） ④

00 99 88 77

外国籍 外国人
通称名

⑦

1. 同居
・

2. 別居

〒 990055 111111

⑨
7. 平成
9. 令和

年

　31.厚生年金保険・健康保険   36.地方公務員等共済組合　　　　     30.厚生年金保険・船員保険
　32.国家公務員共済組合     　 37.日本私立学校振興・共済事業団

⑧
1.自宅 　2.携帯　 3.勤務先 　4.その他

住所
名名護護市市大大南南11--22--33　　　　厚厚年年　　一一郎郎　　様様方方 電話

番号
009988（　〇〇〇〇〇〇　）○○○○○○○○

備　考

※海外居住者は国内協力者住所を記入してください。なお、協力者が親族の場合は協力者氏名及び続柄を⑭備考に記入してください。

⑫
7. 平成
9. 令和

年 月

配偶者の
加入制度

理由

日 ⑬
　1. 死亡 （令和　　　　年　　　　月　　　　日）
　2. 離婚  3. 収入増加　6. その他（　　　　　　　）

　1.留学　　　　 　　4. 海外婚姻
　2.同行家族　　　 5. その他（　　　　　　　　　）
　3.特定活動

海海外外住住所所：：〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

国国内内協協力力者者：：
厚厚年年　　一一郎郎（（父父））

第3号被保険者
になった日

理由

⑪

月 日 ⑩
　1. 配偶者の就職　　4. 収入減少
　2. 婚姻　　　　　　　　5. その他
　3. 離職　　　　　　　　 （                       ）

⑭

第3号被保険者
でなくなった日

海外特例要件に
該当した日 00 22

年 月

00 44 00 11
理由

9. 令和

年 月 日 ⑱

9. 令和

年 月 日 ⑯

電　話 ０９８（　　　　８６６　　　　　　）２７２０

所在地 902 8501

　那覇市寄宮1丁目2番16号

名　 称
　公立学校共済組合沖縄支部

日 （「⑨第３号被保険者になった日」と同じ場合は、記載の必要はありません）

　1.国内転入（令和　　　年　　　月　　　日）
　2.その他（　　　　　  　　　  　　　　　）

海外特例要件に
非該当となった日

理由

　　健健康康保保険険証証のの発発行行元元にに確確認認をを受受けけててくくだだささいい。。　　※※届届書書記記載載のの配配偶偶者者がが協協会会けけんんぽぽ加加入入者者のの場場合合はは、、確確認認不不要要でですす。。

医医
療療
保保
険険
者者
記記
入入
欄欄

組合（保険者）番号 34470013

上記のとおり第３号被保険者関係届の届出がありましたので提出します。

届出記載の第３号被保険者は、健康保険組合又は共済組合に加入している者の被扶養者であることを確認する。

認定年月日 令和

代表者
等氏名

　支部長

㊞

都道

府県

（第
２
号
被
保
険

者
）

第
３
号
被
保
険
者
欄

提
出
者
情
報

医
療
保
険
者
記
入
欄

Ｂ.

Ａ.

該当

非該当
（変更）

2.海外特例
要件非該当

1.海外特例
要件該当

右の⑮～⑱の欄は、

海外へ転出した場合や

海外から転入した場合に

いずれかを〇で囲み、記

入してください。

基基礎礎年年金金番番号号を記入してください。

基基礎礎年年金金番番号号を記入してください。

国国内内協協力力者者住住所所の記入。
※通知等の郵送物があるため、国内協力者として、親族もしくは第2
号被保険者の事業所を必ず記入してください。

第第3号号被被保保険険者者のの海海

外外住住所所および続柄の

記入、なお国内協力

者住所が親族の場合

は、氏名及び続柄も記

入してください。

1.海外特例
要件該当

施施行行日日「「令令和和2年年4月月1日日」」以以降降のの日日付付であること。

一一般般組組合合員員はは空空欄欄でで提提出出。。

短短期期組組合合員員はは厚厚生生年年金金のの適適用用事事業業所所をを記記入入。



－ 2-30 －

（（記記入入例例））海海外外特特例例非非該該当当のの場場合合（（帰帰国国））
※※帰帰国国にによよるる海海外外特特例例要要件件非非該該当当届届はは、、

改改めめてて被被扶扶養養者者ででああるるここととのの確確認認がが必必要要でですす。。

〒 －

②

〒 －

ココウウネネンン　　ハハナナココ

-

※同居の場合も住民票の住所を記入してください。

⑮

⑰

〒 -

様式コード
国民年金 第３号被保険者関係届

4 3 0 0

令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日提出

提提
出出
者者
情情
報報

届出記入の個人番号（基礎年金番号）に誤りがないことを確認しました。

日本年金機構

事業所
所在地

電話番号 　　　　　　　　　　　 （　　　　　　　） 　氏　名　等

事業主等
受付年月日

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

　 組合員証番号
事業所
名 　称

665544112233

事業主
氏　 名

社会保険労務士記載欄

日 ③

1.男性　2.女性

氏名

44 99 00 55 22 44

5. 昭和
7. 平成
9. 令和

年 月①
（ﾌﾘｶﾞﾅ）　　　　ココウウネネンン タタロロウウ

 生年月日
性別

厚厚年年 太太郎郎
99

④
11 22 33 44

那那覇覇市市首首里里金金城城町町11--22--33

基礎年金番号
[個人番号]

⑤
個人番号を記入した場合は、住所記載は不要です。 （フリガナ）　ナナハハシシシシュュリリキキンンジジョョウウチチョョウウ

住所
990033 881155

沖沖縄縄

55 66 77 88 00

1.夫　3.夫（未届）
2.妻　4.妻（未届）

氏名

令和　　22　　年　　66　　月　　11　　日 生年月日
55 00

　　　　届届出出内内容容にに応応じじてて、、該該当当・・非非該該当当（（変変更更））ののいいずずれれかかをを○○でで囲囲みみ、、記記入入ししててくくだだささいい。。

① この届書記載のとおり届出します。 ②
5. 昭和
7. 平成
9. 令和

年

11 00 11 22 性別
（続柄）

日本年金機構理事長あて

月 日 ③

（氏 名） 基礎年金番号
[個人番号]厚厚年年　　花花子子

⑤ ⑥ （ﾌﾘｶﾞﾅ）

※届書の提出は配偶者（第２号被保険者）に委任します□

66 55 44 33 22 11
（ﾌﾘｶﾞﾅ） ④

00 99 88 77

外国籍 外国人
通称名

⑦

1. 同居
・

2. 別居

〒 990000 881155

⑨
7. 平成
9. 令和

年

　31.厚生年金保険・健康保険   36.地方公務員等共済組合　　　　     30.厚生年金保険・船員保険
　32.国家公務員共済組合     　 37.日本私立学校振興・共済事業団

⑧
1.自宅 　2.携帯　 3.勤務先 　4.その他

住所
那那覇覇市市首首里里金金城城町町11--22--33 電話

番号
009988（　〇〇〇〇〇〇　）○○○○○○○○

備　考

※海外居住者は国内協力者住所を記入してください。なお、協力者が親族の場合は協力者氏名及び続柄を⑭備考に記入してください。

⑫
7. 平成
9. 令和

年 月

配偶者の
加入制度

理由

日 ⑬
　1. 死亡 （令和　　　　年　　　　月　　　　日）
　2. 離婚  3. 収入増加　6. その他（　　　　　　　）

　1.留学　　　　 　　4. 海外婚姻
　2.同行家族　　　 5. その他（　　　　　　　　　）
　3.特定活動

第3号被保険者
になった日 00 22 00 44 00 11

理由

⑪

月 日 ⑩
　1. 配偶者の就職　　4. 収入減少
　2. 婚姻　　　　　　　　5. その他
　3. 離職　　　　　　　　 （                       ）

⑭

第3号被保険者
でなくなった日

海外特例要件に
該当した日

年 月

理由

9. 令和

年 月 日 ⑱

9. 令和

年 月 日 ⑯

電　話 ０９８（　　　　８６６　　　　　　）２７２０

所在地 902 8501

　那覇市寄宮1丁目2番16号

名　 称
　公立学校共済組合沖縄支部

日 （「⑨第３号被保険者になった日」と同じ場合は、記載の必要はありません）

　1.国内転入（令和　0022　年　0066　月　0011　日）
　2.その他（　　　　　  　　　  　　　　　）

海外特例要件に
非該当となった日 00 22 00 66 00 11

理由

　　健健康康保保険険証証のの発発行行元元にに確確認認をを受受けけててくくだだささいい。。　　※※届届書書記記載載のの配配偶偶者者がが協協会会けけんんぽぽ加加入入者者のの場場合合はは、、確確認認不不要要でですす。。

医医
療療
保保
険険
者者
記記
入入
欄欄

組合（保険者）番号 34470013

上記のとおり第３号被保険者関係届の届出がありましたので提出します。

届出記載の第３号被保険者は、健康保険組合又は共済組合に加入している者の被扶養者であることを確認する。

認定年月日 令和

代表者
等氏名

　支部長

㊞

都道

府県

（第
２
号
被
保
険

者
）

第
３
号
被
保
険
者
欄

提
出
者
情
報

医
療
保
険
者
記
入
欄

Ｂ.

Ａ.

該当

非該当
（変更）

2.海外特例
要件非該当

1.海外特例
要件該当

右の⑮～⑱の欄は、

海外へ転出した場合や

海外から転入した場合に

いずれかを〇で囲み、記

入してください。

基基礎礎年年金金番番号号を記入してください。

基基礎礎年年金金番番号号を記入してください。

帰帰国国後後のの住住民民票票住住所所を記入してください。

一一般般組組合合員員はは空空欄欄でで提提出出。。

短短期期組組合合員員はは厚厚生生年年金金のの適適用用事事業業所所をを記記入入。
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（（記記入入例例））海海外外居居住住ののまままま、、海海外外
特特例例非非該該当当ににななりり喪喪失失

〒 －

②

〒 －

ココウウネネンン　　ハハナナココ

-

※同居の場合も住民票の住所を記入してください。

⑮

⑰

〒 -

様式コード
国民年金 第３号被保険者関係届

4 3 0 0

令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日提出

提提
出出
者者
情情
報報

届出記入の個人番号（基礎年金番号）に誤りがないことを確認しました。

日本年金機構

事業所
所在地

電話番号 　　　　　　　　　　　 （　　　　　　　） 　氏　名　等

事業主等
受付年月日

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

　 組合員証番号
事業所
名 　称

665544112233

事業主
氏　 名

社会保険労務士記載欄

日 ③

1.男性　2.女性

氏名

44 99 00 55 22 44

5. 昭和
7. 平成
9. 令和

年 月①
（ﾌﾘｶﾞﾅ）　　　　ココウウネネンン タタロロウウ

 生年月日
性別

厚厚年年 太太郎郎
99

④
11 22 33 44

那那覇覇市市首首里里金金城城町町11--22--33

基礎年金番号
[個人番号]

⑤
個人番号を記入した場合は、住所記載は不要です。 （フリガナ）　ナナハハシシシシュュリリキキンンジジョョウウチチョョウウ

住所
990033 881155

沖沖縄縄

55 66 77 88 00

1.夫　3.夫（未届）
2.妻　4.妻（未届）

氏名

令和　　22　　年　　44　　月　　33　　日 生年月日
55 00

　　　　届届出出内内容容にに応応じじてて、、該該当当・・非非該該当当（（変変更更））ののいいずずれれかかをを○○でで囲囲みみ、、記記入入ししててくくだだささいい。。

① この届書記載のとおり届出します。 ②
5. 昭和
7. 平成
9. 令和

年

11 00 11 22 性別
（続柄）

日本年金機構理事長あて

月 日 ③

（氏 名） 基礎年金番号
[個人番号]厚厚年年　　花花子子

⑤ ⑥ （ﾌﾘｶﾞﾅ）

※届書の提出は配偶者（第２号被保険者）に委任します□

66 55 44 33 22 11
（ﾌﾘｶﾞﾅ） ④

00 99 88 77

外国籍 外国人
通称名

⑦

1. 同居
・

2. 別居

〒 990055 111111

⑨
7. 平成
9. 令和

年

　31.厚生年金保険・健康保険   36.地方公務員等共済組合　　　　     30.厚生年金保険・船員保険
　32.国家公務員共済組合     　 37.日本私立学校振興・共済事業団

⑧
1.自宅 　2.携帯　 3.勤務先 　4.その他

住所
名名護護市市大大南南11--22--33　　　　厚厚年年　　一一郎郎　　様様方方 電話

番号
009988（　〇〇〇〇〇〇　）○○○○○○○○

44 00 11

備　考

※海外居住者は国内協力者住所を記入してください。なお、協力者が親族の場合は協力者氏名及び続柄を⑭備考に記入してください。

⑫
7. 平成
9. 令和

年 月

配偶者の
加入制度

理由

日 ⑬
　1. 死亡 （令和　　　　年　　　　月　　　　日）
　2. 離婚  3. 収入増加　6. その他（海海外外移移住住）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　にによよるる喪喪失失

　1.留学　　　　 　　4. 海外婚姻
　2.同行家族　　　 5. その他（　　　　　　　　　）
　3.特定活動

海海外外住住所所：：〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

国国内内協協力力者者：：
厚厚年年　　一一郎郎（（父父））

第3号被保険者
になった日

理由

⑪

月 日 ⑩
　1. 配偶者の就職　　4. 収入減少
　2. 婚姻　　　　　　　　5. その他
　3. 離職　　　　　　　　 （                       ）

⑭

第3号被保険者
でなくなった日

海外特例要件に
該当した日

00 22 00

年 月

理由

9. 令和

年 月 日 ⑱

9. 令和

年 月 日 ⑯

電　話 ０９８（　　　　８６６　　　　　　）２７２０

所在地 902 8501

　那覇市寄宮1丁目2番16号

名　 称
　公立学校共済組合沖縄支部

日 （「⑨第３号被保険者になった日」と同じ場合は、記載の必要はありません）

　1.国内転入（令和　　　年　　　月　　　日）
　2.その他（　　　　　  　　　  　　　　　）

海外特例要件に
非該当となった日

理由

　　健健康康保保険険証証のの発発行行元元にに確確認認をを受受けけててくくだだささいい。。　　※※届届書書記記載載のの配配偶偶者者がが協協会会けけんんぽぽ加加入入者者のの場場合合はは、、確確認認不不要要でですす。。

医医
療療
保保
険険
者者
記記
入入
欄欄

組合（保険者）番号 34470013

上記のとおり第３号被保険者関係届の届出がありましたので提出します。

届出記載の第３号被保険者は、健康保険組合又は共済組合に加入している者の被扶養者であることを確認する。

認定年月日 令和

代表者
等氏名

　支部長

㊞

都道

府県

（第
２
号
被
保
険

者
）

第
３
号
被
保
険
者
欄

提
出
者
情
報

医
療
保
険
者
記
入
欄

Ｂ.

Ａ.

該当

非該当
（変更）

2.海外特例
要件非該当

1.海外特例
要件該当

右の⑮～⑱の欄は、

海外へ転出した場合や

海外から転入した場合に

いずれかを〇で囲み、記

入してください。

基基礎礎年年金金番番号号を記入してください。

基基礎礎年年金金番番号号を記入してください。

海海外外居居住住ののまままま海海外外特特例例要要件件にに該該当当ししなないい事事由由がが

発発生生ししたた場場合合はは、、第3号被保険者ではなくなるため、

非該当（変更）の欄に記入し、第3号被保険者の資格

喪失手続きを行います。理由欄は（6その他）を選択し、

記入ください。

一一般般組組合合員員はは空空欄欄でで提提出出。。

短短期期組組合合員員はは厚厚生生年年金金のの適適用用事事業業所所をを記記入入。
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と
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ﾞﾅ
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(氏
）

(名
）
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在

地
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地
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等

名
称

名
　

 称
住

　
所

事
業

主
等
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氏

　
名
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電
　

　
　

　
　

　
話

電
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電
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番

号

事
務

セ
ン
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ー

長
所

　
　

　
　

　
　

 長
副

事
務

セ
ン

タ
ー

長

副
　

  
  

 所
  

  
  

長

グ
ル

ー
プ

長
課

　
　

　
　

長
担

当
者

国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
住
所
変
更
届

郵
便

番
号

変
更

年
月

日
7
.平

成
9
.令

和

変 更 後

④
　

郵
便

番
号

変 更 前
住

　
所

※
事

業
所

整
理

記
号

※
被

保
険

者
 　

整
理

番
号

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

都
 道

府
 県

住 所

 ウ 　
備

考
□

　
短

期
在

留
　

　
□

　
住
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票
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所
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外
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□
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住

　
　

□
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（
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日

本
年
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号
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）
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）
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．
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基
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年
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番
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は

個
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配
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生

　
年
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日

①
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金

番
号

（
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は

個
人

番
号

）
②

　
生
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日

③
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．

平
成
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．

昭
和

⑤
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所
⑥
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所
変

更
年
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日
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）
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所
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府
 県

都
 道

府
 県

備 考

被 保 険 者 欄

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

平
成 7

令
和 9

( 届 出 人 )

日
本

年
金

機
構

理
事
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て

0
9
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0
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縄
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縄
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⑦
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３
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者
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に
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□
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1
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号

( 医 療 保 険 者 等 ）

那
覇

市
寄
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1
丁

目
2
番

1
6
号

支
部

長

◎ 「 ※ 」 印 欄 は 記 入 し な い で く だ さ い 。

配 偶 者 欄
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（
注

１
）
住

民
票

住
所

以
外

の
居

所
を

登
録

す
る

場
合

は
、

今
後

、
住

所
（
居

所
）
を

変
更

し
た

被
保

険
者

と
配

偶
者

が
同

住
所

の
場

合
は

④
～

⑦
欄

へ
の

記
入

は
不

要
で

す
。

　
　

　
　

際
に

手
続

き
が

必
要

と
な

り
ま

す
。

同
居

の
場

合
は

、
下

記
の

□
欄

に
「
レ

」
等

の
し

る
し

を
付

し
て

く
だ

さ
い

。
注

２

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
□

被
保

険
者

と
配

偶
者

は
同

居
し

て
い

る
。

）
(ﾌ

ﾘｶ
ﾞﾅ

)

(氏
）

(名
）

事
業

所
等

所
在

地
所

在
地

事
業

所
等

名
称

名
　

 称
住

　
所

事
業

主
等

氏
名

印
氏

　
 名

印
氏

　
名

印

電
　

　
　

　
　

　
話

電
　

 話
電

話
番

号

事
務

セ
ン

タ
ー

長
所

　
　

　
　

　
　

 長
副

事
務

セ
ン

タ
ー

長

副
　

  
  

 所
  

  
  

長

グ
ル

ー
プ

長
課

　
　

　
　

長
担

当
者

国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
住
所
変
更
届

沖
縄

9
0
0
1
5

0
0

郵
便

番
号

変
更

年
月

日
7
.平

成
9
.令

和

変 更 後

④
　

郵
便

番
号

変 更 前
住

　
所

※
事

業
所

整
理

記
号

※
被

保
険

者
 　

整
理

番
号

2
(ﾌ

ﾘｶ
ﾞﾅ

)

4
5
6

1

都
 道

府
 県

住 所

 ウ 　
備

考
□

　
短

期
在

留
　

　
□

　
住

民
票

住
所

以
外

の
居

所
注

１

□
　

海
外

居
住

　
　

□
　

そ
の

他
（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
日

本
年

金
機

構

都
 道

府
 県

組
合
員
証
番
号

66
55
44
11
22
33

(氏
）

厚
年

(名
）

7
8
9
0

太
郎

７
．

平
成

ア
　

基
礎

年
金

番
号

（
ま

た
は

個
人

番
号

）
イ

　
配

偶
者

の
氏

名
※

　
生

　
年

　
月

　
日

①
　

基
礎

年
金

番
号

（
ま

た
は

個
人

番
号

）
②

　
生

　
年

　
月

　
日

③
コ
ウ
ネ
ン

ハ
ナ
コ

0
9

1
2

2
1

７
．

平
成

５
．

昭
和
5

8
7
6
5
4
3

⑤
　

　
　

　
　

　
　

　
住

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

所
⑥

　
住

所
変

更
年

月
日

被
保

険
者

氏
名

　
□

　
短

期
在

留
　

  
  

□
　

住
民

票
住

所
以

外
の

居
所

注
１

　
□

　
海

外
居

住
　

　
  

□
　

そ
の

他
（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

住
　

所

2
都

 道
府

 県
那
覇
市
久
茂
地
9
-
9
-
9厚
年

花
子

0
1
0

4
1
0

沖
縄

厚厚
年年
　
花花
子子

都
 道

府
 県

那
覇
市
首
里
金
城
町
1
-
2
-
3

備 考

被 保 険 者 欄
0

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)

オ
キ
ナ
ワ
ケ
ン
　
ナ
ハ
シ
　
ク
モ
ジ

平
成 7

令
和 9

0

( 届 出 人 )

日
本

年
金

機
構

理
事

長
　

あ
て

0
9
8
-
8
6
6
-
2
7
2
0

0
9
8
-
8
6
6
-
2
7
2
0

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
（
本

人
が

自
署

し
た

場
合

は
押

印
は

不
要

で
す

。
）

　
　

　
00
99
88
　

　
　

-
　

　
△△
△△
△△

　
　

　
-
　

　
△△
△△
△△
△△

令
和
22
年

　
44
月

　
11
55
日

提
出

公
立

学
校

共
済

組
合

沖
縄

支
部

公
立

学
校

共
済

組
合

沖
縄

支
部

那那
覇覇
市市
首首
里里
金金
城城
町町
11
--
22
--
33

支
部

長

変 更 前

⑦

国
民

年
金

第
３

号
被

保
険

者
住

所
変

更
届

の
記

載
の

と
お

り
届

出
し

ま
す

。

届
書

の
提

出
は

配
偶

者
（
第

2
号

被
保

険
者

）
に

委
任

し
ま

す
□

( 事 業 主 等 ）

那
覇

市
寄

宮
1
丁

目
2
番

1
6
号

( 医 療 保 険 者 等 ）

那
覇

市
寄

宮
1
丁

目
2
番

1
6
号

支
部

長

◎ 「 ※ 」 印 欄 は 記 入 し な い で く だ さ い 。

配 偶 者 欄

変 更 後

届
出

人
の

個
人

番
号

（
基

礎
年

金
番

号
）
に

誤
り

が
な

い
こ

と
を

確
認

し
ま

し
た

。
上

記
の

と
お

り
被

保
険

者
か

ら
第

３
号

関
係

の
届

出
が

あ
り

ま
し

た
の

で
提

出
し

ま
す

。

令
和

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

提
出

令
和

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

提
出

※
　

住
所

コ
ー

ド

3

(ﾌ
ﾘｶ

ﾞﾅ
)　

コ
ウ
ネ
ン

タ
ロ
ウ

５
．

昭
和

送 信

送 信

エ

　
1
　
同
一
市
区
町
村
内

2
1
1
　
2
　
同
一
市
区
町
村
外

届
書
コ
ー
ド

届 書

印

厚 年

組組 合合 員員 にに つつ いい てて 組組 合合 員員 のの 配配 偶偶 者者 にに つつ いい てて

ここ
のの
届届
はは
、、
日日
本本
にに
住住
民民
票票
をを
おお
持持
ちち
のの
方方
でで
住住
民民
票票
のの
住住
所所
変変
更更
手手
続続
きき
がが
おお
済済
みみ
のの
方方
はは
、、
原原
則則
届届
出出
がが
不不
要要
でで
すす
。。
海海
外外
居居

住住
やや
短短
期期
在在
留留
外外
国国
人人
のの
方方
まま
たた
はは
住住
民民
票票
住住
所所
以以
外外
のの
居居
住住
をを
登登
録録
すす
るる
場場
合合
にに
提提
出出
しし
てて
くく
だだ
ささ
いい
。。

（（
記記
入入
例例
））
組組
合合
員員
とと
配配
偶偶
者者
がが
別別
居居

住
民
票
住
所
以
外
の
居
住
を
登
録
済
み
の

方
が
、
住
民
票
住
所
へ
登
録
を
変
更
す
る
場

合
は
、
「
そ
の
他
」
に

方
が
、
住
民
票
住
所
へ
登
録
を
変
更
す
る
場

合
は
、
「
そ
の
他
」
に

を
付
し
、
（
）
に
「
住

民
票
住
所
へ
変
更
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。 送 信

送 信

エ
　

□
　

短
期

在
留

　
  

  
□

　
住

民
票

住
所

以
外

の
居

所
　

□
　

海
外

居
住

　
　

  
□

　
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

基基
礎礎
年年
金金
番番
号号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
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フ リ ガ ナ

住 所

所 属 所

平成 平成

令和 令和

平成 平成

令和 令和

平成 平成

令和 令和

↓いずれかに○印

※級号給を記入

※該当するものに○印

（特記事項）

日 ： 時間

上記のとおり相違ありません。

公立学校共済組合　沖縄支部長　　殿

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

任命権者

組合員資格認定年月日 令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

（Ｒ6.12月　改）

1.　会計年度任用職員の方が、組合員申告書等とあわせて添付する書類になります。

2.　履歴書を添付してください。※任命権者の証明必須

任用期間
及び

任命権者

　　年　　　　　月　　　　　日

職職 員員 調調 書書

性 別 男 ・ 女

氏 名 昭和
平成

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

職（　　　　　）　　　　　級　　　　　　　号給

そ の 他
（ 月 額 ・ 日 額 ・ 時 間 給 ）

　　年　　　月　　　日 ～ 　　年　　　月　　　日

　　年　　　月　　　日 ～ 　　年　　　月　　　日 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

共共 済済 組組 合合 記記 入入

常 勤 職 員 と 同 一 勤 務 条 件 で
引 き 続 い て 勤 務 し た 過 去
12 か 月 の 各 月 別 勤 務 日 数

月

勤 務 日 数

1 週 間 当 た り 勤 務 日 数 及 び
1 日 当 た り 勤 務 時 間 数

賃 金 の 支 給 形 態

給 料 表 適 用 者

　　　1週間当たり
　　勤務日数

1日当たり
勤務時間数

今後常勤職員と同一勤務条件
で の 採 用 見 込 み

：

生 年 月 日

　　年　　　月　　　日

職 名

　　年　　　月　　　日 ～

〒
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フ リ ガ ナ

住 所

所 属 所

平成 平成

令和 令和

平成 平成

令和 令和

平成 平成

令和 令和

↓いずれかに○印

※級号給を記入

※該当するものに○印

（特記事項）

44 55 66 77 88 99 1100 1111 1122 11 22 33

1199 1188 1188 1188 1199 1188 1188 1188 1188 1188 1188 1199

： 日 ： 時間

上記のとおり相違ありません。

公立学校共済組合　沖縄支部長　　殿

令和　　　　　88　年　　　　44　月　　　　11　日

任命権者

組合員資格認定年月日 令和　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

（Ｒ6.12月　改）

1.　会計年度任用職員の方が、組合員申告書等とあわせて添付する書類になります。

2.　履歴書を添付してください。※任命権者の証明必須

職職 員員 調調 書書

カカ イイ ケケ イイ ハハ ナナ ココ
性 別 男 ・ 女

氏 名 会会 計計 花花 子子
生 年 月 日

昭和
平成

　5588　年　　　　66月　　　　2277日

任用期間
及び

任命権者

　77年　　44月　　11日 ～ 　77年　　　99月　　3300日（　　　　　　　　　　沖沖縄縄県県教教育育長長　　　　　　　　　　　）

  　　77年　1100月　　11日 ～ 　77年　　1122月　3311日

給 料 表 適 用 者
〇〇〇〇職（　〇〇〇〇　　）　　　　〇〇級　　　　〇〇〇〇　号給

そ の 他

　　〇〇〇〇〇〇--〇〇〇〇〇〇〇〇
　　　　　　〇〇〇〇市市〇〇〇〇11--22--22

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　琉琉球球中中学学校校 職 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教教諭諭

1 週 間 当 た り 勤 務 日 数 及 び
1 日 当 た り 勤 務 時 間 数

　　　1週間当たり
　　勤務日数

1日当たり
勤務時間数

77..7755

（　　　　　　　　　　沖沖縄縄県県教教育育長長　　　　　　　　　　　）

　88年　　11月　　11日 ～ 　88年　　　33月　　3311日（　　　　　　　　　　沖沖縄縄県県教教育育長長　　　　　　　　　　　）

賃 金 の 支 給 形 態

今後常勤職員と同一勤務条件
で の 採 用 見 込 み

見見込込みみあありり　　／／　　採採用用あありり

共共 済済 組組 合合 記記 入入

55

〇〇〇〇　　〇〇〇〇

（ 月 額 ・ 日 額 ・ 時 間 給 ）

常 勤 職 員 と 同 一 勤 務 条 件 で
引 き 続 い て 勤 務 し た 過 去
12 か 月 の 各 月 別 勤 務 日 数

月

勤 務 日 数

〒

【記入例 】
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□には該当するものに✓を記入してください。

フ リ ガ ナ

〒

所 属 所

無

2 会計年度任用職員   3 任期付職員

4 その他　（ ）

学生でない
ことの確認

勤務時間数

報酬月額

備　　　考

上記のとおり相違ありません。

公立学校共済組合　沖縄支部長　　殿

令和 月

任命権者

 組合員資格認定年月日 年 月 日

（Ｒ6.12月　改）

共共 済済 組組 合合 記記 入入 令和

標準報酬の資格取得時の決定の例により算定した額 円

年 日

任用形態
1 再任用職員

当該職員は、学校教育法第50条に規定する高等学校の生徒、同法第83条に
規定する大学の学生その他の総務省令で定める者ではありません。

１週間の所定勤務時間数 時間

日

※任用期間が２か月以内の場合のみ記入。

　今後、任用期間が２か月を超えることとなる契約更新の見込 有

日　～　令和 年 月

任用期間

令和 年 月

住 所

職 名

職職員員調調書書（（短短期期組組合合員員））

性 別 男

日
昭和
平成

女

氏 名  生 年
月 日

年 月
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□には該当するものに✓を記入してください。

フ リ ガ ナ

〒

所 属 所

無

2 会計年度任用職員   3 任期付職員

4 その他　（ ）

学生でない
ことの確認

勤務時間数

報酬月額

備　　　考

上記のとおり相違ありません。

公立学校共済組合　沖縄支部長　　殿

令和 月

任命権者

 組合員資格認定年月日 年 月 日

（Ｒ6.12月　改）

共共 済済 組組 合合 記記 入入 令和

標準報酬の資格取得時の決定の例により算定した額 円

年 日

任用形態
1 再任用職員

当該職員は、学校教育法第50条に規定する高等学校の生徒、同法第83条に
規定する大学の学生その他の総務省令で定める者ではありません。

１週間の所定勤務時間数 時間

日

※任用期間が２か月以内の場合のみ記入。

　今後、任用期間が２か月を超えることとなる契約更新の見込 有

日　～　令和 年 月

任用期間

令和 年 月

住 所

職 名

職職員員調調書書（（短短期期組組合合員員））

性 別 男

日
昭和
平成

女

氏 名  生 年
月 日

年 月

□には該当するものに✓を記入してください。

フ リ ガ ナ

〒

所 属 所

無

22  会会計計年年度度任任用用職職員員   3 任期付職員

4 その他　（ ）

学生でない
ことの確認

勤務時間数

報酬月額

備　　　考

上記のとおり相違ありません。

公立学校共済組合　沖縄支部長　　殿

令和 月 １１

任命権者

 組合員資格認定年月日 年 月 日

（Ｒ6.12月　改）

〇〇〇〇　　〇〇〇〇

共共 済済 組組 合合 記記 入入 令和

標準報酬の資格取得時の決定の例により算定した額 9900,,000000 円

88 年 44 日

任用形態
1 再任用職員

当該職員は、学校教育法第50条に規定する高等学校の生徒、同法第83条に
規定する大学の学生その他の総務省令で定める者ではありません。

１週間の所定勤務時間数 2233 時間

1155 日

※任用期間が２か月以内の場合のみ記入。

　今後、任用期間が２か月を超えることとなる契約更新の見込 有有

11 日　～　令和 88 年 55 月

任用期間

令和 88 年 44 月

住 所
〇〇〇〇〇〇--〇〇〇〇〇〇〇〇

沖沖縄縄県県〇〇〇〇市市〇〇〇〇11--22--33

〇〇〇〇中中学学校校 職 名 〇〇〇〇支支援援員員

11

職職員員調調書書（（短短期期組組合合員員））

カカイイケケイイ　　ハハナナココ
性 別 男

日
昭和
平成

女女

氏 名 会会計計　　花花子子 生 年
月 日

年 55 月6600
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支部様式第１０・11号関連

　　※　本人確認の後、□にレ点を記入してください。

年 月 日

年 月 日

年 月 日

上記のとおり報告します。　
（※被扶養者報告の場合）被扶養者の個人番号の本人確認は私が行いました。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日
組合員氏名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　　名

又は所属所長 氏　　名

連 絡 先 － －

１． この様式の利用目的及び本人確認方法は、裏面をご参照ください。

令和

所属機関又は所属所受付印

所属所名 所属所コード 組合員番号

共済組合受付印

個人番号報告書

組合員本人　（被扶養者のみを報告するときは記載不要）

2．女

個人番号

個人番号

性別 生年月日

1．男
氏名

元号

被
扶
養
者
①

続柄

令和

　上記の組合員の個人番号であることを確認しました。
担当者確認欄

チェック欄　※

□

続柄

氏名 個人番号被
扶
養
者
③

元号

被
扶
養
者
②

生年月日性別
1．男

2．女

元号
性別

1．男

2．女

（Ｒ6.12月　改）

元号

氏名

日月年

続柄

性別
1．男

2．女

氏名

生年月日

個人番号

生年月日
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【【個個人人番番号号のの利利用用目目的的ににつついいてて】】

　当組合は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第１

の２４の項に規定する「厚生年金保険法による年金である保険給付若しくは一時金の支給又は保

険料その他徴収金の徴収に関する事務」及び３９の項に規定する「地方公務員等共済組合法によ

る短期給付若しくは年金である給付の支給若しくは福祉事業の実施又は地方公務員等共済組合

法の長期給付等に関する施行法による年金である給付の支給に関する事務」のために、個人番号

を利用します。

【【番番号号確確認認及及びび身身元元確確認認ににつついいてて】】

　組合員から個人番号の提供を受ける際の番号確認及び身元確認は、下記の表を確認し各所属機

関又は各所属所にて行ってください。

　なお、被扶養者の個人番号の提供を受ける際は、組合員が本人確認を行うため、本人確認書類の

提示は必要ありません。

　下記のいずれか１つの番号確認書類 　下記のいずれか１つの身元確認書類

　〇個人番号カード（裏面） 　〇個人番号カード（表面）

　〇通知カード 　〇運転免許証又は運転経歴証明書

　〇個人番号が記載された住民票（写し）又は 　〇旅券（パスポート）

　　住民票記載事項証明書 　〇身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳

　　又は療養手帳

　〇在留カード又は特別永住者証明書

　上記の身元確認書類を有していない場合は、下

　記のいずれか２つの身元確認書類

　〇公的医療保険の証等

　〇年金手帳

　〇児童扶養手当証書又は特別児童扶養手当証書

　〇その他住民票等

※組合員申告書（組合員資格取得届）・被扶養者申告書を提出の際に、本人確認書類の提出は必要
　ありません。

番号確認書類

本人確認書類

身元確認書類
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ママイイナナンンババーーカカーードドのの健健康康保保険険証証利利用用登登録録のの解解除除申申請請書書

公立学校共済組合沖縄支部 御中

令和 年 月 日

（備考）代理人が申請する場合は、氏名及び連絡先欄に、解除対象者及び代理人の氏名及び連絡先

を記載してください。

（注）解除申請後から解除がなされるまでの間（１～２か月程度）に、別の医療保険者等に異動し

た場合は、異動後の医療保険者等に対し、自身が以前に加入していた医療保険者等に対して解

除申請を行った旨を申し出るとともに、資格確認書の交付申請を行うようにしてください。

共済組合受付印

解
除
申
請
者

フリガナ
生年

月日

昭和 ・ 平成 ・ 令和

年 月 日
氏名

住所

（郵便番号 ）

都 道

府 県

市 区

町 村

連絡先 電話番号

組合員等記号・番号
※枝番を含め、全て正確に

記載してください。

組合員等記号 番号 枝番

公立沖

マイナン

バーカー

ドの健康

保険証利

用登録の

解除につ

いて

□□ マイナンバーカードの健康保険証利用登録の解除を申請します。

※利用登録を解除すると、マイナンバーカードによりオンライン資格確認を行

うことはできなくなります。

※利用登録の解除を申請した方には、支部から資格確認書を交付します。解除

後、医療機関・薬局を受診等される際には資格確認書の持参が必要です。

※利用登録解除後、マイナポータル上の「健康保険証利用登録の申込状況」画

面に反映されるまで、１～２か月程度時間がかかる場合があります。

署名：

（解除を希望する理由）

※ マイナンバーカードにより医療機関等を受診することで、ご本人の同意に基づき、自身の

過去の健康・医療情報のデータに基づいたよりよい医療を受けることができます。

※ マイナンバーカードの健康保険証利用登録により、ご本人の医療情報の漏洩等セキュリテ

ィ上のリスクが生じることはありません。

※ なお、健康保険証の利用登録を解除した後も、再度利用登録の手続を行うことは可能で

す。健康保険証の利用登録は、マイナポータルやセブン銀行 のほか、医療機関・薬局の受

付に設置されている顔認証付きカードリーダーから行うことができます。

被被扶扶養養者者のの収収入入確確認認にに当当たたっっててのの「「一一時時的的なな収収入入変変動動」」にに係係るる事事業業主主のの証証明明書書

当事業所において雇用されている下記被扶養者※１については、雇用契約により本来想定

される年間収入が被扶養者の収入要件である 万円未満※２です。この事業主記載欄に記

載された期間に係る収入増については、人手不足による労働時間延長等に伴う一時的なもの

であることを証明します。

※１ 新たに被扶養者としての認定を受けようとする者を含みます。

※２ 歳以上の者又は概ね厚生年金保険法による障害厚生年金の受給要件に該当する程度の障害者につ

いては、 万円未満となります。

【【組組合合員員・・被被扶扶養養者者記記載載欄欄】】

提出年月日※３ 令和 年 月 日

組合員

（フリガナ）

氏 名

組合員等記号・番号

被扶養者

（フリガナ）

氏 名

組合員等記号・番号

※３ 組合員の所属機関又は所属所や地方公務員共済組合に提出する際に記載してください。

【【被被扶扶養養者者をを雇雇うう事事業業主主のの記記載載欄欄】】

※４ 本証明書は、被扶養者認定及び被扶養者の資格確認において対象者の収入を確認する際の添付書類

として、組合員から組合員の所属機関又は所属所や共済組合に提出する書類となります。

※５ 記載内容の確認に当たって、別途雇用契約書等の添付書類を求められる場合があります。

事 業 所 所 在 地
〒 －

事 業 所 名 称

事 業 主 氏 名

電 話 番 号

雇用契約により本来想定される年間収入 円

人手不足による労働時間延長等が行われた期間
令和 年 月 から

令和 年 月 まで

上 記 期 間 に お け る 当 事 業 所 で の

労 働 に よ る 収 入 額 （ 実 績 額 ）
円

様式１
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ママイイナナンンババーーカカーードドのの健健康康保保険険証証利利用用登登録録のの解解除除申申請請書書

公立学校共済組合沖縄支部 御中

令和 年 月 日

（備考）代理人が申請する場合は、氏名及び連絡先欄に、解除対象者及び代理人の氏名及び連絡先

を記載してください。

（注）解除申請後から解除がなされるまでの間（１～２か月程度）に、別の医療保険者等に異動し

た場合は、異動後の医療保険者等に対し、自身が以前に加入していた医療保険者等に対して解

除申請を行った旨を申し出るとともに、資格確認書の交付申請を行うようにしてください。

共済組合受付印

解
除
申
請
者

フリガナ
生年

月日

昭和 ・ 平成 ・ 令和

年 月 日
氏名

住所

（郵便番号 ）

都 道

府 県

市 区

町 村

連絡先 電話番号

組合員等記号・番号
※枝番を含め、全て正確に

記載してください。

組合員等記号 番号 枝番

公立沖

マイナン

バーカー

ドの健康

保険証利

用登録の

解除につ

いて

□□ マイナンバーカードの健康保険証利用登録の解除を申請します。

※利用登録を解除すると、マイナンバーカードによりオンライン資格確認を行

うことはできなくなります。

※利用登録の解除を申請した方には、支部から資格確認書を交付します。解除

後、医療機関・薬局を受診等される際には資格確認書の持参が必要です。

※利用登録解除後、マイナポータル上の「健康保険証利用登録の申込状況」画

面に反映されるまで、１～２か月程度時間がかかる場合があります。

署名：

（解除を希望する理由）

※ マイナンバーカードにより医療機関等を受診することで、ご本人の同意に基づき、自身の

過去の健康・医療情報のデータに基づいたよりよい医療を受けることができます。

※ マイナンバーカードの健康保険証利用登録により、ご本人の医療情報の漏洩等セキュリテ

ィ上のリスクが生じることはありません。

※ なお、健康保険証の利用登録を解除した後も、再度利用登録の手続を行うことは可能で

す。健康保険証の利用登録は、マイナポータルやセブン銀行 のほか、医療機関・薬局の受

付に設置されている顔認証付きカードリーダーから行うことができます。

被被扶扶養養者者のの収収入入確確認認にに当当たたっっててのの「「一一時時的的なな収収入入変変動動」」にに係係るる事事業業主主のの証証明明書書

当事業所において雇用されている下記被扶養者※１については、雇用契約により本来想定

される年間収入が被扶養者の収入要件である 万円未満※２です。この事業主記載欄に記

載された期間に係る収入増については、人手不足による労働時間延長等に伴う一時的なもの

であることを証明します。

※１ 新たに被扶養者としての認定を受けようとする者を含みます。

※２ 歳以上の者又は概ね厚生年金保険法による障害厚生年金の受給要件に該当する程度の障害者につ

いては、 万円未満となります。

【【組組合合員員・・被被扶扶養養者者記記載載欄欄】】

提出年月日※３ 令和 年 月 日

組合員

（フリガナ）

氏 名

組合員等記号・番号

被扶養者

（フリガナ）

氏 名

組合員等記号・番号

※３ 組合員の所属機関又は所属所や地方公務員共済組合に提出する際に記載してください。

【【被被扶扶養養者者をを雇雇うう事事業業主主のの記記載載欄欄】】

※４ 本証明書は、被扶養者認定及び被扶養者の資格確認において対象者の収入を確認する際の添付書類

として、組合員から組合員の所属機関又は所属所や共済組合に提出する書類となります。

※５ 記載内容の確認に当たって、別途雇用契約書等の添付書類を求められる場合があります。

事 業 所 所 在 地
〒 －

事 業 所 名 称

事 業 主 氏 名

電 話 番 号

雇用契約により本来想定される年間収入 円

人手不足による労働時間延長等が行われた期間
令和 年 月 から

令和 年 月 まで

上 記 期 間 に お け る 当 事 業 所 で の

労 働 に よ る 収 入 額 （ 実 績 額 ）
円

様式１
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＜情報連携用＞

公立学校共済組合沖縄支部長　　殿

　私は、公立学校共済組合沖縄支部が下記の事務手続きを処理するために限って、

地方税関係情報を取得することに同意します。

　なお、本書の提出の際の事務処理に限っての同意であることを申し添えます。

□ 　高額療養費の支給に係る審査事務

□ 　高額介護合算療養費の支給に係る審査事務

□ 　被扶養者認定に係る審査事務

□ 　資格確認書の検認若しくは更新又は被扶養者に係る確認事務

□ 　一部負担金の割合に係る審査事務

□ 　食事療養標準負担額の減額に関する特例の請求に係る審査事務

□ 　生活療養標準負担額の減額に関する特例の請求に係る審査事務

□ 　限度額適用・標準負担額減額の認定の申請に係る審査事務

　令和 年 月 日

  ※申請する年の１月１日時点の住民票上所在地を記入すること。

□

留意点

（1）同意する者が自ら署名を行うこと。

（2）代理人が同意書を署名する場合、本人からの委任状（様式は任意）を提出すること。

（3）同意書と併せて提出する書類に、同意が必要な者の住所が記入されている場合は、同意書へ

　　 の住所の記入を省略しても差し支えないこと。

（4）同意が必要な者が複数名いる場合は、一人一枚ではなく、住所欄及び氏名欄を追加して記載

　　 し、複数名で一枚の同意書として差し支えないこと。

（Ｒ6.12月　改）

同
意
者

住　　　所

氏　　　名

申請者と同じ

同意書

記

申
請
者

（

組
合
員
）

住　　　所

氏　　　名
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支部様式第２０号

（フリガナ）

昭和 昭和

平成 平成

昭和 令和

平成

令和

　□1.他の医療保険における支給情報の確認について、個人番号による情報連携を利用します。

　□2.他の医療保険における支給情報の確認について、個人番号による情報連携を利用しません。

（戸籍上の続柄：長男等） （生年月日） 月 日

（戸籍上の続柄：長男等） （生年月日） 月 日

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日

〒 ―

組 合 員 住　所

(請求者) 氏　名

上記の記載事項は事実と相違ないものと認めます。
年 月 日

連絡先 － －

１．　※印欄は記入しないでください。

① 分娩費用明細書など医療機関等の代理受取額が明記され、産科医療補償制度加入の場合、その証明印等が確認できる書類(写し可)　

② (直接支払制度を活用する方のみ) 直接支払制度合意文書(写し可)

③ （被扶養者が認定日後６月以内に出産する場合で、認定日前まで１年以上健康保険組合等の被保険者または組合員だった方のみ）

    当該健康保険組合等が発行した出産育児一時金等の受給権放棄が確認できる書類 ※ただし、直接支払制度を活用する方又は他の医

　 療保険における支給情報について個人番号による情報連携を利用する場合は、添付を省略することができます。（ただし、個人番号によ

　 る情報連携を利用する場合は、通常の処理期間に加えて1週間程度の期間を要します。）

３.　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

ことを証明する。
　なお、産科医療補償制度に　「　加入　・　未加入　」　している出産であることを併せて証明する。

年 月 日

印

－ －

上記の者は、令和 年 月 日に出産・流産・ 早産・死産【 （単・ 胎）（ 妊娠 ヶ月）】 した

令和

住 所

２. 　添付書類　…

※※医医療療機機関関等等へへのの直直接接支支払払制制度度にによよるる受受給給をを活活用用さされれててなないい場場合合、、下下記記にに証証明明ををももららっっててくくだだささいい。。

医医 師師 又又 はは 助助 産産 師師 のの 証証 明明 書書

氏 名

電話番号

令和
※　医療機関等への直接支払制
度を利用された場合、分娩費を医
療機関等へ支払った残りの額に
ついて給付することになります。

所属機関の長　　　職名

又は所属所長　　　氏名

※※
決決
定定
金金
額額

法 定 給 付

令和 直接支 払額

差引支 給額

附加給 付額

合　計

日

（記入例）　○○市国民健康保険 ・全国健康保険協会　など

＊被扶養者で認定されて６ヶ月以内に出産し且つ従前加入していた保険に出産育児一時金等の受給権を持っ
   ている方は、「１」または「２」どちらかの□の中にレ点を記入してください。

出産児氏名

資 格 喪 失
年 月 日

年

日

月

日 ＊ 被 扶 養 者 の
認 定 年 月 日

年 月

日 ＊ 被扶養者で認定されて６ヶ月以内に出産される方
　  は、従前加入していた保険者名を記入してください。

組 合 員 氏 名

生 年 月 日

資 格 取 得
年 月 日

＊被扶養者氏名

組組
合合
員員
がが
記記
入入
すす
るる
とと
ここ
ろろ

所 属 所 コ － ド

組 合 員 の
年 月

年

月令和

組 合 員 番 号 公立沖

＊＊被被扶扶養養者者がが出出産産すするる場場合合、、「「＊＊印印」」欄欄もも記記入入
　　  ししててくくだだささいい。。所 属 所 名

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

出 産 費 （同附加金）

請 求 書
家 族 出 産 費 （同附加金）
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支部様式第 20 号の 1 
同意書 

Letter of Consent 
  

  

公立学校共済組合沖縄支部 御中 

私（海外出産をした者）、      は、公立学校共済組合沖縄支部の職員又は公立学校共済組合

沖縄支部が委託した事業者が自ら、私が提出した出産育児一時金の支給申請書類に記載された事実

（出産を行った日時、場所、内容等）を確認するため、当該海外出産の介助を行った者（海外の医

療機関等）に照会を行い、当該者から照会に対する情報の提供を受けることに同意します。  
なお、国や地域、医療機関から別途同意書や委任状等を求められた場合、当該書類に必要事項を記

載することや、その他の書類が必要となる場合に当該必要書類の提示等に協力することも、併せて

同意します。  

  

To: Japan Mutual Aid Association of Public school Teachers Okinawa Branch  

I, as a person who deliver overseas, authorize Japan Mutual Aid Association of Public 
school Teachers Okinawa Branch and its outsourcing contractor(s) to refer and obtain any 
and all factual information related to my application document(s) for Childbirth Lump-Sum 
Allowance including information of delivery date, place, and any treatment records from 
the delivery assistance (medical organization etc.) in order to verify the fact of the delivery.  
Further, I agree to fill out other document(s) if countries, regions or medical organizations 
require to submit consent letter or authorization letter in their format, and agree to provide 
help to submit other document(s) if it is necessary along verification process written above.   

  

  

・出産日      年  月  日  
・Delivery date   Year     Month   Day    

   

・海外出産をした者  
  （氏名（自署））                           印  
 （住所）                                           
（生年月日）    年  月  日  

  

・Person who deliver overseas  
 （Name）                            
 （Address）                                         
（Date of birth）  Year     Month   Day    
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〒

〒

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

（備考欄）

職名
氏名

（あて先）

出産育児一時金等支給申請書（受取代理用）

申
請
者

（
被
保
険
者

、
世
帯
主
又
は
組
合
員

）
が
記
入
す
る
と
こ
ろ

被保険者証 記号 公立沖 番号

申請者（被保険者、世
帯主又は組合員）

※「申請者」は健康保険・船員
保険の場合は被保険者、国民
健康保険の場合は世帯主又は
組合員となります。

氏名

（フリガナ）

住所

（フリガナ）

電話　　　  　　　（　　　　　　）

生年月日 年　　　　　　　　月　　　　　　　　日

出産予定日・数 年　　　　　　　　月　　　　　　　　日　　　　　単　・　多（　　　胎）

出産予定者

※申請者と同一の場合は不要
です

氏名

（フリガナ）

生年月日 年　　　　　　　　月　　　　　　　　日

出産予定
医療機関等

名称

（フリガナ）

所在地

（フリガナ）

口座
名義

（フリガナ）

申請者又は出産予定者が出産予定日から6か月以内に健康保険又は船員保険の資格を既に喪失している場合は、以下のいずれかに記載
をお願いします。

申請者本人の退職等により、健康保険又は船員保険の被保険者資格喪失
後、６か月以内に出産することによる申請である場合、資格喪失後に加入し
ている保険者名と記号・番号

保険者名

記号 番号

申請者に対する
支払金融機関

　

預金
種別

口座
番号

申請者本人の家族が被扶養者認定後、6か月以内に出産することによる申
請である場合は、その家族が被扶養者認定前に加入していた保険者名と
記号・番号

保険者名

記号 番号

上記の記載事項は事実と相違ないものと認めます。

所属機関の長
又は所属所長

受
取
代
理
人
の
欄

　申請者（　　　　　　　　　　）（以下「甲」という。）は、医療機関等である（　　　　　　　　　　　　　　　）（以下「乙」という。）を代理人と
定め、次の権限を委任します。また、甲は、出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度は利用しません。

　甲が請求する出産育児一時金等のうち、乙が甲に対して出産に関し請求する費用の額※の受領に関すること。
　※　出産育児一時金等の支給額(保険者が出産育児一時金等に係る付加給付を行う場合には、　付加相当額を含む)を上限とする。

　令和　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　甲の住所

　　　　　　　　氏名

　　　　　乙の所在地

　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　　（　　　　　　　　）

受取代理人に
対する支払金融
機関

　

預金
種別

口座
番号

口座
名義

（フリガナ）

店・本店
支店・出張所

銀行

金庫

信組

１：普通 ４：通知

２：当座 ５：貯蓄

３：別段

店・本店
支店・出張所

銀行

金庫

信組

１：普通 ４：通知

２：当座 ５：貯蓄

３：別段

※ 健康保険法第１０６条又は船員保険法第７３条の規定により、１年以上健康保険又は船員保険の被保険者であった方が被保険者資格喪失後、６か月以内に出産された場合、資格を喪失した最
後の保険者から出産育児一時金の支給を受けることができます。
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支部様式第２２号

　　 公務（通勤）による死亡

上記以外による死亡　（死亡の原因： ）

　令和 年 月 日

上記のとおり請求します。

〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所

年 月 日 組 合 員

(請求者) 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

１．　※印欄は記入しないでください。

２．　「埋火葬許可証」の写、又は同証の発行証明書を添付してください。

３．　組合員が死亡し、被扶養者以外の者が埋葬料を請求する場合、埋葬に要した費用の額に関する証拠書類

　　を添付してください。この場合の給付額は、埋葬料の範囲内で実際に埋葬に要した費用に相当する額（附加

　　金と合わせて最大75,000円）です。

４．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

口座名義人
（カタカナ）

※※　　請請求求者者とと口口座座名名義義人人はは同同一一人人ででああるるこことと。。

令和

連　　絡　　先

令和

指定口座 普

保険者の
名称

受 取 金 融 機 関 （ 組 合 員 以 外 の 者 が 請 求 者 の 場 合 の み 記 入 し て く だ さ い ）

銀行コード 支店コード
預
種

口　座　番　号
銀　行　名 支　店　名

  死　 亡 　の　原  因

埋　葬　年　月　日

介護保険法による
給付を受けたとき

保険者
番号

被保険者
番号

金融機関

日

死  亡  年  月  日 令和 年 月 日

死　亡　者　氏　名
死　亡　者
生 年月日

昭
平
令

年 月

死亡の場所

元
号 年 月 日

附 加 給 付 額

合　計

家 族 埋 葬 料

柄
コ
ー

ド

※事由発生日
※ 決 定 金 額

所　属　コ ー ド 組　合　員　番　号 埋 葬 料

所　属　所　名 組 　合 　員 　氏 　名
死
亡
者
続

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

埋 葬 料 （同附加金）

請 求 書
家 族 埋 葬 料 （同附加金）

　公金受取口座を　　　　利用する　　　　利用しない（下記受取金融機関を記入してください）

上記のとおり請求します。

〒 ―

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 住　　　所

氏　　　名

1. 請求者は受給権者の死亡当時、受給権者と生計を共にしていた配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹、三親等内（甥姪、

曾祖父母、叔伯父母等）の親族です。

2. 給付を受ける相続の順位は、配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹、三親等内の親族の順序です。前順位の方がいる場

合、後順位の方は請求できません。

3. 給付を受けるべき同順位者が複数いるときは、そのうちのどなたが請求者になっても差し支えありません。

4. 死亡した組合員と請求者の住所が異なる場合や、組合員の死亡当時生計を共にしていた者がいない場合は、公立学校共済

組合沖縄支部にご連絡下さい。

5. 添付書類・・・

① 死亡した組合員と請求者との身分関係を明らかにすることができる書類（戸籍謄本等）

② 生計同一関係を証する書類（請求者の住民票等）

③ 受取金融機関の口座を明らかにする書類（請求者の預金通帳の写し等）

共済組合受付印

支支 払払 未未 済済 給給 付付 金金 請請 求求 書書

死
亡
し
た

受
給
権
者

組合員番号 組合員氏名 組合員の生年月日 組合員の死亡年月日

昭和
年 月 日

平成

請
求
者

フリガナ

生年月日

昭和

年

日 令和 年 月

月 日
氏名

平成

令和

※　請求者と口座名義人は同一人であること。

個人番号 組合員との続柄

受
取
金
融
機
関

金融機関名 支店名
預
種

口座番号 銀行コード
支店
コード

普

口座名義
（カタカナ）

令和
請　求　者



－ 2-47 －

　公金受取口座を　　　　利用する　　　　利用しない（下記受取金融機関を記入してください）

上記のとおり請求します。

〒 ―

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 住　　　所

氏　　　名

1. 請求者は受給権者の死亡当時、受給権者と生計を共にしていた配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹、三親等内（甥姪、

曾祖父母、叔伯父母等）の親族です。

2. 給付を受ける相続の順位は、配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹、三親等内の親族の順序です。前順位の方がいる場

合、後順位の方は請求できません。

3. 給付を受けるべき同順位者が複数いるときは、そのうちのどなたが請求者になっても差し支えありません。

4. 死亡した組合員と請求者の住所が異なる場合や、組合員の死亡当時生計を共にしていた者がいない場合は、公立学校共済

組合沖縄支部にご連絡下さい。

5. 添付書類・・・

① 死亡した組合員と請求者との身分関係を明らかにすることができる書類（戸籍謄本等）

② 生計同一関係を証する書類（請求者の住民票等）

③ 受取金融機関の口座を明らかにする書類（請求者の預金通帳の写し等）

共済組合受付印

支支 払払 未未 済済 給給 付付 金金 請請 求求 書書

死
亡
し
た

受
給
権
者

組合員番号 組合員氏名 組合員の生年月日 組合員の死亡年月日

昭和
年 月 日

平成

請
求
者

フリガナ

生年月日

昭和

年

日 令和 年 月

月 日
氏名

平成

令和

※　請求者と口座名義人は同一人であること。

個人番号 組合員との続柄

受
取
金
融
機
関

金融機関名 支店名
預
種

口座番号 銀行コード
支店
コード

普

口座名義
（カタカナ）

令和
請　求　者
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支部様式第２３号

標準報酬の等級 ： 第　　　　

標準報酬月額 ：

年 月 日

時 分

上記のとおり証明します。

 令和 年 月 日 － －

所　　属
証明者 職　　名

氏　　名

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

〒 ―

公立学校共済組合沖縄支部長　殿
住　所

年 月 日 組 合 員
(請求者) 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

１．　※印欄は記入しないでください。

２．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

令和

令和

連　　絡　　先

印

請　求　金　額 ※　　決　定　金　額

損害の程度

連　　絡　　先

市　　町　　村　　長
消　　防　　署　　長
警　　察　　署　　長
等　　の　　証　　明

罹災者氏名 罹災年月日
令　和

午前　・　午後

罹災の場所

罹災の原因
そ の 状 況

給与支払事務担当者
職 名

氏 名

罹災当時の
標準報酬月額

級

円

所 属 所 名 組 合 員 氏 名 ※
続
柄
コ
ー

ド

※事由発生日
※罹災当時の
標準報酬月額

所 属 コ ー ド 組 合 員 番 号

元
号 年 月 日

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

災 害 見 舞 金 請 求 書
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支部様式第２３号関連

住
所
附
近
の
略
図

住 居 の 区 分

自宅 借家 借間 下宿

公営住宅 公務員宿舎

被 害 面 積 ㎡

住 居 の 総 面 積 ㎡

所 属 所 名

別紙　１－１
住 居 の 被 害 明 細 書

組 合 員 氏 名

家 族 の 構 成

氏　　　　　　　　名 続　柄 年　齢 職　　業
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支部様式第２３号関連

記入上の注意

１．　被害箇所は赤線で明示し、各室の名称と面積を記入してください。

２．　物置及び門・塀・石垣・垣根等は、住居でないので記入しないでください。

３．　罹災状況写真を添付してください。

別紙　１－２
住 居 の 平 面 図
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支部様式第２３号関連

住 所
災 害 の 年 月 日

住　居　損　害　の　内　訳

品　　　　　　　目 単　位 単　価 数　量 金　　　　　　　額 被　　害　　箇　　所

別紙　１－３
住 居 の 被 害 内 訳 書

家 屋 の 種 別
組 合 員 氏 名

災 害 の 種 別
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支部様式第２３号関連

床

地　上

基　礎

記入上の注意

１．　家屋の種別欄には、木造・鉄筋コンクリ－ト造・平屋建・二階及び三階建等の別を記入してください。

２．　災害の種別欄には、水害・火災・震災・その他の別を記入してください。

３．　損害の内訳欄には、品目別ごとに時価換算による損害額を記入してください。

　　（現状復旧にかかる見積書を徴して記入すること。）

４．　断面図については、床上水位、傾斜角度、損害の状態を赤線で記入してください。

円

２．　断面図　（水没のときは、水位を記入すること。）

円

別紙　１－４

１．　家屋の損害額

住 居 全 部 の 価 格 住 居 の 損 害 額
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支部様式第２３号関連

合合　　　　　　　　　　　　　　計計

電
気
器
具
　
・
　
炊
事
用
具
　
・
　
そ
の
他

バ イ ク

自 転 車

自 動 車

食 器 類

乾 燥 機

掃 除 機

ガ ス 器 具

電 子 レ ン ジ

炊 飯 器

洗 濯 機

冷 蔵 庫

ビ デ オ

テ レ ビ

絵 画書
　
　
　
画

図 書

レ コ － ド 類

そ の 他

カ － テ ン

戸 棚
家
　
　
具
　
　
類

タ ン ス

応 接 セ ッ ト

靴 類

衣
　
　
　
類

男 物 衣 服 類

女 物 衣 服 類

寝
　
具
　
類

毛 布

数量 金　　　　　額 流失・消失・破損等の別

布 団

別紙　２
家 財 の 被 害 明 細 書

区
分

品　　　　　目
罹 災 前 の 数 量  ・  金 額 左 の う ち 被 災 し た 数 量 及 び 損 害 額

単位 数量 金　　　　　額
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支部様式第２４号

　等級　： 第 級
円

　月額　： 円
円

　　昭和・平成・令和 年 月 日

　非常災害により死亡したことを証明します。

令和　　　　年　　　　月　　　　日

職　名

氏　名

上記のとおり請求します。

〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所

氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長

又は所属所長

１．　※印欄は記入しないでください。

２．　弔慰金の請求をする場合は遺族の順位を証明する書類（戸籍謄本等）を添付してください。

３．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

職 名

氏 名

日
組 合 員
（請求者）

連　　絡　　先

令和

令和 年 月

※※　　請請求求者者とと口口座座名名義義人人はは同同一一人人ででああるるこことと。。
口座名義人　（カ

タカナ）

受 取 金 融 機 関 （ 組 合 員 が 死 亡 し た 場 合 の み 記 入 し て く だ さ い 。 ）

銀行コード 支店コード
預
種

口　座　番　号
金融機関

指定口座 普

支　店　名銀　行　名

※死亡当時の標準報酬月額所 属 コ ー ド

令和　 　　年　　 　月　　 　日 死亡の場所

死亡の原因
及びその状況

証　明　者
印

市町村長
又は

警察署長
の証明

死亡者氏名 性別 男　・　女

死亡者生年月日

死亡年月日

死 亡 当 時 の
標 準 報 酬 月 額

　　　　請　　求　　金　　額

　　※ 決　　定　　金　　額

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

弔 慰 金
請 求 書

家 族 弔 慰 金

組合員番号

続
柄
コ
ー

ド

※事由発生日

元
号 年 月 日

所 属 所 名 組 合 員 氏 名
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支部様式第２５号（１）

級

円

　平成

　令和

　令和 年 月 日から 令和 年 月 日 まで

　上記のとおり　入院　・　通院　加療中で、勤（労）務できないことを証明する。

年 月 日

印

年 月 日
円

年 月 日
円

下記のいずれかに〇をつけてください。

　傷病手当金と同一傷病による公務（通勤）災害認定 　（　　有　　・　　請求中　　・　　無　　）

下記のいずれかに〇をつけてください。　

①傷病手当金と同一傷病による障害厚生（基礎）年金又は障害手当金の受給 　（　有　・　請求中　・　無　）　有または請求中と回答した方は③へ

②退職共済（老齢厚生・老齢基礎）年金の受給 　（　有　・　請求中　・　無　）　有または請求中と回答した方は③へ

③年金支給情報の確認について、個人番号による情報連携を 　（　利用する
※

　・　利用しない　）　※年金改定通知書省略可

円 年 月

円 年 月

円 年 月 日

円 年 月

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

同同一一傷傷病病にによよるる障障害害厚厚生生年年金金等等がが支支払払わわれれたた場場合合ににはは傷傷病病手手当当金金（（差差額額分分））をを返返納納ししまますす。。

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日

組合員氏名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

組合員番号

傷 病 手 当 金

所 属 所 名 組 合 員 氏 名 続
柄
コ
ー

ド

※事由発生日 ※算定基礎となる
平均標準報酬月額

年 月 日

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

請 求 書

元
号

同 附 加 金

所 属 コ ー ド

標準報酬月額 勤務できなくなった最初の日

0 0

資 格 取 得 年 月 日 資 格 喪 失 年 月 日

日月

介護保険法による
給付を受けたとき

保険者
番号

被保険者
番号

保険者の
名称

月 日 元号 年元号 年 月 日 元号 年

勤務不能と認めた期間
（証明日前の期間で月単位）

令和

連　　絡　　先

令和

障害手当金の額

医 師 氏 名

請　　求　　期　　間
（  月  単  位  ）

令　和 　 請　　求　　金　　額

令　和 ※決　　定　　金　　額

公　務　（　通　勤　）　災　害　認　定　の　有　無　欄

年　金　受　給　に　係　る　申　告　欄

障害厚生年金の額

支給年月日

支給開始年月退職共済（老齢厚生・基礎）年金総額

平　成
令　和

月 日

医師の証明（療養のため勤務できないことに関し、下欄に医師の証明を受けてください。）

傷病名 発病年月日 年

平　成
令　和
平　成
令　和

支給開始年月

症状及び経過

障害基礎年金の額 支給開始年月

医 療 機 関 名令和

平　成
令　和
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【【記記入入ににああたたっっててのの留留意意事事項項】】

1．　※印欄は記入しないでください。

2．　請求書は月単位で作成してください。

3．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

4.   公務（通勤）災害認定の有無欄及び年金受給に係る申告欄も必ずご記入ください。

5.　添付書類　…

　※服務規程上、所属所長（所属機関長）へ診断書の提出義務がない場合は省略可。

6.　年金支給情報の確認について個人番号による情報連携を利用する場合は、年金額決定（改定）通知書の添付を省略す

　　ることができます。ただし、通常の処理期間に加えて1週間程度の期間を要します。

7.　傷病手当金の算定基礎となる標準報酬の月額については、直近の継続した12月の標準報酬の月額の平均額になります。

8.　給料等の訂正が行われ、標準報酬月額の遡及見直しが行われた場合は速やかに提出してください。

　　提出書類　… ①訂正期間に係る報酬支給額証明書

②訂正額の記載された給与明細書等（写）

⑥年金額決定（改定）通知書の写し
　（障害厚生年金等を受給している場合）

2
回
目
以
降

③報酬支給額証明書 ③報酬支給額証明書

④給与明細等の写し
　（請求対象期間に報酬の支払いがあった場合）

④給与明細等の写し（請求対象月の実績分）

⑤年金額決定（改定）通知書の写し
　（障害厚生年金等を受給している場合）

⑤勤務条件通知書等の写し

⑨年金額決定（改定）通知書の写し
　（障害厚生年金等を受給している場合）

①請求対象月の出勤簿の写し ①請求対象月の出勤簿の写し

②請求対象月を含む休職辞令の写し ②請求対象月を含む休職辞令等の写し（休職の場合）

⑤休職全期間分の休職辞令の写し

⑥有給（8割、6割等）休職全期間分の職員別給与簿等

⑦報酬支給額証明書

⑧年金額決定（改定）通知書の写し
　（障害厚生年金等を受給している場合）

(　裏　面　）

⑤休職辞令、分限処分書等の写し（休職の場合）

⑥報酬支給額証明書

⑦給与明細等の写し（請求対象月の実績分）

⑧勤務条件通知書等の写し

臨時的任用職員／会計年度任用職員

①診断書の写し

　（勤務できなくなった最初の日を含むもの）※

②出勤簿の写し
　（勤務できなくなった最初の日を含むもの）

③請求対象月を含む診断書の写し

　（①と重複する場合は省略）※

④請求対象月の出勤簿の写し（②と重複する場合は省略）

本務職員

①診断書の写し
　（勤務できなくなった最初の日を含むもの）

②出勤簿の写し
　（勤務できなくなった最初の日を含むもの）

③請求対象月を含む診断書の写し

④請求対象月の出勤簿の写し初
　
　
回
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傷傷病病手手当当金金 出出産産手手当当金金

新規
給与の訂正等に伴う差額精算

A1 A2 A3

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

B1 円 B2 円 B3 円

円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円

円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円

円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円

円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円

円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円

円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円 × ＝ 円 円

C1 円 円 C2 円 円 C3 円 円

令和 年 月の勤務しなかった期間について、上記の金額の報酬を支払ったことを証明します。

令和 年 月 日

D1（B1÷A1) 円 D2（B2÷A2) 円 D3（B3÷A3) 円

E1（C1÷22） 円 E2（C2÷22） 円 E3（C3÷22） 円

F1（D1＋E1) 円 F2（D2＋E2) 円 F3（D3＋E3) 円

（１）　傷病手当金・出産手当金の日額の算定

平均標準報酬月額 　　標準報酬日額

（ ） × ）円 （１０円未満四捨五入）

標準報酬日額 　　給付日額 ※本来の控除額

（ ） × ）円 （１円未満四捨五入）…①

（２）　報酬日額 （３）　支給対象日数 （４）　控除額

（ F1 円）…② （ ）日…③ ＝ 円 円

（ F2 円）…②’ （ ）日…③’ ＝ 円 円

（ F3 円）…②” （ ）日…③” ＝ 円 円

計 （ ）日…④ 計 円 計 円…⑤

（５）　支給額の決定

給付日額① 　　支給対象日数④ 　控除額⑤ 請求金額

（ 円 ×　 日） － 円 ＝＝ 円円

C2 0

C3 0

C1 0 ①＞②”となる日 ②×③”

報酬② ①＞②’となる日 ②×③’

　年金控除額と（４）控除額

0 0 　のうち、いずれか高い額

①＞②となる日 ②×③

0 0

0 0 2/3　 ＝ （

年金日額 0

①＞年金日額
となる日 年金控除額 1/22　＝ （

合 計

年金額 00

支支 給給 額額 算算 定定 調調 書書

報酬日額

報 酬 ①

報 酬 ②

0

所 属 所 長 又 は 職 名

給 与 事 務 担 当 者 氏 名

合 計 0 0 0 0 0

教職調整額

扶養手当

住居手当

合 計 0 0 0

報 酬 ② 左の手当に対する期間内
の支給割合を乗じた額

支給実績
左の手当に対する期間内
の支給割合を乗じた額

支給実績
左の手当に対する期間内
の支給割合を乗じた額

支給実績
種別 本 来 の 支 給 額

給料

地域手当

報 酬 ①
支 給 実 績 支 給 実 績 支 給 実 績

種別 本 来 の 支 給 額

日

給 与 支 給 割 合 割 割 割

上 記 期 間 の 支 給 対 象 日 数 日 日

日から
令和 年

日から
令和 年期 間 令和 年 月

報報  酬酬  支支  給給  額額  証証  明明  書書

区分
組合員氏名 組合員証記号番号

月
日から

日まで 日まで 日まで
月
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支部様式第25号（2）　

標準報酬の等級 標準報酬月額

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

円

＊＊出出産産手手当当金金のの場場合合

年 月 日 年 月 日

　上記のとおり相違ないことを証明します。
　令和 年 月 日

医療機関名

医師又は助産師名

＊＊休休業業手手当当金金のの場場合合

　地方公務員等共済組合法第70条第　　　号に該当することを証明する。

令和 年 月 日

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日
組合員氏名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

出産手当金
請求書

休業手当金

所属所名 組合員氏名

※事由発生日
※給付事由発生当時

の標準報酬月額
所属コード 組合員番号

元
号 年 月 日

資 格 取 得 年 月 日 資 格 喪 失 年 月 日 標　準　報　酬　月　額

月 日元号 年 月 日 元号 年

第 級 円

令和

請　 　求 　　期 　　間 令和 ～ 令和

勤務できなかった期間 令和 ～

請　求　金　額 ※決　定　金　額

出 産に関する
医　師　又　は
助 　　産　　師
の 　　証　　明

出産予定年月日 令和 出  産  年  月  日 令和

出  生  児 の 数 単 胎　　・　　多 胎 正常・異常分娩の別 正 常　　・　　異 常

印

勤務できな
かった理由

根拠規程

令和

連　　絡　　先

令和

円

【【記記入入ににああたたっっててのの留留意意事事項項】】

1．　※印欄は記入しないでください。

2．　請求書は月単位で作成してください。

3．　休業手当金の請求を行うときは、法第70条各号のいずれかに該当することに関して所属機関または所属所長の証明を

　　受けてください。

4．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

5.　添付書類　…

【出産手当金】 ①出勤簿（写）

②産前産後休暇の期間及び取得が確認できる書類（休暇願・休暇簿の写し等）

③休職辞令（写）（休職期間中に出産手当金の給付事由が生じた場合のみ）

④報酬支給額証明書（請求月のもの）

⑤給与支給明細等（写）

【休業手当金】 ①出勤簿（写）

②報酬支給額証明書（請求月のもの）

③給与支給明細等（写）

④法第70条第1号から第4号に該当する場合…該当事由を証する書類

　 法第70条第5号（１）に該当する場合…住民票謄本又は戸籍謄本及び医療機関受診時の領収書、

　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　診療明細書等

　 法第70条第5号（2）に該当する場合…面接授業の受講証明書等

6.　出産手当金の算定基礎となる標準報酬の月額については、直近の継続した12月の標準報酬の月額の平均額になります。

7.　給料等の訂正が行われ、標準報酬月額の遡及見直しが行われた場合は速やかに提出してください。

　　提出書類　… ①訂正期間に係る報酬支給額証明書

②訂正額の記載された給与明細書等（写）

第5号
　（1）　被扶養者でない組合員の配偶者又は一親等の親族の病気又は負傷

　（2）　通信教育の面接授業

(　裏　面　）

第1号

第2号

第3号

第4号

　被扶養者の病気又は負傷

　組合員の配偶者の出産

　組合員の公務によらない不慮の災害又は被扶養者に係る不慮の災害

　組合員の婚姻又は被扶養者等の婚姻若しくは葬祭
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【【記記入入ににああたたっっててのの留留意意事事項項】】

1．　※印欄は記入しないでください。

2．　請求書は月単位で作成してください。

3．　休業手当金の請求を行うときは、法第70条各号のいずれかに該当することに関して所属機関または所属所長の証明を

　　受けてください。

4．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

5.　添付書類　…

【出産手当金】 ①出勤簿（写）

②産前産後休暇の期間及び取得が確認できる書類（休暇願・休暇簿の写し等）

③休職辞令（写）（休職期間中に出産手当金の給付事由が生じた場合のみ）

④報酬支給額証明書（請求月のもの）

⑤給与支給明細等（写）

【休業手当金】 ①出勤簿（写）

②報酬支給額証明書（請求月のもの）

③給与支給明細等（写）

④法第70条第1号から第4号に該当する場合…該当事由を証する書類

　 法第70条第5号（１）に該当する場合…住民票謄本又は戸籍謄本及び医療機関受診時の領収書、

　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　診療明細書等

　 法第70条第5号（2）に該当する場合…面接授業の受講証明書等

6.　出産手当金の算定基礎となる標準報酬の月額については、直近の継続した12月の標準報酬の月額の平均額になります。

7.　給料等の訂正が行われ、標準報酬月額の遡及見直しが行われた場合は速やかに提出してください。

　　提出書類　… ①訂正期間に係る報酬支給額証明書

②訂正額の記載された給与明細書等（写）

第5号
　（1）　被扶養者でない組合員の配偶者又は一親等の親族の病気又は負傷

　（2）　通信教育の面接授業

(　裏　面　）

第1号

第2号

第3号

第4号

　被扶養者の病気又は負傷

　組合員の配偶者の出産

　組合員の公務によらない不慮の災害又は被扶養者に係る不慮の災害

　組合員の婚姻又は被扶養者等の婚姻若しくは葬祭
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休休業業手手当当金金

新規
給与の訂正等に伴う差額精算

A1 A2 A3

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

B1 円 B2 円 B3 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

C1 円 C2 円 C3 円

令和 年 月の勤務しなかった期間について、上記の金額の報酬を支払ったことを証明します。

令和 年 月 日

D1（B1÷A1) 円 D2（B2÷A2) 円 D3（B3÷A3) 円

E1（C1÷22） 円 E2（C2÷22） 円 E3（C3÷22） 円

F1（D1＋E1) 円 F2（D2＋E2) 円 F3（D3＋E3) 円

（１）　休業手当金の日額の算定

標準報酬月額 　　標準報酬日額

（ ） × ）円 （１０円未満四捨五入）

標準報酬日額 　　給付日額

（ ） × ）円 （１円未満四捨五入）…①

（２）　報酬日額 （３）　支給対象日数 （４）　控除額

（ F1 円）…② （ ）日…③ ＝ 円

（ F2 円）…②’ （ ）日…③’ ＝ 円

（ F3 円）…②” （ ）日…③” ＝ 円

計 （ ）日…④ 計 円

（５）　支給額の決定

給付日額① 　　支給対象日数④ 控除額⑤ 請求金額

（ 円 ×　 日） － 円 ＝ 円円##VVAALLUUEE!!

①＞②”となる日 ②×③”

②×③’

①＞②となる日 ②×③

50/100 ＝ （

①＞②’となる日

合 計

1/22　＝ （

給 与 事 務 担 当 者 氏 名

支支 給給 額額 算算 定定 調調 書書

報酬日額

報 酬 ①

報 酬 ②

合 計 0 0 0

所 属 所 長 又 は 職 名

教職調整額

扶養手当

住居手当

合 計 0 0 0

報 酬 ②
支 給 実 績 支 給 実 績 支 給 実 績

種別 本 来 の 支 給 額

給料

地域手当

日

報 酬 ①
支 給 実 績 支 給 実 績 支 給 実 績

種別 本 来 の 支 給 額

日から

日まで 日まで 日まで

上 記 期 間 の 支 給 対 象 日 数 日 日

日から
令和 年 月

日から

報報  酬酬  支支  給給  額額  証証  明明  書書

区分
組合員氏名 組合員証記号番号

令和 年 月期 間 令和 年 月

支部様式第２５号（３）

新規 延長 短縮

級

　月　額　： 円

年 月 日 ～ 年 月 日

年 月 日 ～ 年 月

※

　対象となる子が1歳に達した日後の要件について、該当する番号を○で囲んでください。

　１　保育所等における保育の実施を希望し申し込みを行っているが、当面その実施が行われない場合

　２　養育を予定していた配偶者が死亡した場合

　３　養育を予定していた配偶者が、負傷・疾病等により当該子を養育することができなくなった場合

　４　婚姻の解消その他事情により、養育を予定していた配偶者が当該子と同居しないこととなった場合

　５　養育を予定していた配偶者が産前6週間（多胎妊娠にあっては14週間）又は産後8週間を経過しない

 　　　状態にある場合

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日
組合員氏名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

育児休業手当金請求書

所 属 所 名 組 合 員 氏 名 育 児 休 業 の 初 日 及 び 末 日

所 属 コ ー ド 組合員番号 （ 変 更 の 場 合 / 今 回 変 更 分 の 初 日 及 び 末 日 ）

令和 年 月 日 ～ 令和

（令和 年

年 月 日

日）月 日 ～ 令和 年 月

標準報酬月額
育児休業に係る子の

氏　名
育児休業に係る子の

生 年 月 日　等級（短期）　：第

令和

令和

（今回変更分の請求期間） （令和

請 求 期 間 令和

円

令和　　　年　　月　　日

延

長

申

請

の

理

由

令和

連　　絡　　先

令和

日まで）

請　求　金　額 円 　　決　定　金　額

雇用保険被保険者資格の有無
（いずれかを○で囲んでください。）

あり　　・　　なし
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支部様式第２５号（３）

新規 延長 短縮

級

　月　額　： 円

年 月 日 ～ 年 月 日

年 月 日 ～ 年 月

※

　対象となる子が1歳に達した日後の要件について、該当する番号を○で囲んでください。

　１　保育所等における保育の実施を希望し申し込みを行っているが、当面その実施が行われない場合

　２　養育を予定していた配偶者が死亡した場合

　３　養育を予定していた配偶者が、負傷・疾病等により当該子を養育することができなくなった場合

　４　婚姻の解消その他事情により、養育を予定していた配偶者が当該子と同居しないこととなった場合

　５　養育を予定していた配偶者が産前6週間（多胎妊娠にあっては14週間）又は産後8週間を経過しない

 　　　状態にある場合

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日
組合員氏名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

育児休業手当金請求書

所 属 所 名 組 合 員 氏 名 育 児 休 業 の 初 日 及 び 末 日

所 属 コ ー ド 組合員番号 （ 変 更 の 場 合 / 今 回 変 更 分 の 初 日 及 び 末 日 ）

令和 年 月 日 ～ 令和

（令和 年

年 月 日

日）月 日 ～ 令和 年 月

標準報酬月額
育児休業に係る子の

氏　名
育児休業に係る子の

生 年 月 日　等級（短期）　：第

令和

令和

（今回変更分の請求期間） （令和

請 求 期 間 令和

円

令和　　　年　　月　　日

延

長

申

請

の

理

由

令和

連　　絡　　先

令和

日まで）

請　求　金　額 円 　　決　定　金　額

雇用保険被保険者資格の有無
（いずれかを○で囲んでください。）

あり　　・　　なし
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支部様式第２５号（３）関連

計算式

■（ 円） ※ 10円未満の端数四捨五入

標準報酬日額 　給付日額

■育児休業開始から180日まで （ 円 ）×67％＝　（ 円 ）

■育児休業開始から181日目以降 （ 円 ）×50％＝　（ 円 ）

■67％支給終了日　　　　 （ 令和　　　年　　月　　日　）

　　（自） 　　（至） 　給付日額 給付日数

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

日日 円円

1.　 ※欄は記入しないでください。

4．　給付日数の算定は、土・日曜日を除いてください。

5．　承認内容に変更があったときは、速やかに変更手続きをしてください。

7．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

※※　　　　育育児児休休業業手手当当金金のの給給付付上上限限相相当当日日額額

標準報酬月額 標準報酬日額

円 ） ÷ ２ ２ ＝ （

※1円未満の端数切り捨て

請求金額

給給  付付  日日  数数  及及  びび  請請  求求  金金  額額  合合  計計

2.　給付期間は、育児休業に係る子が１歳に達する日（＝１歳の誕生日前日）まで。パパママ育休プラスを受ける
　場合、１歳２月に達する日までの１年、総務省令で定める要件に該当する場合、最長１歳６ヵ月(２歳)に達する日まで。

3．　添付書類
＜新規＞①育児休業に係る辞令（写）
＜新規・パパママ育休プラス＞①育児休業に係る辞令（写） ②配偶者の育児休業辞令等（写） ③住民票謄本（写）
＜延長・延長事由１＞①育児休業に係る辞令（写）（当初発令分及び延長発令分全て） ②入所保留通知書等(写し可)
　　　　 　　　　　　　　　 ③保育所等入所申込書（写） ④育児休業手当金支給対象期間延長事由認定申告書
＜延長・延長事由2～5＞①育児休業に係る辞令（写）（当初発令分及び延長発令分全て） ②当該事由を証する書類
＜短縮＞①育児休業に係る辞令（写）（当初発令分から全て） ②復職辞令（写）

3 14,718 円 10,984 円

育児休業対象期間 ６７％計算時 ５０％計算時

1 14,097 円 10,520 円

令和7年8月1日 以降

6．　所属所長または所属機関の長は、毎月５日までに、前月の組合員の休業実績の証明「育児休業手当金に係る
　　休業実績等証明書（支部様式第25号（4））」を提出してください。

2 14,334 円 10,697 円

令和5年8月1日 ～ 令和6年7月31日

令和6年8月1日 ～ 令和7年7月31日
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支部様式第２５号（３）関連

計算式

■（ 円） ※ 10円未満の端数四捨五入

標準報酬日額 　給付日額

■育児休業開始から180日まで （ 円 ）×67％＝　（ 円 ）

■育児休業開始から181日目以降 （ 円 ）×50％＝　（ 円 ）

■67％支給終了日　　　　 （ 令和　　　年　　月　　日　）

　　（自） 　　（至） 　給付日額 給付日数

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

～ 円　× 日　＝ 円

日日 円円

1.　 ※欄は記入しないでください。

4．　給付日数の算定は、土・日曜日を除いてください。

5．　承認内容に変更があったときは、速やかに変更手続きをしてください。

7．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

※※　　　　育育児児休休業業手手当当金金のの給給付付上上限限相相当当日日額額

標準報酬月額 標準報酬日額

円 ） ÷ ２ ２ ＝ （

※1円未満の端数切り捨て

請求金額

給給  付付  日日  数数  及及  びび  請請  求求  金金  額額  合合  計計

2.　給付期間は、育児休業に係る子が１歳に達する日（＝１歳の誕生日前日）まで。パパママ育休プラスを受ける
　場合、１歳２月に達する日までの１年、総務省令で定める要件に該当する場合、最長１歳６ヵ月(２歳)に達する日まで。

3．　添付書類
＜新規＞①育児休業に係る辞令（写）
＜新規・パパママ育休プラス＞①育児休業に係る辞令（写） ②配偶者の育児休業辞令等（写） ③住民票謄本（写）
＜延長・延長事由１＞①育児休業に係る辞令（写）（当初発令分及び延長発令分全て） ②入所保留通知書等(写し可)
　　　　 　　　　　　　　　 ③保育所等入所申込書（写） ④育児休業手当金支給対象期間延長事由認定申告書
＜延長・延長事由2～5＞①育児休業に係る辞令（写）（当初発令分及び延長発令分全て） ②当該事由を証する書類
＜短縮＞①育児休業に係る辞令（写）（当初発令分から全て） ②復職辞令（写）

3 14,718 円 10,984 円

育児休業対象期間 ６７％計算時 ５０％計算時

1 14,097 円 10,520 円

令和7年8月1日 以降

6．　所属所長または所属機関の長は、毎月５日までに、前月の組合員の休業実績の証明「育児休業手当金に係る
　　休業実績等証明書（支部様式第25号（4））」を提出してください。

2 14,334 円 10,697 円

令和5年8月1日 ～ 令和6年7月31日

令和6年8月1日 ～ 令和7年7月31日

（表⾯）

令和 年 月 日

□

□

□ ア　はい 令和 年 月 日

令和 年 月 日

□  ア　していない □  イ　している

令和 年 月 日

□ □

施設名　：　

通所方法　：　

□

□

□

□

□

□ イ　いいえ

〒

　氏　名

（R7.4.1）

 ２　今回、延長を申請する期間について、
　　右のア・イのうち、該当するものを
　　選択してください。

 ア　１歳（注）～１歳６か月の期間

 イ　１歳６か月～２歳の期間

 ３　保育所の利用（入所）申込について、以下①～⑧について選択又は記載してください。

   ①保育所等における保育の利用を希望し、市区町村に利用（入所）申込をしましたか。

 ②利用（入所）申込をした日　：　

育児休業手当金支給対象期間

延長事由認定申告書

 １　育児休業の対象となる子について、
　　右の①②を記載してください。

 ①子の氏名

 ②子の生年月日

イ　辞退したことがある

 ⑦利用（入所）申込をした
　　保育所等の中で、自自宅宅かからら
　　最最もも近近隣隣のの施施設設名名とと通通所所時時間間
　　　　（（片片道道）） 通所時間（片道）　： 分

 ③利用（入所）開始希望日　：　

 ④利用（入所）申込に当たり、入入所所保保留留をを
　　積積極極的的にに希希望望すするる旨旨のの意意思思表表示示をしていませんか。

 ⑤利用（入所）保留の有効期限

 ⑥利用（入所）内定を辞退したことがありますか。 ア　辞退したことはない

（
理
 

由
 

欄

）

（注）パパママ育休プラス利用時は、パパママ育休プラス制度により延長されている期間の末日の翌日

 ⑧申込をしたすべての保育所等の通所時間（片道）が30分以上の場合、その理由を次から選択してください。

 ア　申し込んだ保育所等が本人又は配偶者の通勤の途中で利用できる場所にあるため

 イ　自宅から30分未満で通える保育所等が存在しないため

 ウ　自宅から30分未満で通える保育所等では職場復帰後の勤務時間・勤務日に対応できないため

 エ　子に特別の配慮が必要であり、自宅から30分未満で通える保育所等では対応できないため

 オ　その他

組合員　 　
　現住所

  令和　　　　年　　　　月　　　　日

育児休業手当金の支給対象期間の延長事由について、上記のとおり申告します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

①及び⑧について、「いいえ」・「その他」を選択した場合は、下欄にその理由を記載してください。
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（裏⾯）

ⅠⅠ

ⅡⅡ

ⅢⅢ

ⅣⅣ

ⅤⅤ

ⅥⅥ

ⅦⅦ

ⅧⅧ

ⅨⅨ

ⅩⅩ

ⅪⅪ

ⅱⅱ　市区町村に保育所等の利用（入所）申込をしたときの申込書の写し

　　（電子申請の場合は申込内容を出力したもの、または、申込をした画面の複写）

ⅲⅲ　市区町村が発行した保育所等における保育が当面行われないことが明らかとなる通知

　　（入所保留通知書、入所不承諾通知書など市区町村によって名称が異なります。）

　３の①欄について、申込をしていない場合は、原則として延長の要件を満たしません。

　ただし、子の疾病や障害により特別に配慮が必要であり、市区町村から保育体制が整備されていない等の理由により、申込の受付
ができないとされた場合には、延長が認められる場合があります（注1）ので、理由欄に特別な配慮が必要な理由及び市区町村との相
談の内容等を記載の上、次の書類を支給申請書に添付して申請してください。

（（記記載載ににああたたっっててのの留留意意事事項項））

　この申告書は、保育所等での保育が開始されないことを理由に、育児休業手当金の支給対象期間の延長を求めるときに、必ず組
合員本人が記載し、所属所を経由して提出してください。

　申告書は事実について正しく記載してください。申告しなければならない事柄を申告しなかったリ、偽りの記載をして提出した場合に
は、以降育児休業手当金を受けることができなくなるばかりでなく、不正に受給した金額の返還を命ぜられることがあります。

　保育所等での保育が開始されないことを理由とした育児休業手当金の支給対象期間延長は、速やかな職場復帰を図るために保育
所等の利用（入所）申込をしたが入所ができないなど、やむを得ず職場復帰ができない方を対象とした制度です。制度の趣旨に沿っ
た延長の申請であることを確認するため、次の書類を手当金請求書に添付して申請してください。

【【手手当当金金請請求求書書にに添添付付がが必必要要なな書書類類】】

ⅰⅰ　育児休業手当金支給対象期間延長事由認定申告書（この申告書）

　ただし、市区町村が募集をしていない時期があるために、申込可能な希望日での申込をした場合には、延長が認められる場合があり
ます（注1）ので、理由欄に具体的な理由を記載のうえ、上記Ⅲⅰ～ⅲに加えて、次の書類を手当金請求書に添付して申請してくださ

【【手手当当金金請請求求書書にに添添付付がが必必要要なな書書類類】】

ⅳ　保育所入所の案内やホームページなど、市区町村が申込を受け付けていないことが確認できる書類

　３の④欄について、申込において「保育所等への入所を希望していない」、「育児休業からの職場復帰の意思がない」、「育児休業の
延長を希望する」、「入所保留となることを希望する」など、職場復帰や保育所等への入所の意思がないことを明示的に記載・選択し
ているときは「している」場合に該当します。

　３の⑤欄について、入所保留通知書、入所不承諾通知書などに記載された有効期間を記載してください。入所保留通知書、入所不
承諾通知書などに有効期間の記載がない場合は空欄で構いません。

　３の⑥欄について、１に記載した子について、これまでに内定を辞退している場合は、原則として延長の要件を満たしません。

【【手手当当金金請請求求書書にに添添付付がが必必要要なな書書類類】】

ⅰ　育児休業手当金支給対象期間延長事由認定申告書（この申告書）

ⅱ　医師の診断書や障害者手帳の写しなど、特別な配慮が必要であることを確認できる書類

　３の②欄について、申込をした日が子の１歳の誕生日（注2）（又は１歳6か月の誕生日応答日）以降の場合は、原則として延長の要件
を満たしません。

　ただし、市区町村が１歳の誕生日以降でなければ申込を受け付けないなど、保育利用の申込の機会が極端に限られる場合には、延
長が認められる場合があリます（注1）ので、理由欄に具体的な理由や市区町村との相談の内容等を記載してください。

　３の③欄について、利用（入所）開始希望日が子の１歳の誕生日（注２）（又は１歳6か月の誕生日応答日）の翌日以降の場合は、原
則として延長の要件を満たしません。

　・　エを選択した場合：医師の診断書や障害者手帳の写しなど、特別な配慮が必要であることを確認できる書類

　・　オを選択した場合：理由欄に具体的な理由を記載のうえ、記載内容を確認できる書類

（注１)　単に申込を忘れていた場合や、市区町村の申込期限に間に合わなかった場合、市区町村への相談無く申込をしなかった場合は、廷長の
要件を満たしません。

（注２)　パパ・ママ育休プラス利用時は、パパママ育休プラス制度により延長されている期間の末日の翌日。

（R7.4.1）

　ただし、内定後の住所変更など、内定した保育所等に子を入所させることが困難な事情の変更が生じた場合には、延長が認められ
る場合がありますので、理由欄に変更前の住所や変更前後の勤務場所、事情変更の生じた日付及び具体的な理由を記載してくださ
い。

　３の⑦欄について、通所方法は通所する場合に利用する予定だった交通手段（徒歩・自転車・自動車・バス等）を記載し、その交適
手段による自宅からの片道の所要時問を記載してください。

なお、送迎サービス等を利用する場合は送迎場所までの片道の所要時間を記載してください。

　３の⑧欄について、利用（入所）希望の保育所等が、合理的な理由なく通所に自宅から片道30分以上要する保育所等のみとなって
いる場合は、原則として延長の要件を満たしません。

　選択肢に応じて、上記Ⅲⅰ～ⅲの書類に加えて、次次のの書書類類をを手手当当金金請請求求書書にに添添付付して申請してください。

　・　ア～ウを選択した場合：上記Ⅲⅰ～ⅲの書類のみ

支部様式第２５号（4）

上記の職員について、育児休業期間中 出勤しなかった期間に対して給料を支給していないことを証明します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿 － －
令和 年 月 日

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

※※ 証証明明はは月月単単位位ととしし、、請請求求月月のの翌翌月月55日日（（必必着着））ままででにに毎毎月月提提出出ししててくくだだささいい。。

※※　　育育児児休休業業手手当当金金支支給給対対象象者者ににつついいてて証証明明ををおお願願いいししまますす。。

※※　　所所属属機機関関のの長長又又はは所所属属所所長長のの証証明明はは、、休休業業期期間間のの末末日日以以降降にに行行っっててくくだだささいい。。

※※　　異異動動等等（（転転出出、、退退職職をを含含むむ。。））にに該該当当すするる場場合合はは、、旧旧所所属属所所かからら提提出出ししててくくだだささいい。。

共済組合受付印

育育児児休休業業（（支支援援））手手当当金金にに係係るる休休業業実実績績等等証証明明書書
（（ 令令 和和 年年 月月 分分 ））

所属所番号 所属所名

給与支払事務担当者 職名 氏名

組合員証番号 組合員氏名 休業期間 備考

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

連　　絡　　先

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日
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支部様式第２５号（4）

上記の職員について、育児休業期間中 出勤しなかった期間に対して給料を支給していないことを証明します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿 － －
令和 年 月 日

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

※※ 証証明明はは月月単単位位ととしし、、請請求求月月のの翌翌月月55日日（（必必着着））ままででにに毎毎月月提提出出ししててくくだだささいい。。

※※　　育育児児休休業業手手当当金金支支給給対対象象者者ににつついいてて証証明明ををおお願願いいししまますす。。

※※　　所所属属機機関関のの長長又又はは所所属属所所長長のの証証明明はは、、休休業業期期間間のの末末日日以以降降にに行行っっててくくだだささいい。。

※※　　異異動動等等（（転転出出、、退退職職をを含含むむ。。））にに該該当当すするる場場合合はは、、旧旧所所属属所所かからら提提出出ししててくくだだささいい。。

共済組合受付印

育育児児休休業業（（支支援援））手手当当金金にに係係るる休休業業実実績績等等証証明明書書
（（ 令令 和和 年年 月月 分分 ））

所属所番号 所属所名

給与支払事務担当者 職名 氏名

組合員証番号 組合員氏名 休業期間 備考

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

連　　絡　　先

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（自）令和　　　　年　　　　月　　　　日

（至）令和　　　　年　　　　月　　　　日
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支部様式第２５号（６）

新規 延長 短縮

第 級

年 月 日 ～ 年 月  日

年 月 日 ～ 年 月

1 配偶者が育児休業を取得している
※1

（令和 年 月 日から 　令和 年 月

 子の出生日の翌日時点において

2 　配偶者が産後休業を取得している

3 　配偶者がいない

4 　配偶者が組合員の子と親子関係にない

5 　組合員が配偶者から暴力を受け別居中

6 　配偶者が行方不明

7 　配偶者が無職である

8 　配偶者が自営業やフリーランス等の雇用される労働者でない

9 　1～8以外の理由により配偶者が育児休業を取得することができない
　　（理由）

日 円 月分 日 円

日 円 月分 日 円

  公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

年 月 日

組合員氏名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

　※1　出生日から起算して56日を経過する日の翌日までに14日以上取得している必要があります。

所 属 所 名 組 合 員 氏 名 育 児 休 業 の 初 日 及 び 末 日

所 属 コ ー ド 組 合 員 番 号 （ 変 更 の 場 合 / 今 回 変 更 分 の 初 日 及 び 末 日 ）

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

育児休業支援手当金請求書

年 月 日

（令和 年

月 日 ～ 令和令和 年

年 月 日）月 日 ～ 令和

雇用保険被保険者
資格の有無

（いずれかを〇で囲んで
ください。）

標準報酬月額
育児休業に係る子の

氏　名
育児休業に係る子の

出産予定年月日
育児休業に係る子の

生 年 月 日
等級：
（短期）

令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日あり 　・ 　なし 月額： 円

（今回変更分の請求期間） （令和 令和

請求期間 令和 令和

 日）

配偶者の状況
（該当する番号を○で囲み、9の場

合は理由も記載してください。）

月分

令和

日まで）

請 求 金 額 ※ 決 定 金 額

月分

所　　属　　所　　連　　絡　　先

令和

支部様式第２５号（６）関連

計算式

■（ 円） ※10円未満の端数四捨五入

標準報酬日額 　給付日額

■育児休業支援手当金日額 （ 円 ）×13％＝　（ 円 ）

　　（自） （至） 　給付日額 　 　給付日数

日日 円円

1.　 ※欄は記入しないでください。

＜対象期間＞

①組合員が産後休業等をしなかったとき…子の出生日から起算して５６日を経過する日の翌日まで

②組合員が産後休業等をしたとき…下表のとおり

3.　 給付日数の算定は、土・日曜日を除いてください。

4.　 承認内容に変更があったときは、速やかに変更手続きをしてください。

5.　 所属所受付印欄は、必ず押印してください。

6.　 添付書類については、裏面をご参照ください。

育育児児休休業業支支援援手手当当金金のの給給付付上上限限相相当当日日額額

1 ～

2 以降

標準報酬月額 標準報酬日額

円 ） ÷ ２ ２ ＝ （

①

※1円未満の端数切り捨て

請求金額

②

2. 　組合員が対象期間内の育児休業等をした日について、最大28日間（歴日数）を限度に支給します。

給給  付付  日日  数数  及及  びび  請請  求求  金金  額額  合合  計計

子の出生日 （自） （至）

出産予定日より前 子の出生日 出産予定日から起算して112日を経過する日の翌日

出産予定日と同日 子の出生日 子の出生日から起算して112日を経過する日の翌日

出産予定日より後 出産予定日 子の出生日から起算して112日を経過する日の翌日

育児休業対象期間 給付上限日額

令和7年4月1日 令和7年7月31日 2,781 円

令和7年8月1日 2,855 円

（表面）
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支部様式第２５号（６）関連

計算式

■（ 円） ※10円未満の端数四捨五入

標準報酬日額 　給付日額

■育児休業支援手当金日額 （ 円 ）×13％＝　（ 円 ）

　　（自） （至） 　給付日額 　 　給付日数

日日 円円

1.　 ※欄は記入しないでください。

＜対象期間＞

①組合員が産後休業等をしなかったとき…子の出生日から起算して５６日を経過する日の翌日まで

②組合員が産後休業等をしたとき…下表のとおり

3.　 給付日数の算定は、土・日曜日を除いてください。

4.　 承認内容に変更があったときは、速やかに変更手続きをしてください。

5.　 所属所受付印欄は、必ず押印してください。

6.　 添付書類については、裏面をご参照ください。

育育児児休休業業支支援援手手当当金金のの給給付付上上限限相相当当日日額額

1 ～

2 以降

標準報酬月額 標準報酬日額

円 ） ÷ ２ ２ ＝ （

①

※1円未満の端数切り捨て

請求金額

②

2. 　組合員が対象期間内の育児休業等をした日について、最大28日間（歴日数）を限度に支給します。

給給  付付  日日  数数  及及  びび  請請  求求  金金  額額  合合  計計

子の出生日 （自） （至）

出産予定日より前 子の出生日 出産予定日から起算して112日を経過する日の翌日

出産予定日と同日 子の出生日 子の出生日から起算して112日を経過する日の翌日

出産予定日より後 出産予定日 子の出生日から起算して112日を経過する日の翌日

育児休業対象期間 給付上限日額

令和7年4月1日 令和7年7月31日 2,781 円

令和7年8月1日 2,855 円

（表面）
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①育児休業に係る全期間分の辞令等の写し　　②出産予定日が確認できる書類の写し（親子健康手帳の出産予定日が確認でき

るページ、医師の診断書（分娩（出産）予定日証明書）等）　　③住民票謄本（続柄記載、マイナンバーなし）の写し　　④配偶者の

　 状況 1～9を証する書類（以下の《表》参照）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

　 ①育児休業に係る全期間分の辞令等の写し

　復職 （育児休業期間の短縮）により、当初の申請時における給付日数に変更がある場合に提出してください。

　 ①育児休業に係る全期間分の辞令等の写し　　②復職の辞令等の写し

　子の出生日の翌日より後に以下のいずれかに該当することとなった場合に限り、配偶者の要件に該当せずとも育児休業支援手当金

の支給が可能です。

　■配偶者が配偶者育児休業等の申出  （子の出生日から起算して 56 日を経過する日の翌日までの期間内に通算して 14 日以上の

 配偶者育児休業等をする旨の申出に限る。）  を行っていたが、地共済法第 70 条の３第２項第１号、第２号又は第４号のいずれかに該

当したことにより、配偶者育児休業等の日数が通算して 14 日に満たなくなったとき

　 ①疎明書Ａ　　②変更となった配偶者の状況 3～9を証する書類 （上記 《表》の 3～9を証する書類）　  ③配偶者が育児休業等を

 申し出たことが分かる書類の写し（育児休業申出書、育児休業取扱通知書等）

 　■子の出生日から 14 日を経過する日までに地共済法第 70 条の３第２項第１号、第２号又は第４号のいずれかに該当したことにより、

 配偶者育児休業（出生後育児休業）等をすることができる日数が 14 日に満たなくなったとき

　 ①疎明書Ｂ　　②変更となった配偶者の状況 3～9を証する書類 （上記 《表》の 3～9を証する書類）

配偶者の直近の課税証明書等（給与収入がなく、所得の内訳の事業所得に金額が計上されていることの確認のため）
   ※課税証明書に給与収入金額が記載されている場合は、以下の状態に応じて確認できる書類を提出してください。
　    雇用される労働者としての収入・・・・・・・・・対象となる子の出生日の翌日時点で退職していることがわかる書類の写し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （退職証明書、離職票、健康保険等の資格喪失証明書、退職日が記載さ
                                                     　　     れた源泉徴収票等）
　    労働者でない役員としての役員報酬等・・・その身分を証明する書類の写し（役員名簿、身分証等）

7．　添付書類

《表》

配偶者の育児休業承認期間が確認できる書類の写し （辞令、育児休業申出書、育児休業取扱通知書等）

②、③の添付書類により証明する。

戸籍謄（抄）本
　 ※抄本の場合は、組合員本人のもの。

戸籍謄（抄）本
　 ※抄本の場合は、組合員本人及び対象の子のもの。③住民票謄本において、組合員の配偶者が世帯主となってお
　  り、対象の子との続柄が「夫の子」又は「妻の子」と記載されている場合は、省略可。

裁判所が発行する配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第10条に基づく保護命令に係
る書類の写し、女性支援センター等が発行する配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書の写しのうちいずれか

配偶者の勤務先において無断欠勤が３か月以上続いていることについて事業主が証明したもの、または罹災証明書

配偶者の直近の課税証明書等　（収入がないことの確認のため）
　 ※課税証明書に給与収入金額が記載されている場合は、対象となる子の出生日の翌日時点で退職していることがわ
    かる書類の写し（退職証明書、離職票、健康保険等の資格喪失証明書、退職日が記載された源泉徴収票等）も提出
    してください。

配偶者が給付金の対象となる育児休業をすることができないことの申告書
　 ※状況に応じて追加書類の提出が必要になります。

新規

延⻑

短縮

請求の特例

（裏面）
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⽀部様式第２５号（６）の２

フリガナ 配偶者の⽣年⽉⽇
  昭和
  平成    年    ⽉    ⽇

チェック欄 配偶者が育児休業をすることができない理由 必要書類

□ ①⽇々雇⽤される者であるため ・労働契約の内容がわかる書類（労働条件通知書等）

□

②育児休業の申出をすることができない有期雇⽤労
働者（※）であるため
※ ⼦の出⽣⽇または出産予定⽇のうち遅い⽇から起算して８週間
を経過する⽇の翌⽇から６か⽉を経過する⽇までに、労働契約が
満了することが明らかな有期雇⽤労働者が該当します。

 ・労働契約の内容がわかる書類（労働条件通知書等）
※以下の欄も記⼊してください。
  労働契約の終了予定⽇  令和   年    ⽉    ⽇
  ⼦の出⽣⽇または出産予定⽇のうち遅い⽇
              令和   年    ⽉    ⽇

③労使協定に基づき事業主から育児休業の申出を拒
まれたため
⇒労使協定に基づき事業主が申出を拒むことができるのは次のい
ずれかに該当する場合に限られます。該当するものに○をつけて
ください。
  (ｱ)  ⼦の出⽣の翌⽇時点の勤務先の事業主に継続して雇⽤された
期間が１年に満たない場合
  (ｲ)  育児休業申出の⽇から１年以内に雇⽤関係が終了することが
明らかである場合
  (ｳ)  出⽣時育児休業の申出の⽇から８週間以内に雇⽤関係が終了
することが明らかである場合
  (ｴ)  １週間の所定労働⽇数が２⽇以下の場合

□
④公務員であって育児休業の請求に対して任命権者
から育児休業が承認されなかったため

 ・任命権者からの不承認の通知書

⑤雇⽤保険被保険者ではないため、育児休業給付を
受給することができない
※共済組合の組合員である公務員の場合は該当しません。

 ・雇⽤保険の適⽤に関することの証明書
※雇⽤保険被保険者でないことを事業主が証明したもの
（１週間の所定労働時間が20時間未満の場合は、労働契約の内容
がわかる書類（労働条件通知書等）に代えることも可。）

□
⑥短期雇⽤特例被保険者であるため、育児休業給付
を受給することができない

 ・雇⽤保険の適⽤に関することの証明書
※短期雇⽤特例被保険者であることを事業主が証明
したもの

□
⑦雇⽤保険被保険者であった期間が1年未満のため、
育児休業給付を受給することができない

 ・雇⽤保険の適⽤に関することの証明書
※雇⽤保険被保険者であった期間が１年未満である
ことを事業主が証明したもの。ただし、育児休業を
開始した⽇前２年間に他の事業所に雇⽤されている
期間がある場合は、育児休業給付受給資格否認通知
書の写しを提出してください。

□
⑧雇⽤保険被保険者であった期間は1年以上あるが、
賃⾦⽀払いの基礎となる⽇数や労働時間が不⾜する
ため、育児休業給付を受給することができない

 ・賃⾦⽀払状況についての証明書
※⼦の出⽣の翌⽇時点における配偶者の勤務先の事業主が
証明したもの

⑨配偶者の勤務先の出⽣時育児休業⼜は育児休業が
有給の休業であるため、育児休業給付を受給するこ
とができない
※有給でなければ出⽣時育児休業給付⾦または育児休業給付⾦が
⽀給される休業を、期間内に通算して14⽇以上取得している必要
があります。

組合員⽒名

□

 ・育児休業取得証明書
 ・出⽣時育児休業⼜は育児休業の期間が確認できる
書類の写し（育児休業申出書、育児休業取扱通知書
等）

令和  年  ⽉  ⽇
公⽴学校共済組合沖縄⽀部⻑ 殿

配偶者が給付⾦の対象となる育児休業をすることができないことの申告書

以下に記載する私の配偶者は、育児休業⽀援⼿当⾦の対象となる⼦の出⽣の翌⽇時点で、以下の理由により、⼦の出⽣⽇
から起算して56⽇を経過する⽇の翌⽇までに、育児休業を取得することができないことを申告します。

配偶者の⽒名

※ 該当するチェック欄（いずれか⼀つ）に✔を⼊れ、該当する必要書類を添付してください。

□
 ・左記(ｱ)〜(ｴ)のいずれかに該当することが確認で
きる労働契約の内容がわかる書類（労働条件通知書
等）
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支部様式第２５号（６）の３

所 属 所 名

組 合 員 氏 名

   下記の者の雇用保険の適用関係は以下のとおりであることを証明します。

1 　雇用保険の被保険者でない。

2 　短期雇用特例被保険者である。

3 　雇用保険の被保険者であった期間が１年未満である。

　　　 ※3について、育児休業を開始した日前２年間に他の事業所に雇用されている期間がある場合は、

　　　 育児休業給付受給資格否認通知書の写しを提出してください。

　令和　   　年　   　月　   　日

　公立学校共済組合沖縄支部長　殿

事 業 所 名

所 在 地

事 業 主 名 印

電 話 番 号

担当者氏名

雇用保険の適用に関することの証明書

記

フリガナ

住     所

　〒

氏     名

生年月日
昭和

　年　　　　　月　　　　　日
平成

支部様式第２５号（６）の４

所 属 所 名

組 合 員 氏 名

   下記の者は、当事業所において雇用保険被保険者の資格を有していますが、被保険者の

子の出生日以前２年間に賃金支払基礎日数が１１日以上ある（ない場合は賃金の支払いの基

礎となった時間数が８０時間以上の）完全月が１２か月に満たないことを証明します。

被保険者の子の
生年月日

か月

　令和　  　年　  　月　  　日

　公立学校共済組合沖縄支部長　殿

事 業 所 名

所 在 地

事 業 主 名 印

電 話 番 号

担当者氏名

賃金支払状況についての証明書

記

被保険者の
氏　　　名

（フリガナ）

　　　　  令和 　　　　　年　　　　　月　　　　　日

被保険者の子の出生日以前２年間に賃金支払基礎日数が１１日以上ある
（ない場合は賃金の支払いの基礎となった時間数が８０時間以上の）完全月
の月数

被保険者の
生年月日

昭和
　　　　　年　　　　　月　　　　　日

平成

被保険者の子の
氏　　　名

（フリガナ）
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支部様式第２５号（６）の４

所 属 所 名

組 合 員 氏 名

   下記の者は、当事業所において雇用保険被保険者の資格を有していますが、被保険者の

子の出生日以前２年間に賃金支払基礎日数が１１日以上ある（ない場合は賃金の支払いの基

礎となった時間数が８０時間以上の）完全月が１２か月に満たないことを証明します。

被保険者の子の
生年月日

か月

　令和　  　年　  　月　  　日

　公立学校共済組合沖縄支部長　殿

事 業 所 名

所 在 地

事 業 主 名 印

電 話 番 号

担当者氏名

賃金支払状況についての証明書

記

被保険者の
氏　　　名

（フリガナ）

　　　　  令和 　　　　　年　　　　　月　　　　　日

被保険者の子の出生日以前２年間に賃金支払基礎日数が１１日以上ある
（ない場合は賃金の支払いの基礎となった時間数が８０時間以上の）完全月
の月数

被保険者の
生年月日

昭和
　　　　　年　　　　　月　　　　　日

平成

被保険者の子の
氏　　　名

（フリガナ）
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支部様式第２５号（６）の５

所 属 所 名

組 合 員 氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

　上記のとおり相違ないことを証明します。

　令和　  　年　  　月　  　日

　公立学校共済組合沖縄支部長　殿

事 業 所 名

所 在 地

事 業 主 名 印

電 話 番 号

担当者氏名

添付書類：

　 出生時育児休業又は育児休業の期間が確認できる書類の写し（育児休業申出書、育児休業取扱通知書等）

育児休業取得証明書

　 当社においては、育児休業中も賃金を支払っているため、従業員が育児休業給付を受給する
ことができません。
　 当社の従業員である下記の者につきまして、子の出生後8週間の期間（注）の出生時育児休業期間または
育児休業期間の就業状況等は下記のとおりであり、賃金の支払いがなければ出生時育児休業給付金又は
育児休業給付金の支給要件を満たす休業を通算して14日以上取得していることを証明します。

記

育児休業期間

      ①　　令和　　　年　　　月　　　日　　～　　令和　　　年　　　月　　　日

      ②　　令和　　　年　　　月　　　日　　～　　令和　　　年　　　月　　　日

生 年 月 日
昭和

　　　　　年　　　　　月　　　　　日
平成

当
該
育
児
休
業
に
係

る
子

　　　　  令和 　　　　　年　　　　　月　　　　　日

従
業
員

性別

産後休暇期間      令和 　 　年　  　月　　  日　　～　　令和　  　年　  　月　 　 日

出生時育児休業
期　　　　間

      ①　　令和　　　年　　　月　　　日　　～　　令和　　　年　　　月　　　日

      ②　　令和　　　年　　　月　　　日　　～　　令和　　　年　　　月　　　日

支部様式第２５号（６）の６

　　私は、子の出生日の翌日より後の日である　 　月　 　日に、次の事由に該当したことにより、私の配偶

 者が勤務先に申し出ていた育児休業を予定どおり取得することができなくなったため、子の出生後５６日

 を経過する日の翌日までの育児休業の取得日数が１４日に満たなくなったことを疎明します。

1 配偶者がいない

2 配偶者が組合員の子と親子関係にない

3 組合員が配偶者から暴力を受け別居中

4 配偶者が労働者でない

5 配偶者が自営業やフリーランス等の雇用保険法の適用を受けていない

6 １～５以外の理由により配偶者が育児休業を取得することができない

　　理由：

　令和　  　年　  　月　  　日

　公立学校共済組合沖縄支部長　殿

所 属 所 名

組合員氏名

添付書類：  
　 ①〇を付けた事由に該当することが分かる書類
　 ②配偶者が育児休業を申し出たことが分かる書類（育児休業申出書、育児休業取扱通知書等）

配偶者が勤務先に申し出てい
た育児休業の期間

令和 　 　年　  　月　　  日　　～　　令和　  　年　  　月　 　 日

配偶者の状況
（該当する番号を○で囲み、6
の場合は理由も記載してくださ

い。）

疎明書A

育児休業に係る子の氏名

育児休業に係る子の生年月日 　　　　　令和 　 　年　  　月　　  日

配偶者の氏名
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支部様式第２５号（６）の６

　　私は、子の出生日の翌日より後の日である　 　月　 　日に、次の事由に該当したことにより、私の配偶

 者が勤務先に申し出ていた育児休業を予定どおり取得することができなくなったため、子の出生後５６日

 を経過する日の翌日までの育児休業の取得日数が１４日に満たなくなったことを疎明します。

1 配偶者がいない

2 配偶者が組合員の子と親子関係にない

3 組合員が配偶者から暴力を受け別居中

4 配偶者が労働者でない

5 配偶者が自営業やフリーランス等の雇用保険法の適用を受けていない

6 １～５以外の理由により配偶者が育児休業を取得することができない

　　理由：

　令和　  　年　  　月　  　日

　公立学校共済組合沖縄支部長　殿

所 属 所 名

組合員氏名

添付書類：  
　 ①〇を付けた事由に該当することが分かる書類
　 ②配偶者が育児休業を申し出たことが分かる書類（育児休業申出書、育児休業取扱通知書等）

配偶者が勤務先に申し出てい
た育児休業の期間

令和 　 　年　  　月　　  日　　～　　令和　  　年　  　月　 　 日

配偶者の状況
（該当する番号を○で囲み、6
の場合は理由も記載してくださ

い。）

疎明書A

育児休業に係る子の氏名

育児休業に係る子の生年月日 　　　　　令和 　 　年　  　月　　  日

配偶者の氏名
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支部様式第２５号（６）の７

　　私は、子の出生日の翌日より後の日である　 　月　 　日に、次の事由に該当したことにより、子の出生

 後５６日を経過する日の翌日までに私の配偶者の育児休業の取得日数が１４日に満たなくなったことを

 疎明します。

1 配偶者がいない

2 配偶者が組合員の子と親子関係にない

3 組合員が配偶者から暴力を受け別居中

4 配偶者が労働者でない

5 配偶者が自営業やフリーランス等の雇用保険法の適用を受けていない

6 １～５以外の理由により配偶者が育児休業を取得することができない

　　理由：

　令和　  　年　  　月　  　日

　公立学校共済組合沖縄支部長　殿

所 属 所 名

組合員氏名

添付書類：  
　  ・ 〇を付けた事由に該当することが分かる書類

配偶者の状況
（該当する番号を○で囲み、6
の場合は理由も記載してくださ

い。）

疎明書B

育児休業に係る子の氏名

育児休業に係る子の生年月日 　　　　　令和 　 　年　  　月　　  日

配偶者の氏名

支部様式第２５号（７）

年 月 日 年 月 日

第 級 円

年 月

円

※

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日

組合員氏名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

職　 名

氏　 名

1.　 ※欄は記入しないでください。

2.　この請求書は、育児時短勤務を行った月の翌月以降に、取得実績をもとに給与減額が確定した後に提出してください。

3．　請求書の提出後に記載内容に変更が生じた場合は、あらためて変更後の内容により本請求書を提出してください。

4．　所属所受付印欄は、必ず押印してください。

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

育児時短勤務手当金請求書

所 属 所 コ ー ド 育 児 時 短 勤 務 の 開 始 年 月 日 及 び 終 了 予 定 年 月 日

所 属 所 名 令和 ～ 令和

組 合 員 番 号 雇用保険被保険者資格の有無（いずれかを○で囲んでください。）

組 合 員 氏 名 あり　　・　　なし

令和　　　年　　月　　日

育児時短勤務を開始した日の
属する月の標準報酬月額 短縮前（通常勤務時）の

１週間の所定勤務時間
育児時短勤務

に係る子の氏名
育児時短勤務に係る

子の生年月日
等級（短期） 標準報酬月額

時間

請求対象月 令和

請求対象月中の１週間の所定勤務時間 時間 請求対象月に支払われた報酬の額

請　求　金　額 円 　　決　定　金　額 円

令和

所　　属　　所　　連　　絡　　先
令和

所 属 機 関 又 は 所 属 所 名

所属機関の長
又は所属所長

（表面）
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支部様式第２５号（７）

年 月 日 年 月 日

第 級 円

年 月

円

※

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日

組合員氏名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

職　 名

氏　 名

1.　 ※欄は記入しないでください。

2.　この請求書は、育児時短勤務を行った月の翌月以降に、取得実績をもとに給与減額が確定した後に提出してください。

3．　請求書の提出後に記載内容に変更が生じた場合は、あらためて変更後の内容により本請求書を提出してください。

4．　所属所受付印欄は、必ず押印してください。

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

育児時短勤務手当金請求書

所 属 所 コ ー ド 育 児 時 短 勤 務 の 開 始 年 月 日 及 び 終 了 予 定 年 月 日

所 属 所 名 令和 ～ 令和

組 合 員 番 号 雇用保険被保険者資格の有無（いずれかを○で囲んでください。）

組 合 員 氏 名 あり　　・　　なし

令和　　　年　　月　　日

育児時短勤務を開始した日の
属する月の標準報酬月額 短縮前（通常勤務時）の

１週間の所定勤務時間
育児時短勤務

に係る子の氏名
育児時短勤務に係る

子の生年月日
等級（短期） 標準報酬月額

時間

請求対象月 令和

請求対象月中の１週間の所定勤務時間 時間 請求対象月に支払われた報酬の額

請　求　金　額 円 　　決　定　金　額 円

令和

所　　属　　所　　連　　絡　　先
令和

所 属 機 関 又 は 所 属 所 名

所属機関の長
又は所属所長

（表面）
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5.　添付書類

　①育児時短勤務に係る辞令の写し 　①育児部分休業承認請求書（決裁済みのもの）の写し

　②請求月の出勤簿の写し 　②取消等があった場合、確認できる書類の写し

　③請求月に支払われた給与明細等の写し 　③請求月およびその前月の出勤簿の写し

　④通勤手当支給月に支払われた給与明細等の写し（定期代で 　④請求月に支払われた給与明細等の写し

　の認定等、複数月分を一括で支払う場合のみ） 　⑤通勤手当支給月に支払われた給与明細等の写し（定期代で

　⑤請求月に係る給与の追給及び返納が請求月及び減額を行っ 　の認定等、複数月分を一括で支払う場合のみ）

　た月以外の給与で調整されている場合は、その月の給与明細等 　⑥請求月の翌月以降に当該請求月に係る減額を行った給与明

　の写し 　細等の写し

　例）4月：部分休業開始、5月：通勤手当追給、6月：4月部分休業 　⑦請求月に係る給与の追給及び返納が請求月及び減額を行っ

　　　の減額を行った場合 　た月以外の給与で調整されている場合は、その月の給与明細等

　⇒4月、5月、6月分の給与明細等の写し 　の写し

　⑥報酬支給額証明書（支部様式第25号（7） 関連）　 　例）4月：部分休業開始、5月：通勤手当追給、6月：4月部分休業

　⑦育児時短勤務開始前の所定の勤務時間が確認できる書類 　　　の減額を行った場合

　（勤務条件通知書等の写し）※フルタイム勤務の方は提出不要 　⇒4月、5月、6月分の給与明細等の写し

　【初回のみ】⑧育児の事実及び子の生年月日確認書類の写し 　⑧報酬支給額証明書（支部様式第25号（7） 関連）　

　（住民票謄本、戸籍謄本、母子健康手帳、出生証明書　等） 　⑨育児時短勤務開始前の所定の勤務時間が確認できる書類

　（勤務条件通知書等の写し）※フルタイム勤務の方は提出不要

　【初回のみ】⑩育児の事実及び子の生年月日確認書類の写し

　（住民票謄本、戸籍謄本、母子健康手帳、出生証明書　等）

6．　その他留意点

①手当金は、最長で育児時短勤務に係る子の２歳の誕生日の前前々々日日の属する月まで請求できます。

②組合員資格が請求月の初日から末日まで引き続いていない月は、支支給給対対象象外外です。

育育児児時時短短勤勤務務手手当当金金のの支支給給限限度度額額、、基基準準報報酬酬月月額額相相当当額額及及びび最最低低限限度度額額

支給限度額
（地共済法第70条の5第2項）

459,000円 471,393円

育育児児時時短短勤勤務務のの場場合合 部部分分休休業業のの場場合合

令和7年4月1日～
令和7年7月31日

令和7年8月1日～

（裏面）

基準標準報酬月額相当額
（地共済法第70条の5第5項）

470,700円 483,300円

最低限度額
（地共済法第70条の5第6項）

2,295円 2,411円
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支部様式第２５号（７）関連

新規
給与の訂正等に伴う差額精算

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

A1 円 A2 円 A3 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

B1 円 B2 円 B3 円

令和 年 月の報酬について、上記のとおり証明します。

令和 年 月 日

（１）　支給の可否

報酬の額 支給限度額

① （ ） 円 ≧ （  ）円

（２）　支給割合の算定

標準報酬月額 基準標準報酬月額相当額

② （ ）円 ≦ （  ）円

標準報酬月額又は基準報酬月額相当額 標準報酬月額の90％の額

③ （ ）円 × ＝＝ （ ）円

報酬の額 標準報酬月額の90％の額

（ ）円 ≧ （ ）円

（３）　支給額の計算

算出額①

④ （ ） 円 × % ＝＝ （ ）円

算出額① 最低限度額

⑤ （ ）円 ≧ （ ）円

報酬の額 算出額① 支給限度額

⑥ （ ）円 ＋ （ ）円 ＜ （  ）円

支給限度額 報酬の額 算出額②

⑦ （ ）円 － （ ）円 ＜ （  ）円

※計算対象の場合のみ表示

（４）　支給額の決定

支給額

（ ）円 （１円未満切り捨て）

報報  酬酬  支支  給給  額額  証証  明明  書書
区分

育育児児時時短短勤勤務務手手当当金金

組合員氏名 組合員証記号番号 標準報酬月額

育児時短勤務取得期間 令和 年 月
日から

令和
日から

日まで 日まで 日まで
令和 年 月年 月

日から

時間/週

報 酬 ①
減 額 後 支 給 実 績 減 額 後 支 給 実 績 減 額 後 支 給 実 績

種別 本 来 の 支 給 額

上記期間中（短縮後）の1週間の所定勤務時間
※育児短時間勤務者のみ記入

時間/週 時間/週

給料

合 計 0 0 0

報 酬 ②
減 額 後 支 給 実 績 減 額 後 支 給 実 績 減 額 後 支 給 実 績

種別 本 来 の 支 給 額

扶養手当減
額
対
象
手
当

教職調整額

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

合 計 0 0 0

支支 給給 額額 算算 定定 調調 書書

育児時短勤務を開始した日の属する月の
標準報酬月額(a)

0

所属所長(所属機関長)
又は給与事務担当者

所属所名

職 名

氏 名

第4項第1号 10%

第4項第2号
（総務省令で定める率①-(②＋③)/②）

0.00％

支給対象月における報酬の額 0
支給可否

③(a)×1/100×①-②/(a)×10/100 #DIV/0!
報酬の額

10.00

①標準報酬の月額(a)×100/100 0
90%

②支給対象月における報酬の額
（C1+C2+C3）

0

支給割合 10.00%

令和7年4月1日～
令和7年７月31日

令和7年8月1日～

00

基準標準報酬月額相当額
（地共済法第70条の5第6項）

470,700円 483,300円

最低限度額
（地共済法第70条の5第6項）

2,295円 2,411円

支給限度額
（地共済法第70条の5第5項）

459,000円 471,393円
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支部様式第２５号（５）

 

級

　月　額　： 円 円

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日
組合員氏名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

元
号 年 月

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

介護休業手当金（変更）請求書

日

所 属 所 名 組 合 員 氏 名
※事由発生日

※標準報酬月額 　※決定金額　所 属 コ ー ド 組合員番号

住　　　所
組 合 員 の 介 護 を

必 要 と す る 者
氏　　　名 組合員との続柄

円

請　　求　　金　　額

月 日 まで

請 求 日 数
上記請求期間のうち一日単位で介護休暇を取得
した日数(週休日及び祝日を除く。) 日

日 から 令和 年請 求 期 間 令和 年 月

日
介 護 休 業 又 は 介 護 休 暇 の

初 日 及 び 末 日 （ 変 更 ）
末　日 令和 年

日 変
　
更

令和 年

年

初　日 令和 年 月

日

雇用保険被保険者資格の有無
（いずれかを○で囲んでください。）

あり　　・　　なし

標 準 報 酬 月 額

　等級（短期）　： 第

月

令和

連　　絡　　先

月 日 令和

令和

月
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【【記記入入ににああたたっっててのの留留意意事事項項】】

1.　　請求書は月単位で作成してください。

2．　添付書類　…

①介護休暇簿　(承認通知書)　（写)

②介護休業を取得した月の出勤簿（写）

③介護休業を取得した月の給与支給明細書等（写）

④介護休業を取得した月の報酬支給額証明書

3．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

4.　給料等の訂正及び遡及が行われた場合は速やかに提出してください。

　　提出書類　… ①訂正及び遡及期間に係る報酬支給額証明書

②訂正及び遡及額の記載された給与明細書等（写）

(　裏　面　）
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介介護護休休業業手手当当金金 新規

給与額遡及等に伴う差額精算

円 円

円 円

円 円

円 円

円

円

円

円

円

円

円

令和 年 月の勤務しなかった期間について、上記の金額の報酬を支払ったことを証明します。

令和 年 月 日

（１）　介護休業手当金の日額の算定

標準報酬月額 　　標準報酬日額

（ ） × 1/22　＝ （ ）円 （１０円未満四捨五入）

標準報酬日額 　　　給付日額

（ ） × 67/100 ＝ （ ）円 （１円未満切り捨て） ※：介護休業手当金の給付上限相当日額

※給付上限相当日額（雇用保険法で定められた限度日額）

（２）　給付基礎額の算定

　　　　給付日額 　　給付日数

（ ） × （ ）日＝（ ）円…①

（３）　控除額（勤務しなかった期間に支払われた報酬の額）の算定

　給料月額 手当（減額対象） 　要勤務日数

〔（ ）円 ＋（ ）円〕× 1/（ ）日 ＝（ )…A

　　【勤務時間1時間あたりの給与額】注

　給料月額 手当（減額対象）

〔（ ）円＋（ ）円 〕　×　12月  × 7.75＝（ )…B

　←※円未満四捨五入

0

　　　注：市町村費職員は、勤務期間1時間あたりの給与額の算出方法が異なる場合があります。

手当等（減額対象外）

（ ） × 1/22　＝ （ ）円…C

※手当等（減額対象外）に通勤手当は含まない。

・（ ）-（ ）+（ ）＝（ ）

　　給付日数

・（ ）× （ ）日＝（ ）円…②

（４）　支給額の決定

給付基礎額① 　控除額②

（ ）円 -（ ）円 ＝ 円円

（R7.8月　改）

報報  酬酬  支支  給給  額額  証証  明明  書書

区分

組合員氏名 組合員証記号番号

日 か ら 勤 務 し な か っ た 期 間 の 減 額 分

日 ま で 月 支 給 給 与 に て 減 額

報 酬 （ 減 額 対 象 ）
支 給 実 績 支 給 実 績

種 別

対 象 期 間 令 和 年 月

合計 0 0

給料

地域手当

住居手当

教職調整額

報 酬 （ 減 額 対 象 外 ）
支 給 実 績

種 別

扶養手当

合計 0

教員特別手当

※給付上限相当日額の区分を入力

所 属 所 長 又 は 職名

給 与 事 務 担 当 者 氏名

　給付基礎額

2
令和5年8月1日以降
～令和6年7月31日

区分 請 求 期 間 金　額

1
令和4年8月1日以降
～令和5年7月31日

15,266円

4 令和7年8月1日以降 16,207円

00 00 0

15,513円

3
令和6年8月1日以降
～令和7年7月31日

15,778円
00 00

（7.75×5×52）-（7.75×18）
⇒1875.5

00 00 給　付　開　始　日

令和 年 月

00..0000 00
※A<Bの場合、A-B=0
※Dは円未満切捨て 前回までの通算給付日数

日分から
A B C D

今回までの通算給付日数

請求金額
日　　　　　　　

D 　控除額
日　　　　　　　

00
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支部様式第２７号

元 令和

年 月 日

元 元 ※

公務（通勤）上での傷病

交通事故、第三者の行為によるもの

1、2以外の私傷病

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所

年 月 日 組 合 員

(請求者) 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

１．　※印欄は記入しないでください。

　①　診療報酬領収済明細書または診療報酬明細書（薬局の場合、調剤報酬明細書。
　　　 ※診療明細書及び調剤明細書は不可。）

　②　領収書

　①　医師の証明書

　②　装具等の領収書
 　③　（靴型装具に係る請求の場合）当該装具が映っている写真

※療養を目的として海外に出向き、療養を受けた場合は、請求できませんので注意してください。

３.　請求書は診療報酬領収済明細書毎に作成してください。

５．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

家 族 療 養 費

※
入
外
コ
ー

ド

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

療 養 費
請 求 書

年 月 日

所属所名 組合員氏名

療養に要した費用所属コード 組合員番号

元
号

療
養
者
続

柄
コ
ー

ド

※事由発生日

請 求 金 額
元号　3．昭　4．平　5．令

療　養　者　氏　名
生年月日

※診療日数 初診年月日

年 月 日

日 医 療 機 関 コ ー ド

療 養 請 求 期間 （ 装 具 の 場 合 、 医 師 の 製 作 指 示 日 ） 医 療 機 関 名 （ 装 具 の 場 合 、 装 具 製 作 店 名 ）

年 月 日
～

年 月

傷　病　の　原　因 傷　　病　　名

家族療養
費附加金

組合員証を使用しなかった理由
右のいずれかに○
をつけてください。

※ 療養費 家族療養費 高額療養費
一部負担
金払戻金

決  定
金  額

 ２．　添付書類（写し不可）　

　（1）　保険医療機関等で、組合員証 を
          使用しないで現金を支払った場合

　(２)　治療上必要なコルセット等装具の
         請求の場合

４.　「組合員証を使用しなかった理由」欄は、上記２（１）の場合「自費診療」、２（２）の場合「補装具購入」と記入してください。

令和

連　　絡　　先

令和
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　第27号の１

(入院･外来）

日

日
治
ゆ

繰
越

死
亡

転
医

中
止

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円 年 月 日

年 月 日

年 月 日

　　賄　食 日間 円

円

円

上記のとおり領収しました。 年 月 日

印

備考　この明細書は、歯科医師以外の医師から診療を受け、又はその処方箋に基づいて薬局から調剤を受けた場合に用いる。

公立学校共済組合沖縄支部

組 合 員 住 所 氏 名 公　務　上

臨床学的所見 理化学的所見

診診  療療  報報  酬酬  領領  収収  済済  明明  細細  書書

組 合 員 証 記 号 番 号 公立沖 保 険 者 番 号 34470013
組 合 員 証 の
発 行 機 関

　　年　月　日

受 給 者 住 所 氏 名 　年　　月　　日生 公務外
乗船中発病したもの

下船中発病したもの

② 　　年　月　日 　　年　月　日 　　年　　月　　日

傷
病
名

①
初
診

　　年　月　日 当
月
開
始

内 服

　　種類　　日分　

診　　　療　　　の　　　内　　　容 摘　　　　　　要

診
療
日
数

終
診

　　年　　月　　日 転　　　帰

項　　　目　　　内　　　訳
経過及び診療事実に関す

る理由診
察
料

初 診

再 診

　
料

手
術

手 術 名
　　　 　　回　　

　　　 　　回　　

　　　 　　回　　

外 用 　　種類　　回調剤

注射
料

(皮）（筋） 　　　 　　回　　

(静）（動） 　　　 　　回　　

投
薬
料

処置
料

処 置 名

　　　 　　回　　

　　　 　　回　　

頓 服 　　種類　　回調剤

　　　 　　回　　

　　種類　　日分　

　　種類　　日分　

療 法 開 始 年 月 日

往 診

の別を記入 　　　 　　回　　

ゲ
ン
料

レ
ン
ト

透 視

　　　　　　切　　　　枚 結核化学療法

撮 影 駆 梅 療 法

　
料

検
査

検 査 名
　　　 　　回　　

　
他

そ
の

（ ）

感染症の予防及び感

円入
　
院
　
料

　　　看 染症の患者に対する

　　　　　　自　　　　日 医療に関する法律に

よる公費負担

　　　　　　至　　　　日 初診に要した月の診
円

　　（無）寝 療額

合計
入 院 の 初 日 　年　　月　　日

領収済額

及 び そ の 住 所

令和

殿 医 療 機 関 名
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　第27号の2

（歯科）

治
ゆ

繰
越

死
亡

転
医

中
止

初診

診察料 円

　　種類　日分 円

　　種類　日分 円

　　種類　日分 円

　　種類

　　回調剤

　　種類

　　回調剤

回 円

回 円

歯 円

回 円

回 円

歯 円

歯 円

円

歯 円

歯 円

歯 円

歯 円

床歯 円

歯 円

歯 円

歯 円

歯 円

円

円
円
円

歯 円
円
円

ﾚﾝﾄｹﾞﾝ
その他

円

合　計 円

領収済額 円 年 月 日

上記のとおり領収しました。

殿

印

備考　この明細書は、歯科医師から診療を受け、又はその処方箋に基づいて調剤を受けた場合に用いる。

公　　務　　上

転　　　帰

診診  療療  報報  酬酬  領領  収収  済済  明明  細細  書書

組 合 員 証
記 号 番 号

公立沖 保険者番号 34470013
組 合 員 証 の
発 行 機 関

公立学校共済組合沖縄支部

組 合 員 住 所 氏 名

　　年　　月　　日

診　　　　療　　　　の　　　　内　　　　訳 摘　　　　要

療 養 者 住 所 氏 名 　　　年　　月　　日生 公務外
乗船中発病したもの

下船中発病したもの

部 位 及 び 傷 病 名

　　年　　月　　日 当月開始 　　年　　月　　日 診療日数 日 終診

項　　　　　　　　目 内　　　訳
経過及び
診療事実
に関する
理　　由

初 診

投薬料

内 服 薬

頓 服 薬 円

外 用 薬 円

注射料
皮 下 筋 肉 内

静 脈 内

処
置
料
（

硬
）

撤 去

普 通 処 置

複 根 管

根 充

抜 髄

充填料
ア マ ル ガ ム

セメント 硅 燐

インレ
ー料

金合金 ポスト 複雑かどうか

銀 合 金

補
 
て
 
つ
 
料

義 歯

金属
こう

14Ｋ 特殊鋼 不銹鋼
レスト

歯

セ

円
有無

ﾊﾟﾗﾀﾙﾊﾞｰ ﾘﾝｶﾞﾙﾊﾞｰ 特殊鋼 不銹鋼

歯冠性続歯 14Ｋ ﾚﾁﾞﾝ 陶 歯

支台築造 銀 ア

金 属 冠 金 金 パ ラ 銀 合 金

そ の 他

手術料
抜 歯
手 術
そ の 他

処置料
（軟）

歯 石 除 去

初診の
日の診
療に要
した額

円

令和 年 月

入院の初日

医 療 機 関 名

日 及 び そ の 住 所

左 右
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第27号の3

（整復師）

令和 年 月 日

令和 年 月 日 令和 年 月 日

月 日

自 月 日

至 月 日

月 日

自 月 日

至 月 日

自 月 日

至 月 日

　　上記のとおり領収しました。

殿

令和 年 月 日 住　所
整復師

氏　名 印

備考

　1　この明細書は、整復師から施術を受けた場合に用いる。

　2　「負傷の原因」欄は、具体的に詳しく書いてください。

　3　標準回数を超過した場合にはその事由を書いてください。

　4　「一部負担金を控除した額」欄は領収額（施術に要した費用の額）から、一部負担金を差し引いた額を記入してください。

公立学校共済組合沖縄支部

負 傷 の 年 月 日

診診  療療  報報  酬酬  領領  収収  済済  明明  細細  書書

組 合 員 証
記 号 番 号

公立沖 保険者番号 34470013
組 合 員 証 の
発 行 機 関

組合員住所氏名 公 務 上

療養者住所氏名 　　　年　　月　　日生 公 務 外

転 帰
治 ゆ 、 継 続 中
転 医 、 中 止

施術を行なった期間施 術 の 種 類

負 傷 の 経 過

負 　　傷 　　名

施　術　料　金

負 傷 の 原 因

施 術 開 始
年 月 日

施 術 終 了
年 月 日

初 検 料 円
深　夜
時間外

円 円

往 療 料

後 療 処 置

整 復 固 定 処 置
又 は 初 回 処 置

回 数 一回の料金

回 数
一 回 の
料 金

夜間、難路、暴風
雨 雪 、 距 離

加　算　料　金

罨 法 料

回

そ の 他

領 収 額 円 一　部　負　担　金 円

一部負担金

を控除した

額

円

円



－ 2-85 －



－ 2-86 －



－ 2-87 －



－ 2-88 －



－ 2-89 －



－ 2-90 －



－ 2-91 －

支部様式第 27 号の 4 
 

調査に関わる同意書 
Agreement of Authorization 

 
 
・治療開始日    年  月  日  
・Starting date of medication  Year   Month  Day    
 
・患者  
（患者名）  
（住所）  
（生年月日）   年  月  日  

 
・Patient  
（Name of patient）  
（Address）  
（Date of birth） Year   Month  Day   
 
 
公立学校共済組合沖縄支部 御中  
私（療養を受けた者）、    は、公立学校共済組合沖縄支部の職員又は公立学校共済組合

沖縄支部が委託した事業者が、海外療養費申請書類にある事実（療養行為を行った日時、場

所、療養内容）を確認するため、申請書類の提供等によって、療養行為を行った者に照会を

行い、当該者から照会に対する情報の提供を受けることに同意します。  
また、上記確認にあたり、パスポートのコピーが必要となる場合には、パスポートを公立学

校共済組合沖縄支部に提示することも併せて同意します。  
 
To: Japan Mutual Aid Association of Public school Teachers Okinawa Branch  
I (patient who has received treatment) authorize Japan Mutual Aid Association of Public 
school Teachers Okinawa Branch or its staff, and its subcontractors to refer and obtain 
any and all factual information related to an overseas medical treatment benefit claim(s) 
filed or to be filed including date of the treatment, place, and any treatment records and 
information from the medical organization in order to verify by submitting the related 
application forms.  
Also, I agree to submit a photocopy of my passport if it is necessary along verification 
process written above.  
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支部様式第 27 号の 4 関連  
 

署名・押印欄 
Signature 

 
  
署名・押印は、治療を受けた本人が行って下さい。なお、次の場合は、親権者（本人が未成

年の場合）、成年後見人（本人が成年被後見人の場合）、法定相続人（本人が死亡している場

合）が署名、押印して下さい。  
 
 
Insured person who has received treatment shall sign one’s signature. However, in the 
following case, guardian (insured person is under age), guardian of adult (insured person 
is adult ward), heir (insured person is dead) shall sign one’s signature.  
 
 
 
（氏名）        印  
（住所）  
（日付）   年  月  日  
 
（患者との関係） ：本人 ・ 親権者 ・ 法定相続人 ・ その他〔    〕  
 
 
 
（Signature）  
（Address）  
（Date）Year   Month  Day    
 
(Relation to the insured)：Self ・Guardian ･ Heir ・ Other〔    〕   
 
 
なお、国や地域、医療機関から所定の同意書や委任状などを求められた場合、所定の書類に

必要事項を記載頂くことがあります。  
 
Also, we might ask you to fill out the formatted documents if countries or regions, and 
medical institutions required submitting their format of agreement of authorization or 
authorization letter.  
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支部様式第 27 号の 4 関連  
 

署名・押印欄 
Signature 

 
  
署名・押印は、治療を受けた本人が行って下さい。なお、次の場合は、親権者（本人が未成

年の場合）、成年後見人（本人が成年被後見人の場合）、法定相続人（本人が死亡している場

合）が署名、押印して下さい。  
 
 
Insured person who has received treatment shall sign one’s signature. However, in the 
following case, guardian (insured person is under age), guardian of adult (insured person 
is adult ward), heir (insured person is dead) shall sign one’s signature.  
 
 
 
（氏名）        印  
（住所）  
（日付）   年  月  日  
 
（患者との関係） ：本人 ・ 親権者 ・ 法定相続人 ・ その他〔    〕  
 
 
 
（Signature）  
（Address）  
（Date）Year   Month  Day    
 
(Relation to the insured)：Self ・Guardian ･ Heir ・ Other〔    〕   
 
 
なお、国や地域、医療機関から所定の同意書や委任状などを求められた場合、所定の書類に

必要事項を記載頂くことがあります。  
 
Also, we might ask you to fill out the formatted documents if countries or regions, and 
medical institutions required submitting their format of agreement of authorization or 
authorization letter.  
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支部様式第２８号（１）

元

年 月 日

元 元 ※

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

〒 ―

公立学校共済組合沖縄支部長　殿
住　所

年 月 日 組 合 員
(請求者) 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

１．　※印欄は記入しないでください。

２．　請求前に共済組合の移送承認が必要です。

３．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

令和

令和

連　　絡　　先

日 医 療 機 関 コ ー ド

移　送　の　区　間 移　送　の　方　法

年 月 日
～

年 月

傷　病　名

移　送　期　間 移送された医療機関名

年 月 日 令和

移送された者の氏名
生 年 月 日

※診療日数 ※一部負担金 初診年月日
元号　3．昭　4．平　5.令

※移送に要した費用所 属 コ ー ド 組合員番号

元
号 年

所 属 所 名 組 合 員 氏 名 ※
療
養
者
続

　
柄
コ
ー

ド

※事由発生日
※
入
外
コ
ー

ド月 日

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

移 送 費
請 求 書

家 族 移 送 費
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支部様式第２８号（２）

年 月 日

上記のとおり申請します。

〒 -

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所

年 月 日 組 合 員

氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

１．　「看護を必要とする意見書」は、医師に記入してもらってください。

２．　事前に申請することができなかった理由は、具体的に詳しく記入してください。

３．　看護と移送は、別途に申請してください。

４．　所属所受付印欄は、必ず押印してください。

令和

連　　絡　　先

令和

移送の区間及び方法

事前に申請することが
できなかった場合には
そ　　 の　 　理　 　由

療養者氏名 生年月日

昭
・
平
・
令

性　別 男　　女

続　柄

医療機関名
及び所在地

入院又は自
宅療養の別

傷病の原因

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

移 送 承 認 請 求 書

組合員氏名 組合員番号

公　　立　　沖

所属所名
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支部様式第２８号（３）

Ｒ． 年 月

Ｒ． 年 月

Ｒ． 年 月

Ｒ． 年 月

Ｒ． 年 月

Ｒ． 年 月

Ｒ． 年 月

ア Ｒ． 年 月

Ｒ． 年 月

Ｒ． 年 月

イ Ｒ． 年 月

Ｒ． 年 月

１． 傷病経過の概要

２． 体温・脈拍・排尿・便通・食事等の状況及び処置の概要

３． 主な検査成績及び手術名とその施行月日

上記に掲げる理由で、上に掲げる看護が必要であると認めます。

年 月 日

－ －

保険医療機関等

印

住 所

医療機関名

移 送 を 必 要 と す る 理 由

医 師 名

令和 連　　　　　　　絡　　　　　　　先

日間
日まで

病　　　　　状　　　　　等　　　　　の　　　　　状　　　　　況

３．

体位変換又は床上起座
が 不 可  又  は  不  能

食 事 又は 用 便につき
要　　　　　介　　　　　護 ３． ３ 人 付

日から

付添看護の形態が「１人付（延長する場合）」又は「１人付（特別な場合）」であると認めた理由

日間
（ 原 則 ） 日まで

２．
１ 人 付 日から

日間
（ 特 別 な 場 合 ） 日まで

１．
２ 人 付 日から

日間
（ 延 長 す る 場 合 ） 日まで

日間
日まで

日間
日まで

１ 人 付 日から
２． 手 術 の た め

１．
１ 人 付 日から

（ 原 則 ２ 週 間 ま で ）

２．

１． １ 人 付
日から

令和 年 月

移 送 を 必 要 と す る 意 見 書

※
　
　
医
　
師
　
が
　
意
　
見
　
を
　
記
　
入
　
す
　
る
　
と
　
こ
　
ろ
　
・
　
証
　
明
　
す
　
る
　
と
　
こ
　
ろ

受　給　者　名 居　　住　　地

傷　　病　　名 入　　院　　日 日

付 添 を 必 要 と す る 理 由 付 添 看 護 の 形 態 付 添 を 必 要 と 認 め る 期 間

１． 病 状 が 重 篤 の た め

支部様式第２９号

元

元 元

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。
〒 ―

公立学校共済組合沖縄支部長　殿
住　所

年 月 日 組 合 員
(請求者) 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

１．　※印欄は記入しないでください。

①　支払った食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額を証明する書類（領収書）

②　標準負担額の減額の認定に関する事実を証明する書類（組合員の市町村民税非課税証明書）

③　個人番号を利用した情報連携により所得の情報を市区町村から情報提供してもらう場合には同意書

※　③の場合、②は添付不要です。

３．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

令和

２．　添付書類…

連　　絡　　先

傷　　病　　名 傷　　病　　の　　原　　因

　限度額適用・標準負担
  減額認定証を提示しな
　かった理由

令和

請　求　金　額

年 月 日

～
年 月 日

入 院 期 間 入院日数 支払った標準負担額

年 月 日

療養者氏名
生 年 月 日 医　療　機　関　名

元号　3．昭　4．平　5．令 ※ 医 療 機 関 コ ー ド

入
外
コ
ー

ド

1

年

所 属 所 名 組 合 員 氏 名 ※
療
養
者
続

　
柄
コ
ー

ド

※事由発生日
組合員番号

元
号 月 日

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

入院時食事療養費等差額

請 求 書
入院時生活療養費等差額

※　決　定　金　額所 属 コ ー ド
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支部様式第２９号

元

元 元

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。
〒 ―

公立学校共済組合沖縄支部長　殿
住　所

年 月 日 組 合 員
(請求者) 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

１．　※印欄は記入しないでください。

①　支払った食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額を証明する書類（領収書）

②　標準負担額の減額の認定に関する事実を証明する書類（組合員の市町村民税非課税証明書）

③　個人番号を利用した情報連携により所得の情報を市区町村から情報提供してもらう場合には同意書

※　③の場合、②は添付不要です。

３．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

令和

２．　添付書類…

連　　絡　　先

傷　　病　　名 傷　　病　　の　　原　　因

　限度額適用・標準負担
  減額認定証を提示しな
　かった理由

令和

請　求　金　額

年 月 日

～
年 月 日

入 院 期 間 入院日数 支払った標準負担額

年 月 日

療養者氏名
生 年 月 日 医　療　機　関　名

元号　3．昭　4．平　5．令 ※ 医 療 機 関 コ ー ド

入
外
コ
ー

ド

1

年

所 属 所 名 組 合 員 氏 名 ※
療
養
者
続

　
柄
コ
ー

ド

※事由発生日
組合員番号

元
号 月 日

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

入院時食事療養費等差額

請 求 書
入院時生活療養費等差額

※　決　定　金　額所 属 コ ー ド
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支部様式第１７号

　１．　血友病

　２．　人工透析治療を行う必要のある慢性腎不全

　３．　後天性免疫不全症候群

上記のとおり診療を受けることに相違ありません。

年 月 日

－ －

保険医療機関等

印

上記のとおり申請します。

〒 ―

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所

年 月 日 申　告　者

（組合員） 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長 職　 名

又は所属所長 氏　 名

１． 該当する疾病名の数字を○で囲んでください。

２． 所属所受付印欄は、必ず押印してください。

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

特 定 疾 病 療 養 受 療 証 交 付 申 請 書

認定対象者の氏名
認定対象者
の生年月日

昭
　

平
　

令

組合員
との続柄

組合員番号 公立沖 組 合 員 氏 名

年 月 日

連　　絡　　先

認定対象者の住所

疾　　 　病　 　　名

医
　
師
　
の
　
意
　
見
　
欄

令和 連　　　　　　　絡　　　　　　　先

住 所

医療機関名

医 師 名

令和

令和
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上記のとおり報告します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 〒 ―

住　所

組合員

氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長　　職　 名

又は所属所長　　氏　 名

【対象者】

受給者証を交付されている組合員及び被扶養者（自立支援医療費（更生医療）助成、

自立支援医療費（育成医療）助成、こども医療費助成等除く。）

１． 該当となった場合は、交付を受けた医療費受給者証の写しを添付してください。

２． 非該当となった場合は、非該当となった旨通知のあった書類等の写しを添付してください。

３． 所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

所属機関又は所属所受付印

　　　　　　「「自自立立支支援援医医療療受受給給者者証証（（精精神神通通院院））」」
　　　　　　（（  該該当当  ・・  非非該該当当  ））報報告告書書

所   属   所   名 組 合 員 番 号 組 合 員 氏 名

該当者氏名 続柄 生年月日 受給該当・非該当年月日

組
合
員

本人 昭 ・ 平 　　　　　　年　 　 月　　  日
該当

・
非該当

平 ・ 令    　年　    月    　日

平 ・ 令    　年　    月    　日

昭 ・ 平 ・ 令　　　年　 　 月　　  日
該当

・
非該当

被
　
扶
　
養
　
者

昭 ・ 平 ・ 令　　　年　 　 月　　  日
該当

・
非該当

令和

平 ・ 令    　年　    月    　日

昭 ・ 平 ・ 令　　　年　 　 月　　  日
該当

・
非該当

平 ・ 令    　年　    月    　日

昭 ・ 平 ・ 令　　　年　 　 月　　  日
該当

・
非該当

平 ・ 令    　年　    月    　日

連　　絡　　先

令和

共済組合受付印
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（
組

合
記

入
欄

）

申
請

年
月

日
　

　
　

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

　
月

　
　

　
　

日

　
 ①

　
高

額
介

護
合

算
療

養
費

の
支

給
を

申
請

し
ま

す
。

　
 ②

　
自

己
負

担
額

証
明

書
の

交
付

を
申

請
し

ま
す

。

記
入

に
あ

た
っ

て
は

、
裏

面
の

注
意

事
項

を
ご

覧
く

だ
さ

い
。

高
額

介
護

合
算

療
養

費
支

給
申

請
書

兼
自

己
負

担
額

証
明

書
交

付
申

請
書

支
給

申
請

書
整

理
番

号

申
請

対
象

年
度

　
　

　
　

　
　

年
度

対
象

と
な

る
計

算
期

間
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

か
ら

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
ま

で
枚

中
枚

目

フ
リ

ガ
ナ

保 険 者 加 入 歴

保
険

者
名

加
入

期
間

添
付

の
自

己
負

担
額

証
明

書
整

理
番

号

申
請

者
氏

名
1

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

生
年

月
日

　
年

　
　

　
　

月
　

　
　

　
日

　
生

　
性

別
2

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

組
合

員
の

記
号

・
番

号
公

立
  

沖
　

3
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

か
ら

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

加
入

期
間

　
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

か
ら

　
　

　
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

計
算

期
間

の
末

日
に

お
い

て
加

入
す

る
医

療
保

険
者

の
名

称

支
給

方
法

振
込

口
座

記
 入

 欄

銀
　

　
行

信
用

金
庫

信
用

組
合

金
融

機
関

コ
ー

ド
本

　
店

支
　

店
出

張
所

店
舗

コ
ー

ド
種

目
口

座
番

号
フ

リ
ガ

ナ

口
座

振
込

１
.普

通
預

金
２

.当
座

預
金

９
.そ

 の
 他

口
座

名
義

人

※
現

在
公

立
学

校
共

済
組

合
沖

縄
支

部
の

組
合

員
で

あ
る

者
に

つ
い

て
は

、
登

録
の

給
付

金
口

座
に

振
込

み
と

な
る

た
め

、
振

込
口

座
記

入
欄

の
記

入
は

不
要

フ
リ

ガ
ナ

保 険 者 加 入 歴

保
険

者
名

加
入

期
間

添
付

の
自

己
負

担
額

証
明

書
整

理
番

号

被
扶

養
者

氏
名

1
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

か
ら

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

生
年

月
日

　
年

　
　

　
　

月
　

　
　

　
日

　
生

　
性

別
2

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

加
入

期
間

　
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

か
ら

　
　

　
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

3
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

か
ら

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

保
険

者
名

加
入

期
間

生
年

月
日

　
年

　
　

　
　

月
　

　
　

　
日

　
生

　
性

別
2

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

添
付

の
自

己
負

担
額

証
明

書
整

理
番

号

被
扶

養
者

氏
名

1
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

か
ら

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
ま

で

フ
リ

ガ
ナ

保 険 者 加 入 歴
加

入
期

間
　

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
　

　
　

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
ま

で
3

　
　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
か

ら
　

　
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

(受 診 歴 )

備 考

公
立

学
校

共
済

組
合

沖
縄

支
部

長
　

殿

郵
便

番
号

住
所

申
請

者
氏

名

電
話

番
号

※
自
己
負
担
額
証
明
書
の
交
付
申
請
を
行
う
場
合
、
①
・
②
の
い
ず
れ
も
丸
で
囲
ん
で
下
さ
い
。

高
額
介
護
合
算
療
養
費
の
支
給
申
請
の
み
を
行
う
場
合
、
①
の
み
を
丸
で
囲
ん
で
下
さ
い
。

（
別
添
様
式
）

※
１

※
２

※
３

※
３
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ご

記
入

上
の

注
意

事
項

  
１

．
申

請
者

に
係

る
記

入
欄

に
つ

い
て

　
２

．
被

扶
養

者
に

係
る

記
入

欄
に

つ
い

て

　
３

．
備

考
欄

に
つ

い
て

　
４

．
そ

の
他

　
＊

　
自

己
負

担
額

証
明

書
の

添
付

に
つ

い
て

（
計

算
期

間
の

末
日

に
加

入
す

る
組

合
へ

の
申

請
で

、
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
に

よ
る

情
報

連
携

を
希

望
し

な
い

場
合

）

　 　
＊

　
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
に

よ
る

情
報

連
携

に
つ

い
て

　

(1
)　

自
己

負
担

額
証

明
書

の
交

付
申

請
を

行
う

場
合

は
、

※
１

は
記

入
不

要
で

す
。

※
２

に
つ

い
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

(2
)　

高
額

介
護

合
算

療
養

費
の

支
給

申
請

の
み

を
行

う
場

合
（

計
算

期
間

の
末

日
に

加
入

す
る

組
合

へ
の

支
給

申
請

の
場

合
）

は
、

※
２

は
記

入
不

要
で

す
。

※
１

に
つ

い
て

次
の

と
お

り
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

　
・

医
療

保
険

に
つ

い
て

は
、

計
算

期
間

内
に

別
の

医
療

保
険

に
加

入
し

た
履

歴
が

あ
れ

ば
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

　
・

介
護

保
険

に
つ

い
て

は
、

計
算

期
間

内
の

す
べ

て
の

加
入

履
歴

に
つ

い
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
た

だ
し

、
介

護
保

険
被

保
険

者
証

が
交

付
さ

れ
て

い
な

い
期

間
に

つ
い

て
は

記
入

不
要

で
す

。
　

・
自

己
負

担
額

証
明

書
に

つ
い

て
は

、
そ

の
対

象
期

間
に

お
け

る
自

己
負

担
額

が
な

い
場

合
は

添
付

不
要

で
す

が
、

そ
の

場
合

、
「

添
付

の
自

己
負

担
額

証
明

書
整

理
番

号
」

欄
に

「
添

付
な

し
」

と
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

(1
)　

自
己

負
担

額
証

明
書

の
交

付
申

請
を

行
う

場
合

は
、

当
該

証
明

書
の

証
明

対
象

期
間

に
お

い
て

被
扶

養
者

で
あ

っ
た

者
に

つ
い

て
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、
こ

の
場

合
は

※
３

に
つ

い
て

は
記

入
不

要
で

す
。

　
・

健
康

保
険

・
船

員
保

険
・

共
済

に
お

い
て

は
、

被
扶

養
者

と
し

て
受

診
し

た
医

療
の

自
己

負
担

は
、

そ
の

者
を

扶
養

す
る

被
保

険
者

（
組

合
員

）
が

負
担

し
た

も
の

と
し

て
取

り
扱

わ
れ

ま
す

。
そ

の
た

め
、

被
扶

養
者

と
し

て
加

入
し

た
期

間
に

つ
い

て
は

、
当

該
被

扶
養

者
と

し
て

の
自

己
負

担
額

は
あ

り
ま

せ
ん

。
こ

の
場

合
に

は
、

「
添

付
の

自
己

負
担

額
証

明
書

整
理

番
号

」
欄

に
は

「
添

付
な

し
」

と
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

 ・
国

民
健

康
保

険
に

お
い

て
は

、
そ

の
世

帯
に

属
す

る
者

が
受

け
た

医
療

の
自

己
負

担
は

、
そ

の
世

帯
主

が
負

担
し

た
も

の
と

し
て

取
り

扱
わ

れ
ま

す
。

そ
の

た
め

、
世

帯
主

以
外

の
世

帯
員

と
し

て
国

民
健

康
保

険
に

加
入

し
た

期
間

に
つ

い
て

は
、

当
該

世
帯

員
と

し
て

の
自

己
負

担
額

は
あ

り
ま

せ
ん

。
こ

の
場

合
に

は
、

「
添

付
の

自
己

負
担

額
証

明
書

整
理

番
号

」
欄

に
は

「
添

付
な

し
」

と
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

  
　

つ
ぎ

の
場

合
に

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

に
よ

る
情

報
連

携
を

希
望

さ
れ

る
方

は
、

「
＜

情
報

連
携

用
〉

同
意

書
」

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

共
済

組
合

に
お

い
て

、
課

税
情

報
及

び
自

己
負

担
額

を
確

認
し

ま
す

。
※

1
　

　
①

被
保

険
者

が
基

準
日

（
計

算
期

間
の

末
日

）
の

属
す

る
年

度
の

前
年

度
分

の
市

町
村

民
税

が
非

課
税

の
場

合
　

※
2

　
　

　
（

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

に
よ

る
情

報
連

携
を

希
望

し
な

い
場

合
、

被
保

険
者

の
住

民
税

の
（

非
）

課
税

証
明

書
を

添
付

し
て

く
だ

さ
い

。
）

　
　

②
同

意
書

の
提

出
に

よ
り

、
自

己
負

担
額

に
関

す
る

保
険

者
間

の
情

報
連

携
を

行
い

、
自

己
負

担
額

証
明

書
の

添
付

の
省

略
を

希
望

す
る

場
合

　
※

1
　

行
政

手
続

に
お

け
る

特
定

の
個

人
を

識
別

す
る

た
め

の
番

号
の

利
用

等
に

関
す

る
法

律
に

定
め

ら
れ

て
い

ま
す

。
　

※
2

　
基

準
日

が
、

平
成

3
0

年
7

月
以

前
の

申
請

に
つ

い
て

は
、

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

の
情

報
連

携
が

利
用

で
き

な
い

た
め

、
被

保
険

者
の

住
民

税
の

（
非

）
課

税
証

明
書

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

(2
)　

高
額

介
護

合
算

療
養

費
の

支
給

申
請

の
み

を
行

う
場

合
（

計
算

期
間

の
末

日
に

加
入

す
る

組
合

へ
の

支
給

申
請

の
場

合
）

は
、

計
算

期
間

の
末

日
に

お
い

て
被

扶
養

者
で

あ
っ

た
者

に
つ

い
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
　

　
こ

の
場

合
に

つ
い

て
は

※
３

の
記

入
が

必
要

で
す

の
で

、
次

の
と

お
り

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
　

・
医

療
保

険
に

つ
い

て
は

、
計

算
期

間
内

に
別

の
医

療
保

険
に

加
入

し
た

履
歴

が
あ

れ
ば

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
　

・
介

護
保

険
に

つ
い

て
は

、
計

算
期

間
内

の
す

べ
て

の
加

入
履

歴
に

つ
い

て
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

た
だ

し
、

介
護

保
険

被
保

険
者

証
が

交
付

さ
れ

て
い

な
い

期
間

に
つ

い
て

は
記

入
不

要
で

す
。

　
・

自
己

負
担

額
証

明
書

に
つ

い
て

は
、

そ
の

対
象

期
間

に
お

け
る

自
己

負
担

額
が

な
い

場
合

は
添

付
不

要
で

す
が

、
そ

の
場

合
、

「
添

付
の

自
己

負
担

額
証

明
書

整
理

番
号

」
欄

に
「

添
付

な
し

」
と

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

　
備

考
欄

に
つ

い
て

は
、

申
請

者
及

び
そ

の
被

扶
養

者
で

あ
っ

た
者

の
加

入
期

間
（

そ
れ

ぞ
れ

の
者

に
つ

い
て

、
「

氏
名

」
欄

の
下

の
「

加
入

期
間

」
欄

に
記

入
し

た
期

間
）

に
お

け
る

受
診

歴
（

受
診

し
た

年
月

）
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
（

他
の

医
療

保
険

に
加

入
し

て
い

た
期

間
の

受
診

歴
に

つ
い

て
は

記
入

不
要

で
す

。
）

　
申

請
者

の
加

入
履

歴
欄

や
被

扶
養

者
に

係
る

記
入

欄
な

ど
が

足
り

な
い

場
合

は
、

２
枚

目
以

降
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
そ

の
場

合
、

右
上

の
頁

欄
に

全
体

の
枚

数
と

何
枚

目
か

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

  
　

申
請

者
及

び
計

算
期

間
の

末
日

に
お

い
て

被
扶

養
者

で
あ

っ
た

者
に

つ
い

て
、

そ
れ

ぞ
れ

加
入

履
歴

に
記

入
さ

れ
た

期
間

に
自

己
負

担
額

が
あ

る
場

合
に

は
、

こ
れ

に
係

る
自

己
負

担
額

証
明

書
の

添
付

が
必

要
で

す
。

 　
 た

だ
し

、
次

の
こ

と
に

注
意

し
て

く
だ

さ
い

。
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(
別
添

様
式

１
)
 

公
立

学
校
共
済
組
合
沖
縄
支
部
 

高
額
療
養
費
（
外
来
年
間
合
算
）
支
給
申
請
書
兼
自

己
負
担
額
証
明
書
交
付
申
請
書
 

(
組
合
記
入
欄
)
 
支
給
申
請
書
整
理
番
号

 
 
 

 

申
請

対
象

年
度
 

 
 

 
 

 
年

度
 

計
算

期
間
の
始
期
及
び
終
期
 

年
 
 
月
 
 
日
か
ら
 
 
 

 
 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
 
 

 
 

枚
中
 

 
 

枚
目
 

 
フ

リ
ガ

ナ
 

 
 

 
 

保
険
者
名

 
加
入
期
間

 
添
付
の
自
己
負
担
額
証
明
書
整
理
番
号

 

申
請

者
氏

名
 

 
 

保 険 者 加 入 歴 

1
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
か
ら

 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
 
 

生
年

月
日

 
年

 
 

 
月

 
 

 
日

 
生
 

 
性
別
 

 
 

2
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
か
ら

 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
 
 

組
合

員
の

記
号

・
番

号
 
 

公
立

沖
 

3
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
か
ら

 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
 
 

※
1
 

加
入

期
間
 

年
 

 
月

 
 

日
か
ら
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
計
算
期
間
の
末
日
に
お
い
て
加
入

す
る
医
療
保
険
者
の
名
称

 
※
2
 
 
 

支
給

方
法

 
振

込
口

座
記

入
欄
 

銀
行
 

信
用

金
庫
 

信
用

組
合
 

金
融
機
関
コ
ー
ド
 

本
店
 

支
店
 

出
張
所

 

店
舗
コ
ー
ド

 
種
目
 

口
座
番
号
 

フ
リ
ガ
ナ
 

 
 

口
座

振
込

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

1
．
普
通
預
金

 
2
．
当
座
預
金

 
9
．
そ

の
他
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
口
座
名
義
人

 
 
 

 
フ

リ
ガ

ナ
 
 

 
 
 

保
険
者
名

 
加
入
期
間

 
添
付
の
自
己
負
担
額
証
明
書
整
理
番
号

 

被
扶

養
者

氏
名
 
 
 

保 険 者 加 入 歴 

1
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
か
ら

 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
 
 

生
年

月
日
 

年
 

 
 

月
 

 
 

日
 
生
 

 
性
別
 

 
 

2
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
か
ら

 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
 
 

加
入

期
間
 

年
 

 
月

 
 

日
か
ら
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
3
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
か
ら

 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
 
 

※
3
 

 
フ

リ
ガ

ナ
 
 

 
 
 

保
険
者
名

 
加
入
期
間

 
添
付
の
自
己
負
担
額
証
明
書
整
理
番
号

 

被
扶

養
者

氏
名
 
 
 

保 険 者 加 入 歴 

1
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
か
ら

 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
 
 

生
年

月
日
 

年
 

 
 

月
 

 
 

日
 
生
 

 
性
別
 

 
 

2
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
か
ら

 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
 
 

加
入

期
間
 

年
 

 
月

 
 

日
か
ら
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
3
 
 
 

年
 
 
月
 
 
日
か
ら

 
年
 
 
月
 
 
日
ま
で

 
 
 

※
3
 

 

備 考 

 
 

 

申
請
年
月
日
 
 
 
 
 
 
 
 
年

 
 
 
月
 
 
 
日
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

公
立

学
校

共
済

組
合

沖
縄

支
部

長
 
 
殿

 

 
①

 
外

来
年

間
合

算
の

支
給

を
申

請
し

ま
す

。
 

 
②

 
自

己
負

担
額

証
明

書
の

交
付

を
申

請
し

ま
す

。
 

 
※

自
己

負
担

額
証
明

書
の

交
付

申
請

を
行

う
場

合
、

①
・
②
の
い
ず
れ
も
丸
で
囲
ん
で
下
さ
い
。
 

 
 

外
来

年
間

合
算
の

支
給

申
請

の
み

を
行

う
場

合
、

①
の
み
を
丸
で
囲
ん
で
下
さ
い
。
 

郵
便
番
号
 

住
所
 

申
請
者
氏
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電
話
番
号
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ご
記

入
上

の
注

意
事

項
 

  1．
申

請
者

に
係

る
記
入

欄
に

つ
い

て
 

(1
) 

自
己

負
担

額
証

明
書

の
交

付
申

請
を

行
う

場
合

は
、

※
1は

記
入
不
要
で
す
。
※
2に

つ
い
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

(2
) 

外
来

年
間

合
算

の
支

給
申

請
の

み
を

行
う

場
合

(計
算

期
間
の
末
日
に
加
入
す
る
組
合
へ
の
支
給
申
請
の
場
合
)は

、
※
2は

記
入
不
要
で

す
。
※
1に

つ
い
て
次
の
と
お
り
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
  

・
計

算
期

間
内

に
別

の
医

療
保

険
に

加
入

し
た

履
歴

が
あ
れ
ば
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
  

・
自

己
負

担
額

証
明

書
に

つ
い

て
は

、
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
に

よ
る

情
報

連
携

を
希

望
さ

れ
る

場
合

は
添

付
不

要
で

す
が

、
そ

の
場

合
、

「
添

付
の

自
己

負
担

額
証

明
書

整
理

番
号

」
欄

に
「

情
報

連
携

利
用

」
と

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
ま
た

、
そ

の
対

象
期

間
に

お
け

る
自

己
負

担
額
が
な
い
場
合
は
添
付
不
要
で
す
が
、
そ
の
場
合
、
「
添
付
の
自
己
負
担
額

証
明
書
整
理
番
号
」
欄
に
「
添
付
な
し
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

  2．
被

扶
養

者
に

係
る
記

入
欄

に
つ

い
て

 

(1
) 

自
己

負
担

額
証

明
書

の
交

付
申

請
を

行
う

場
合

は
、

当
該
証
明
書
の
証
明
対
象
期
間
に
お
い
て
被
扶
養
者
で
あ
っ
た
者
に
つ
い
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
こ
の
場
合
は
※
3に

つ
い
て
は
記
入
不
要
で
す
。
 

(2
) 

外
来

年
間

合
算

の
支

給
申

請
の

み
を

行
う

場
合

(計
算

期
間
の
末
日
に
加
入
す
る
組
合
へ
の
支
給
申
請
の
場
合
)は

、
計
算
期
間
の
末
日
に
お
い
て
被
扶
養
者
で
あ
っ
た
者
に
つ
い
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
  

こ
の

場
合

に
つ

い
て

は
※

3の
記

入
が

必
要

で
す

の
で

、
次
の
と
お
り
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
  

・
計

算
期

間
内

に
別

の
医

療
保

険
に

加
入

し
た

履
歴

が
あ
れ
ば
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
  

・
自

己
負

担
額

証
明

書
に

つ
い

て
は

、
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
に

よ
る

情
報

連
携

を
希

望
さ

れ
る

場
合

は
添

付
不

要
で

す
が

、
そ

の
場

合
、

「
添

付
の

自
己

負
担

額
証

明
書

整
理

番
号

」
欄

に
「

情
報

連
携

利
用

」
と

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
ま

た
、

そ
の

対
象

期
間

に
お

け
る

自
己

負
担
額
が
な
い
場
合
は
添
付
不
要
で
す
が
、
そ
の
場
合
、
「
添
付
の
自
己
負
担
額
証
明
書
整
理
番
号
」
欄
に
「
添
付
な
し
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

  3．
備

考
欄

に
つ

い
て
 

 
 備

考
欄

に
つ

い
て

は
、

申
請

者
及

び
そ

の
被

扶
養

者
で

あ
っ

た
者

の
加

入
期

間
(そ

れ
ぞ

れ
の

者
に

つ
い

て
、

「
氏

名
」

欄
の

下
の

「
加

入
期

間
」

欄
に

記
入

し
た

期
間

)に
お

け
る

受
診

歴
(受

診
し

た
年

月
)を

記
入

し
て
く

だ
さ

い
。

(他
の

医
療

保
険

に
加

入
し

て
い

た
期

間
の

受
診

歴
に
つ
い
て
は
記
入
不
要
で
す
。
) 

  4．
そ

の
他

 

 
 申

請
者

の
加

入
履

歴
欄

や
被

扶
養

者
に

係
る

記
入

欄
な

ど
が
足
り
な
い
場
合
は
、
2枚

目
以
降
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
そ
の
場
合
、
右
上

の
頁
欄
に
全
体
の
枚
数
と
何
枚
目
か
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

  ＊
 

自
己

負
担

額
証

明
書

の
添

付
に

つ
い

て
(計

算
期

間
の

末
日
に
加
入
す
る
保
険
者
へ
の
申
請
で
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
に
よ
る
情
報
連
携
を
希
望
し
な
い
場
合
) 

 
申

請
者

及
び

計
算

期
間

の
末

日
に

お
い

て
被

扶
養

者
で

あ
っ

た
者
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
加
入
履
歴
に
記
入
さ
れ
た
期
間
に
自
己
負
担
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
に
係
る
自
己
負
担
額
証
明
書
の
添
付
が
必
要
で
す
。
 

 
た

だ
し

、
次

の
こ

と
に

注
意

し
て

く
だ

さ
い

。
 

 
・

健
康

保
険
・

船
員

保
険

・
共

済
に

お
い

て
は

、
被

扶
養

者
と

し
て
受

診
し

た
医

療
の

自
己

負
担

は
、

そ
の
者

を
扶

養
す

る
被

保
険

者
(組

合
員

)が
負

担
し
た
も

の
と
し

て
取
り

扱
わ
れ

ま
す
。

そ
の
た

め
、
被

扶
養
者
と
し
て

加
入

し
た

期
間

に
つ

い
て

は
、

当
該

被
扶

養
者

と
し

て
の

自
己
負
担
額
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の
場
合
に
は
、
「
添
付
の
自
己
負
担
額
証
明
書
整
理
番
号
」
欄
に
は
「
添
付
な
し
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
・

国
民

健
康
保

険
に

お
い

て
は

、
そ

の
世

帯
に

属
す

る
者

が
受

け
た
医

療
の

自
己

負
担

は
、

そ
の

世
帯

主
が
負

担
し

た
も

の
と

し
て

取
り

扱
わ

れ
ま
す

。
そ
の

た
め
、

世
帯
主

以
外
の

世
帯
員

と
し
て

国
民
健

康
保
険
に
加
入
し

た
期

間
に

つ
い

て
は

、
当

該
世

帯
員

と
し

て
の

自
己

負
担

額
は
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の
場
合
に
は
、
「
添
付
の
自
己
負
担
額
証
明
書
整
理
番
号
」
欄
に
は
「
添
付
な
し
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
・

対
象

と
な
る

計
算

期
間

中
に

当
組

合
の

組
合

員
期

間
が

あ
る

場
合

に
お

け
る

当
該

期
間

に
係

る
自

己
負

担
額

証
明

書
の

添
付

は
不

要
で

す
。

こ
の
場

合
に
は

、
「
添

付
の
自

己
負
担

額
証
明

書
整
理

番
号
」

欄
に
は
「
添
付
省

略
」

と
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

(な
お

、
当

該
期

間
の

自
己
負
担
に
係
る
申
請
は
別
途
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。
) 

 
 

 
↑
基

準
日

被
扶
養

者
が

基
準

日
組

合
の

組
合

員
で

あ
っ
た
期
間
に
係
る
自
己
負
担
額
証
明
書
に
つ
い
て
添
付
の
省
略
を
認
め
る
取
扱
い

と
す
る
場
合
の
み
記
載

 



－ 2-106 －

支部様式第３０号

円 円 円
円

上記のとおり申請します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日 〒 ―

住　所
 組合員
（申請者） 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長　　職　 名
又は所属所長　　氏　 名

１　この申請書は、該当する70歳以上74歳以下の組合員及び被扶養者（旧被扶養者）がいる場合のみ記入してください。

 ２　収入については、退職金及び公租公課の対象とならない収入以外のすべてについて、申告の対象となります。

３　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

【添付書類】次のいずれかを添付してください。

  　（１） 組合員及び該当する被扶養者（旧被扶養者）の収入の額を証明できる書類（所得証明書（市町村民税課税証明書）、

  　　 確定申告書等）   

　　　 ※対象となる収入は、9月から12月に医療機関で受診されたときは「前年の収入」、1月から8月に医療機関で受診され

　　    たときは「前々年の収入」となります。

　　（２） 個人番号を利用した情報連携により所得の情報を市区町村から情報提供してもらう場合には同意書　

　　　  （この場合、所得証明書（市町村民税課税証明書）に限り、添付は不要です。ただし、所得証明書（市町村民税課税証

　　　 明書）に記載のない収入については、収入額を確認できる書類の提出が必要です。）

基 準 収 入 額 適 用 申 請 書

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

所 属 所 名 組 合 員 氏 名

所 属 所 コ ー ド 組 合 員 番 号

被扶養者（旧被扶養者） 被扶養者（旧被扶養者）
氏　　 名

組合員

生年月日  昭和 ・ 平成　　 　年　　　月　　  日  昭和 ・ 平成 ・ 令和　　 　年　　　月　　  日  昭和 ・ 平成 ・ 令和　　 　年　　　月　　  日

収入の種類 収入額 収入額 収入額 

円

公的年金 円 円 円

給与・賞与等収入 円 円

合計収入金額（組合員＋被扶養者）

その他の収入
（　　　　　　　　　）収入

円 円 円

計

令和

連　　絡　　先

令和

支部様式第３１号

負傷（傷病）の原因とその状況

1 2 3

4 5 6

上記のとおり報告します。

〒 -

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所

年 月 日 報　告　者

（組合員） 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長　　職　 名

又は所属所長　　氏　 名

１．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

　注　：　組合員が報告不能な場合は、その家族または事務担当者が報告してください。　

組　合　員　氏　名 傷　病　者　氏　名

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

負 傷 （ 傷 病 ） の 原 因 報 告 書

組　合　員　番　号 公立沖 所　　属　　所　　名

原 因 交 通 事 故 公 務 災 害 学校管理下の事故

傷　　　病　　　　名 医　療　機　関　名

初　診　年　月　日 令和 年 月 日 判　　定　　区　　分 ※※

（該当を○で囲 む） 動 物 工 作 物 等 そ の 他

状　況 （詳しくわかりやすく記入してください。） 発生日時、交差点名、バス停、通りの名称等を記してください。

令和

令和

連　　絡　　先



－ 2-107 －

支部様式第３１号

負傷（傷病）の原因とその状況

1 2 3

4 5 6

上記のとおり報告します。

〒 -

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所

年 月 日 報　告　者

（組合員） 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長　　職　 名

又は所属所長　　氏　 名

１．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

　注　：　組合員が報告不能な場合は、その家族または事務担当者が報告してください。　

組　合　員　氏　名 傷　病　者　氏　名

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

負 傷 （ 傷 病 ） の 原 因 報 告 書

組　合　員　番　号 公立沖 所　　属　　所　　名

原 因 交 通 事 故 公 務 災 害 学校管理下の事故

傷　　　病　　　　名 医　療　機　関　名

初　診　年　月　日 令和 年 月 日 判　　定　　区　　分 ※※

（該当を○で囲 む） 動 物 工 作 物 等 そ の 他

状　況 （詳しくわかりやすく記入してください。） 発生日時、交差点名、バス停、通りの名称等を記してください。

令和

令和

連　　絡　　先



－ 2-108 －

支部様式第３１号（１）

事故発生状況略図（通路幅をｍで記入してください。）

別紙交通事故証明に補足して上記のとおりご報告申し上げます。

令和　　年　　月　　日

甲との関係（　　　　　）
報告者　

乙との関係（　　　　　）

事  故  発  生  状  況  報  告  書

保 険 証 明 書
番 号

第 号 当
 
事
 
者

 甲（加害運転者）
　氏  名
 （電話）

自 動 車 の 番号  乙（被　害　者）
　氏  名
 （電話）

運行・同　乗
歩行・その他

天　候 晴・曇・雨・雪・霧 交通状況 混雑・普通・閑散 明暗 昼間・夜間・明け方・夕方

道 路 状 況

  舗  装
してある
してない

， 歩　道

      その他標識

あ　る
な　い

，直線・カーブ

  平  坦 ・　坂 ， 見通し
  良  い
  悪  い

積雪路 ，凍結路

（両・片）

信 号 又 は 標識  信  号
あ  る
な  い

駐停車禁止
 されている
 されていない

オ ー ト バ イ

書
い
て
く
だ
さ
い
。

上
記
図
の
説
明
を

速 度  甲車両　　Ｋm／h（制限速度　　Ｋm／h）,乙車両　　Ｋm／h（制限速度　　Ｋm／h）

図
示
し
て
く
だ
さ
い
。

事
故
現
場
に
於
け
る
自
動
車
と
被
害
者
と
の
状
況
を

自 車

相 手 者

進 行 方 向

信 号

一 時 停 止

人 間

自 転 車

支部様式第３１号（２）

令和 　  年  　 月 　　日  午 時

住 所

氏 名 住 所

氏 名

種 別 職 業

登録番号

ま た は 住 所

車両番号

車台番号 氏 名

使 用 の

本 拠 の 住 所

所 在 地

才

（注１）　任意保険に加入している場合は、次にも記入してください。

住 所

氏 名

保
険
契
約
者

事故発生場所

被

自動車損害賠償責任保険等の加入状況報告書

保 険 会 社 名

前
後

証 明 書 番 号 事故の年月日

自　令和　　年　　月　　日
至　令和　　年　　月　　日

保 険 期 間 害

府
県
別自

者

保

動 有

者

車
運

自　動　車　任　意　保　険

保
険
契
約
者

保 険 会 社 名

証 明 書 番 号

請
求
金
額

氏 名
性 別
年 令

男
女

転

保 有 者
と の
関 係

者



－ 2-109 －

支部様式第３１号（２）

令和 　  年  　 月 　　日  午 時

住 所

氏 名 住 所

氏 名

種 別 職 業

登録番号

ま た は 住 所

車両番号

車台番号 氏 名

使 用 の

本 拠 の 住 所

所 在 地

才

（注１）　任意保険に加入している場合は、次にも記入してください。

住 所

氏 名

保
険
契
約
者

事故発生場所

被

自動車損害賠償責任保険等の加入状況報告書

保 険 会 社 名

前
後

証 明 書 番 号 事故の年月日

自　令和　　年　　月　　日
至　令和　　年　　月　　日

保 険 期 間 害

府
県
別自

者

保

動 有

者

車
運

自　動　車　任　意　保　険

保
険
契
約
者

保 険 会 社 名

証 明 書 番 号

請
求
金
額

氏 名
性 別
年 令

男
女

転

保 有 者
と の
関 係

者



－ 2-110 －

支部様式第３１号（３）

加害者との交渉状況報告書

　１．損害賠償請求について交渉の経過

　２．示談が令和　　年　　月　　日成立した。

　　　示 談 金 額　　　　　　　　　円

　　　　 内    訳

療 養 費 円 慰 謝 料 円

見 舞 金 円 休 業 補 償 円

損 害 補 償 円 交 通 費 円

雑 費 円

その他の条件

　　(注)　未成立のときは、後日示談書の写を提出してください。



－ 2-111 －

支部様式第３１号（４）

才

上記のとおり申告します。

〒 -

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所

年 月 日 報　告　者

（組合員） 氏　名

上記記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

年 月 日 － －

所属機関又は所属所

所属機関の長　　職　 名
又は所属所長　　氏　 名

１．　加害者の氏名及び住所が明らかでないときは、理由を付してその旨を記入してください。

２．　事故発生状況及び加害者から受けた損害賠償については、できるだけ具体的に詳しく記入してください。

３．　所属機関又は所属所受付印欄は、必ず押印してください。

共済組合受付印 所属機関又は所属所受付印

損 害 賠 償 申 告 書

組　合　員　番　号 公立沖 所　　属　　所　　名

事 故 発 生

続　　　柄

加 害 者 の 住 所 事故発生
年　月　日

年

組　合　員　氏　名 被害者氏名
年　　　齢

月 日
及 　び 　氏　 名

令和

状 況

加害者から受
けた損害賠償
（見　積　額）

被 害 の 状 況

令和

連　　絡　　先



－ 2-112 －

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

令和　　　年　　　月　　　日

（届出者) 　

組合員番号

組合員氏名

被扶養者 氏名

被扶養者 氏名

被扶養者 氏名

被扶養者 氏名

被扶養者 氏名

※　被害者が被扶養者の場合は組合員と併せて署名してください。

て当該給付に係る診療報酬明細書（レセプト等）を提供することに同意します。

同意書

　　　　　年　　月　　日に第三者の不法行為（交通事故など）によって生じた傷病により被った

損害のうち、組合員証（組合員被扶養者証を含む）を使用したために公立学校共済組合沖縄

支部が給付した保険給付等について、地方公務員等共済組合法第５０条の規定により同支部

が代位取得した求償権を行使することを目的として、加害者（損害保険会社などを含む）に対し




